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■

日本外航海運は存続可能か？

黒轡響誉野凝浴川　明

）

　海運業経営者として常時気になることは、

日本外航海運がこの先存続発展可能かの命題

である。

　毎年相当な労力を費やして経営中期計画を
た

樹て、期末に激変する環境に対応して計画の

ローリングを行い、予測しがたい与件、即ち

為替、海運マーケット、株価地価を織りこみ

安定収益確保に血の滲む苦心をしていること

は各社も同様であろう。

　この古いつも根本的に問題を感ずるのは先

進国としての日本外航海運が今後の世界経済、

日本経済の構造変化の中で世界的大競争を前

提に競争力を維持して行けるのか、若し可能

とすれば基本的条件は何か、その条件を充足

する変革のビジョンは何か、という点であり、

回答への焦りを感ずるのは私だけではあるま
い。

　この悩みに対する回答例。

1．世界海上物流量は伸びている。2000年の

時点では46億トンともいわれ、わが国の輸出

入量は約20％の9億トン程度となろう。荷物

のあるところ日本海運は存続発展する。

2．日本の荷主さんは我々を信頼し日本船社

をみすてることはしない。これからも支援し

て戴ける。

3．我々は必死にコスト合理化にとり組んで

いる。組合も段々と理解を示している。為替

が適正に円安となれば何とかやっていける。

　いずれもその通りであろう。しかし我々は

今日の構造変化のスピードを身にしみて知っ

ている。発展途上国海運の急追をかわしコス

トの闘いを克服するためには先進国海運は革

新的なビジョンを早急に確i立し主体的に一歩

進まなければ時間がないのだ。

　最近私の悩みを尊敬する或る先輩にぶつけ

てみた。その回答が大変参考になったのでご

披露したい。

1．1987年1月8日の「Fairplay」誌に掲載
されたSletmo博士の考え方が解決の一つの

ヒントになろう。

　そのエッセンスは次の通り。

　EVOLVING　CONCEPTS　OF　OCEAN　TRANSPOR丁ATION

　　CONVENTIO閥AL　　　　　　　　　　　　　　　　　FUTURE

Ships　as　core　o「shipping　　　　　　Ships　as　an　element　oRly　i［　the

　　　　　　　　　　SUpPly　Of　maritime　transporta量iOn
Seamanship　as　key　skil「　　　　　　Management　as　criticalσomponent

Flaggin目Dut　is　running　away　from　Flagging　out　is　the　basi5　for　the陪

naticnaし山ligatしOαS　　　　．　　　　　　　　Qrganしsatしon　Q奄　甑ip画ng　based　o皿

　　　　　　　　　　anew　I］nctiQnal　division　oI　Iabour
ShipPing　industry　as　obi㏄t　of　na・　Free　access　to　shipPing　serv［ces　as

tional　government　policy　　　　　　focal　poiηt（protect　the　Ireedom　Q「

〔protect　natlonal　owners　and　Ia．　foreignヒrade　to　move　eπicient「y＞

bQur）

2．更に博士の所論を追加すると従来の海運

業務機能は分解（Slicing）され、所有（Own－

ing）、運航（Operation＞、管理（Ships　Man・

agement）が夫々別の企業に分担されよう。

3．日本海運がこの新しい考え方を理解し、

海運Globalizationの中で、国際的、国内的

分業による協業で競争力を保ち、強味を集中

発揮すれぼ生き残れよう。

　さて、私見としてSIetmo博士の見通しが

短時間に実現されるとは思わないが、合理的

革新的な考え方であり現実にこの方向で動い

ていることは疑いない。

　高コストに喘ぎ十数年間合理化に苦悩し日

本経済の転換期に必死に適応せんとする日本

海運にとって基幹産業としてのかっての栄光

と誇りは取り戻せないのであろうか。上記ヒ

ントを一つの糧として今こそ海運人はその知

恵と実行力を結集、難局打開を迫られている。
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1．平成8年度海運関係予算概算要求

一国際船舶制度の創設一

　運輸省および厚生省は、平成7年8月末に平

成8年度予算概算要求事項を決定し、大蔵省に

対して要求を行い、折衝を開始した。

　概算要求事項のうち、海運関係事項の概要は

以下のとおりである。

1　外航海運対策の推進

（1＞船員雇用促進対策事業費補助金（国際船

　舶日本人船員配乗促進事業助成）

　　わが国外航海運は大幅な円高の進展等に

　伴い、フラッギング・アウトが進行してい

　　る。このため、わが国貿易物資の安定輸送

　　等の面で重要な意義をもつ日本船および日

　　本人船員の確保等を図るため、「国際船舶

　　制度」を創設し、船員雇用促進対策事業費

　　補助金（国際船舶日本人船員配乗促進事業

　　助成）として新たに6億円を要求している。

②歳出予算

　　　海運業の経営安定に資するため、既に締

結した利子補給契約について、日本開発銀

行により利子補給金相当額の利子猶予措置

を引き続き講じることとし、開銀への交付

金として10億6，300万円（前年度比：10億

7，000万円減）を要求している。内訳は、

猶予対象利子本体分として9億7，900万円

　（前年度比：9億6，000万円減）、猶予対象

利子運用金利分として8，400万円（前年度

比：1億1，000万円減）となっている。

　　また、二重構造タンカーへの早期代替に

　資する外航船舶等の解撤を促進するため、

　外航船舶等解撤促進費補助金として2億

　300万円（前年度比2億4，700万円減〉を要

　求している。

（3）財政投融資

　　日本開発銀行融資制度を、近く発効され

　るOECD（経済協力開発機構）造船協定

　に適合する制度とするため、従来の一船毎

　の建造を対象とした海運融資制度を廃止し、

（
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新たに海運事業者が貿易物資の安定輪送の

ために投資する設備を包括的に対象とした

融資制度を導入することとなった。

　このため融資対象を現行の外航船舶から、

海運事業者が貿易物資の安定輸送のために

投資する外航船舶、外航船員研修所、貿易

物資用倉庫、外航用コンテナターミナル等

の設備（海運事業者の子会社が整備するも

のを含む〉に拡大し、350億円（前年度比：

同額）を要求している。

　融資条件としては、超省力化船、LNG

船、二重構造タンカーに対する融資比率を

60％、複合一貫輸送拠点施設に対しては

40％等としている。また、金利については、

外航船舶が現行どおり開銀特別金利5、複

合一貫輸送拠点施設は特利3等が適用され

ることとしている。

2．船舶整備公団

　船舶整備公団は、内航海運の体質改善、国内

旅客船の整備等の事業を推進するため、海運事

業者と共同して、船舶の建造を行っている。平

成8年度においては、その事業規模を861億円

（前年度比＝59億円減）とし、このうち自己資

金258億円を除く6Q3億円を財政投融資として要

求している。

　その内容としては、内航海運の体質改善を図

るため、近代的経済船の建造、内航貨物船の改

造等を促進することとし、代替建造10万7，000

％、総額で589億円、また改造等に対する融資

枠として14億円、合計603億円を計上している。

　このほか、国内旅客船の整備を目的として、

258億円を要求している。
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3　船員雇用対策

（D　運輸省関係（一般会計）

　　　国際的な漁業規制の強化による減船に伴

　　う漁業離職船員対策等を講ずるとともに、

　漁船員の内航船への転換の促進、離職高齢

　　船員の活用等、船員雇用対策を推進するこ

　　ととしている。

　　　このうち、日本船員福利雇用促進センタ

　　一（SECOJ＝Seamen’s　Elnployment　Cen－

　　ter　of　Japan）が行う船員雇用促進対策事

　　業費への補助金としては、外国船就職奨励

　　助成、内航転換奨励助成、技能訓練助成、

　　船員職域拡大訓練助成、離職高齢船員活用

　　対策助成等に対して、合計1億7，300万円

　　（前年度比＝5，400万円増）が計上された。

　②　厚生省関係（船員保険特別会計）

　　　船員の雇用安定対策として、STCW条

　　約適応訓練等技能訓練事業費として1億

　　2，491万円、外国船船員派遣助成金等雇用

　　安定事業費として6億2，960万円を中心と

　　する総額8億8，495万円を要求する方針と

　　している。

4．開発途上国船員養成への協力

　政府開発援助（QDA）の一環として、外航

船社の協力を得て行う開発途上国船員研修受け

入れ事業に対する補助金として9，100万円（前

年度比：100万円増）を要求する。

　この事業は、海事国際協力センター（MICC＝

The　Maritime　International　Cooperation

Center　of　Japan＞が、外航船社の協力を得て、

従来どおりフィリピン、インドネシア、ベトナ

ム等の船員85名を受け入れることとしている。
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2．米国1984年海運法改訂問題一H．R．2149

　　　（Ocean　ShiPPing　Reform　Act
　　　of　1995）米国下院委員会通過について

　米国の1984年海運法改訂問題については、

1995年3月末までの動きを本誌4月号シッビン

グフラッシュで報じたところであるが、その後

6月下旬に至り、米国船社が米国荷主の団体で

あるNITL（National工ndustrlal　Transporta－

tion　League）と妥協を図り、これをベースに

下院運輸インフラストラクチャー委員会が1984

年海運法改訂法案作りを進め、8月2日には正

式な法案が同委員会を通過した。

　その経緯と法案の要点等は、以下のとおりで

ある。

1　経　緯

（1＞1995年6月23日、シーランドの首脳が密

　かにNITLにその海運法改正提案に合意

　する旨伝えた。その直後APLも上層部決

　　断でこれに追随することを決め、6月26日

　　には、もう1社のクロウリーマリタイムを

　加えた米船3社がNITLの提案を受け入

　　れると公表した。

②　この米船社とNITLの動きを受けて、

　　6月28日、下院運輸・インフラストラクチ

　　ャー委員会のシュースター委員長その他の

　　関係議員は、外航海運の規制緩和策の骨子

　　が固まったので、直ちに法案作成に取り掛

　　かる旨共同発表を行った。

　⑧　その後、同委員会のスタッフを中心に

　　NITL、米船社等の民間側代表も参加して

　　法案作成の作業が進められた。この間船社、

　特に日本船社と欧州船社を代表するCEN－

　SA（Council　of　European　and　Japanese

　National　Shipowners’Associations）は

　具体的条文内容を少しでも改善すべく努力

　し、若干の成果は得られたが、残念ながら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
　法案の基本線を変えるには至らなかった。

（4）8月1日、コーストガード・海上輸送小

　委員会が上記改訂法案Ocean　Shipping

　Reform　Act　of　1995採択のための審議（マ

　ークアップ）を行い全員賛成で可決した。

　なお、非常に変則的なことであるが、正確

　にはこの時点では本法案は正式に議会に提

案されたことにはなっておらず、同日遅く

シュースター委員長その他から上程され、

H．R．2149（Ocean　Shipping　Refornl　Act

of　1995）の法案番号が附された。翌8月

2日には、運輸・インフラストラクチャー

委員会のマークアップが行われ、圧倒的多

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数で可決された。このように異例ともいえ　　　『．．．．

る速さで本法案は委員会を通過したが、こ

れは夏期休会前になんとか実績を作ってお

きたいとのシュースター委員長の意図によ

るものであったといわれている。

2　H．R．．2149の骨子（資料参照）

（1）各運賃園田は全ての加盟船上に対しS／

　　C（サービスコントラクト）に関する1／

　　A（インディペンデントアクション）の行

　　使権を容認しなければならない。く1997年
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　1月1日発効〉

②　船社の運賃タリフに対する米国政府の規

　制を廃止し、同年6月1日付発効で運賃タ

　リフ届け出制自体も廃止する。＜1997年1

　月1日発効〉

（3）各運賃同盟は、加盟船上が独自に個々の

　荷主とS／Cを締結することを容認しなけ

　ればならない。またその運賃内容を非公開

　とすることも認めなければならない（コン

　フィデンシャルS／C制の導入）＜1998年

　1月1日発効〉

㈲　運賃同盟および上社間共同行為に対する

　独禁法適用除外を従来どおり存続させる

　　（ただし上記改訂に違反するものはこの限

　りでない）。

⑤　米船社に対する外国船社の不公正慣行に

　ついての対抗措置を強化する。具体的には

　現行の国営船脚（コントロールドキャリア〉

　に対する規制条項に「当該国の運輸業以外

　の産業に従事する企業やその他の組織（国

　有、民有間わず）と構造的或いは財政的に

　密接な関係にある外国船社が、米船引に不

　利益となるような不公正或いは収奪的さら

　には競争制限的な運賃設定や営業活動を行

　つた場合、国営船社に対する規制規定を準

　用して対抗措置を発動する」との条項を追

　加する。

　　本条項は運輸・インフラストストラクチ

　ャー委員会の民主党リーダーであるトラフ

　ィカント議員（オハイオ州）が支持して法

　案に含めたものであるといわれているが、

　運用方法によっては、外国船には運賃の公

　開を強制し、問題あれば米政府に介入させ

　ることも可能となる，これは、米国が既存

せんきょう　平成7年9月号

　の保護立法に加え、さらに自国海運の擁護

　を狙ったもので、国際的に最も問題のある

　条項である。

（6）FMCを1997年10月1日までに廃止し、

　残すべき機能はそれまでにDOT（米国運

　輸省）に移管する。

3．今後の見通し

（1）シュースター委員長がこのように事を急

　　いだ理由としては前述のとおり運輸・イン

　　フラストラクチャー委員長としての実績作

　　りにあるといわれているが、いずれにせよ

　　H．R．2149は夏期休会明けの早い時点で下

　　院本会議を通過する公算が非常に強い（9

　　月20日過ぎの可能性が強いと観測されてい

　　る）。

②　一方、上院について1ま、8月下旬の時点

　　では今後の動きは全く不透明である。最悪

　　のケースは、上院としての独自の公聴会開

　　催や法案作りは一切省略して、例えば海事

　　関係の予算支出法案にH．R．2149をそのま

　　ま添付して本会議に上程、一括採択に持ち

　　込む場合で（いわゆるChristmas　Treelng

　　と呼ばれるもので特に上院では、常套手段

　　の一つ）、その可能性は皆無ではなくその

　　成り行きが注目されている。

　（3＞なお、ペニャ運輸長官が既に本法案を支

　　持していることでもあり、上下院通過後の

　　大統領の署名拒否を期待するのも難しいと

　　見られているが、米国の中小荷主団体と港

　　湾局グループが大分反対の声を上げており、

　　議会筋が耳を傾けざるを得ないような勢力

　　となることが期待されている。
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【資料】　1984年海運法／H．R．2149による海運法改訂案一主要点比較

項　　　目 1984年海運法 H．R．2149による改訂法案

廃止・改正 1984年海運法を修正
定　　　　　義く第　3条〉 （D　協　定

i2｝反トラスト法
i3｝賦課協定
i4）　バルク貨物
i5）委員会
k6）　コモンキャリア
iの　同　盟
k8）　コントロールドキャリア

＊削　除
k4）　バルク貨物
ｭ　延べ戻し述賃αD　森林産晶qむ　一手積契約q7〕　NVQCC

S　サービスコントラクト
⑨　延べ戻し運賃⑩　競争抑圧船aD　森林産品

＊修　正
fB｝航洋貨物フォワーダー（α7）NVOCCを包含）

U2〕　内陸年払い分
ｿ3）　内陸部分α心　一手積契約 ＊新　設

ｿ9〕航洋輸送契約（Ocean　Transportation　Contract）

㈱　海貨ターミナル運宮業者
㈹　海事労務協定
αr）　NVOCC
α8）オーシャンコモンキャリア
㈲　航洋貨物フォワーダー
⑳　者
⑳　サービスコントラクト
⑳　船積貨物
㈱　荷　主
Ω心　荷主団体
㈲　通し運賃率
⑳　通し運送
⑳　合衆国

法律の管轄す
驪ｦ定
i反トラスト
@適用除外）〈第　4　条〉

　オーシャンコモンキャリア関係（D～〔4）　変更なし

（3〕寄港地を割当て、または港聞の航海の数及び性質を
@制限し、またはその他の規制を行う協定〔4）質鞘齢酸諜聡親難嘘や人撚たは性

⑤　オーシャンコモンキャリア相互間、また1人ないし

（の　サービスコントラクトの使用を規制し、または禁止　する．協定

（7｝航洋輸送契約に関する事項を討議し、航洋輸送契約
@およびこれら契約に関連する協定を結ぶ協定

協定の届け出く第　5　条〉 本法に規定される協定はすべて委員会（FMC）に届け出されなければならない

変更なし

運賃率衷の届
ｯ出
q第　8　条〉

　各コモンキャリア及び同盟は、バルク貨物森林雇品等を除き、自身の経路および確立されている通し輸送経路上のすべての地点または港の間のすべての運賃、費用、品目分類、規則およ登慣行を委員会に届け出て、且つ公衆の閲覧のために公示しなければならない。

　運賃率表の届け出は廃止（但し、要講があれば公開しなければならない）

サービスコン
gラクト
iS／C）
q第　8　条〉

　同盟加盟船社と荷主とのS／C締結の可否は同盟の決定に拘束される。S／Cは委員会に秘密扱いで届け出られ、同時にその基本的条件に関する簡潔な説明書を委員会に届出て、一般公衆が入手し刷るようにしなければな

ﾁ浦ε得毅黎骸騰髄購禽罫況にあ術

　コモン輸送（Common　Carrage）の概念を残す一方、
t理外勘暁細動羅輪回薪翻旨う騰portation　Contract）を、当事者間の合意にもとづき、非公開ペース（Confidential）且つ同盟の規制に拘束されることなく締結することができる。

インディペン
fントアクシ
㏍刀i1／A）

事前通告期間を3営業日に短縮する。

〈第　5　条〉

コントロール
hキャリア
q第　9条〉

　コントロールドキャリアの対象を、従来の国営船社に加え、官民間わず非運輸関連の企業、団体、組織に財政的・構造的に関係のある船社にまで拡大する。

　委員会はコントロールドキャリアの運賃率等を停止す
ﾓ蕪離弩螺翠麺桑禽華齢誓瓢甥命令を中止できる。かかる中止期間中に大統領は実行可能な限ウ、該当する外国政府の代表との交渉によって争点の解決に努力しなければならない。

差止命令、提
i〈第　6　条〉

　委員会は、協定が競争減殺によって過度の輸送サービス低下または過度の輸送費用増加をもたらしそうであると認定した場合は、適切な差止め命令を求めることがで

変更なし

きる。

そ　　の　　他 一Foreign　Shipplng　Practices　Act　Qf　1988の修正く第
1王条a＞

一1997年1月以降運輸長官は外国政府に対し、船社の所
有と管理をやめさせるよう外国政府を説得する戦略を
進めていかなければならない

一1996年度中にFMCの機能をDOTに移管

せんきょう　平成7年9月号
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海運造船倉理化審議会答申「今後の内航海山苅輿≒

ついて：」の概要（後編）　一今後の内航海運対策喧、

東京理科大学教授・海造審内航部会専門委員　加藤俊平一

）

11．今後の内航海運対策

1．船腹調整制度の見直し

　今回の答申の最大の懸案事項である船腹調

整制度の見直しについては、答申では船腹調

整制度を内航海運組合四丁8条に規定する調

整事業の制度そのものを意味する「法律上の

船腹調整制度」と現在実施されているスクラ

　ップ＆ビルド方式による船舶建造方式を意味

する「船腹調整事業」に区分して整理し、は

　じめに船腹調整制度に対する評価を行い、そ

　の上で船腹調整制度の見直し内容を整理した。

（D　船腹調整制度に対する評価

　　σり　法律上の船腹調整制度に対する評価

　　　　法律上の船腹調整制度は、船腹需給ギ

　　　ャップが生じやすい内航海運市場におけ

　　　る船腹過剰時のセーフガード（緊急避難

　　　措置）としての機能が期待されている。

　　曾）現在の船腹調整事業に対する評価

　　　　現在の船腹調整事業については、小委

　　　員会においても各委員から維持存続する

　　　観点からの肯定的評価、早期に廃止すべ

　　　きとする観点からの否定的評価について

　　　様々な意見が出されたが、同一事項につ

　　　いても視点の置き方によって肯定的評価

　　　にもなれば否定的評価にもなる場合もあ

　　　り、意見を集約して統一的な評価を行う

　　　ことはなかなか難しい問題であった。し

　　　かし、委員各位の熱心な議論により、答

申においては次のとおり評価している。

・現在の船腹調整事業は、全般的には船腹

需給の適正化、内航海運業者の経営安定、

船舶の近代化等を推進していく上で効果

があったと評価できる

・また、一般的に設備調整カルテルがもた

　らすといわれている経営合理化、運賃水

　準等の面における弊害は、同事業の弾力

　的運用等により比較的少なかったと評価

　している

　これは、通常、設備調整カルテルの下で

は、需要に比べ設備を抑制気味に設定する

ことから価格水準が高くなるという弊害が

想定されるが、内航海運の場合は全般的に

は船腹過剰気味で推移してきており、また

運賃水準も他の物価に比較して安定してい

るという実態にあったことによる。一方、

弊害として、

・長期にわたる船腹調整事業の実施が内航

　海運業者による同事業への過度な依存体

　質を生み構造改善が進まない要因の一つ

　になっていること

・意欲的な者の事業規模拡大や新規参入が

　阻害され業界の活性化等の支障になって

　いること

・一閧ﾌ船舶に係る寄港地の制限、積荷の

　制限等輸送効率化の支障になっているも

　のがあること

せんきょう　平成7年9月号
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　が指摘されている。そして、現在の船腹調

　整事業の下では、内航船員の安定的確保、

　輸送効率化、構造改善の推進等といった今

　後の内航海運の課題に的確に対応していく

　ことが期待できなくなる恐れがあると結論

　しており、これが見直しを必要とする理由

　となっている。

②　船腹調整制度の見直し

　①船腹調整制度見直しの考え方

　　　船腹調整制度については、これまでの

　　閣議決定の趣旨を踏まえて見直すことと

　　し、法律上の船腹調整制度については今

　　後とも維持存続し船腹過剰時にセーフガ

　　ードとして活用することにしている。ま

　　た、現在の船腹調整事業については次の

　　点に配慮しつつ見直すものとしている。

　・一定の船腹需給の適正化

　・船腹調整事業見直しに伴う内航海運業の

　　事業環境の変化に係る激変緩和

　・中小企業者による円滑な構造改善の推進

　　等

　・輸送効率化およびモーダルシフト対策の

　　推進

　　これは、船腹調整事業は30年近くの長期

　にわたり内航海運対策の中核として実施さ

　れてきたことから、船主経済に深くビルト

　インされており、特に現実問題として、内

　航海運業者の多くが船腹調整事業に係る引

　当資格を担保に船舶建造資金、運転資金等

　の融資を受けているという実態にある。船

　腹調整事業の見直しにより、船舶の担保評

　価が下落し資金調達に支障が生じたり、引

　当資格を要する船舶とそうでない船舶との

　間における資金コスト差の発生等により競

　争条件の公平化が損なわれる等事業環境に

　大きな変化が生じた場合、経営基盤が脆弱

　なままの状態では、大変な混乱を引き起こ

すことになりかねない。そのようなことを

踏まえ、答申では、事業環境の変化に係る

激変緩和、円滑な構造改善の推進等に配慮

すべきことを指摘しているところである。

②現在の船腹調整事業の見直し

　　答申では、現在の船腹調整事業の見直

　しについて、（a＞当面措置すべき事項と（b）

　モーダルシフト対象船引の取り扱いにつ

　いて具体的な見直しを指摘し、（c）それ以

　外のものについては船腹調整事業への依

　存の計画的解消を図り市場原理の活用に

　よる内航海運の活性化を図るという具体

　的な方向性を示している。

　（a）まず、当面措置すべき事項として次

　　の事項を挙げている。

　・モーダルシフト対象船種の寄港地に係

　　る制限およびセメント副原料であるフ

　　ライアッシュ等の輸送にセメント専用

　　船を使用する場合の制限は、モーダル

　　シフトや往復貨物の確保等による輸送

　　効率化を推進する観点から直ちに緩和

　　することにしている

　・長期積荷保証船については、日本内航

　　海運組合総連合会（以下、内航総連）

　　と荷主団体との協議結果を踏まえ、船

　　腹調整事業の弾力的運用を行うとして

　　おり、鉄鋼については内航総連と鉄鋼

　　連盟の協議が既にまとまっており、現

　　在石油について協議中だが、今後は石

　　灰石、化成品等の分野にも拡大してい

　　くことが想定される

　　・その他、船腹調整事業については、荷

　　主ニーズが反映できるよう荷主団体の

　　要望を十分把握して弾力的運用を行う

　　ことにしている

　　　特に、経済界の船腹調整事業の批判

　　の理由の一つとして同事業の硬直的な
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　運用により、バブル経済期における船

　腹不足時にタイムリーな船舶の提供が

　受けられなかったことによる不満があ

　つたことを考えると、今回の答申の指

　摘により、より一層の弾力的な運用が

　図られれぽ大変意義深いものがあると

　考える。

（b）次に、モーダルシフト対象一種につ

　いては速やかに船腹調整事業の対象外

　とすることにしている。この場合、モ

　ーダルシフト対象船種は、モーダルシ

　フトの趣旨が幹線におけるトラック輸

　送の貨物を内航海運にシフトすること

　にあるという観点から整理する必要が

　ある。いずれにしても、この措置の速

　やかな実施によりモーダルシフトが促

　進されることを期待する。なお、長距

　離の自動車航走貨物定期航路（貨物フ

　エリー）の新規許可については、内航

　RORO船に係る船腹調整事業との関

　係から事実上認められていないが、今

　後は内航RORO船を同事業の対象外

　にする時点において貨物フェリーの位

　置付けと取り扱いについても全面的に

　見直す必要がある。

（c）また、以上に加えて「現在の船腹調

　整事業については、内航海運業者によ

　る同事業への依存の計画的解消を図り、

　市場原理の活用による内航海運業の活

　性化を図る」こととされている。ここ

　でいう船腹調整事業への依存の解消と

　は、中小企業が大半を占める内航海運

　業が、船腹調整事業による船腹需給適

　正化措置や、それから派生している引

　当資格を担保にした資金調達等に依存

　することなく、市場原理と自己責任原

　則の下での健全な経営が可能となるよ
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　　　うに構造改善の推進、コスト負担の適

　　正化、内航総連による債務保証業務の

　　　実施等の措置を推進するとともに、可

　　能な一種、船型から船腹調整事業の対

　　　象外にしていくという趣旨である。

　　　　なお、審議会では船腹調整事業への

　　　依存解消の時期について具体的なスケ

　　　ジュールを明記すべきであるとの強い

　　　意見が出されたが、既に述べたように

　　　現時点での明記は適当でないと判断．さ

　　　れた。

　以上が船腹調整事業の見直しについてであ

るが、今回の答申では同事業への依存の計画

的解消を図るという明確な方向性を示すとと

もに、モーダルシフト対象船同等の見直しに

関する具体的な方針を明示したことは画期的

なことであると思う。それだけに、内航海運

業界においては、船腹調整事業に依存しない

ということを前提とした対応が待ったなしで

要求されていることになる。

2．船腹調整事業の見直しと一体的に措置すべ

　き事項

　以上に述べたように、船腹調整事業への依

存解消のためには構造改善の推進等をはじめ

一定の環境整備が必要不可欠であり、答申で

　は船腹調整事業の見直しと一体的に措置すべ

　き事項という項目を立て、次の事項を措置す

　ることを強く求めている。

ω　船舶のタイムリーかつ安定的な整備・提

　　供

　・内航二法の適切な運用により、船腹需給の

　　適正化に配慮し、また、内航総連および荷

　　主団体において、物資別のきめ細かい船腹

　　需給見通しについて相互認識を図ること

　・船舶共有建造方式等の船舶整備公団機能の

　　充実を図るとともに、併せて、船舶特別償
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　却制度等の租税特別措置の活用を図ること

（2）経営基盤の強化を目的とした抜本的な構

　造改善の推進

・内航船舶貸渡業者の事業規模の拡大、財務

　体質の強化等を図るため、海運組合単位に

　具体的な構造改善計画を作成すること

・内航総連は、転廃業助成金および集約合併

　等促進給付金の充実等のインセンティブ措

　置を講ずること

・行政は、構造改善促進の観点から、内航海

　運業法の許可基準の弾力的運用、税制措置

　の充実等について検討すること

（3）運賃および用船料に係るコスト負担の適

　正化

・内航海運業界と荷主業界は、相互理解を深

　めることにより、輸送効率化を前提に、コ

　スト負担の適正化に向けた努力を行うこと

・内航海運に係る取引関係の簡素化等を図り、

　また、意欲的な内航船舶貸渡業者による内

　航運送業者への転換を推進すること

（4）内航海運業界と荷主業界との定期協議機

　関の設置

・内航業界と荷主業界との間に定期協議機関

　を設置し、運賃および用船料に係るコスト

　負担の適正化のあり方、船腹調整事業の運

　用のあり方、輸送効率化の推進、構造改善

　の促進等について協議すること

　船腹調整事業への依存の解消に向けた環境

整備のためには、以上の項目はどれも重要な

事項であるが、審議会では特に内航業界と荷

主業界との相互理解の重要性が改めて認識さ

れた。両者は運命共同体にあるわけで、懸案

事項に関する共通認識の形成や問題解決には

当事者間の努力が必要であり、そのための内

航業界と荷主業界との定期協議機関の活用が

大いに期待されるところである。

3．その他の内航海運対策

　船腹調整制度の見直しに併せて措置すべき

事項は、上記のとおりであるが、それととも

　に、今後の内航海運の課題を達成していく観

点から次の事項を措置するよう求めている。

（1）良質な内航船員等の安定的な確保

　・良質な内航船員および意欲的な事業後継者

　　の確保を図るため、経営基盤を強化し、事

　　業としての魅力を向上させること

　・良質な内航船員の確保のため、労働条件・

　　労働環境等の改善、リクルート対策の強化　　＿

　　にっき、内航海運業者、荷主等の関係者が

　　一丸となって取り組むこと

　・新人船員の安定的採用および教育訓練実施

　　の体制整備、海員学校等の教育内容の整備

　　・充実を図るとともに、船員経験のある高

　　齢者の活用を推進すること

　・また、適切な労務管理、船員確保等に資す

　　る観点から、健全なマンニングの育成につ

　　いて関係者で検討すること

　（2）内航海運における輸送効率化の一層の推進

　・ハード面の施策として、船舶の大型化・近

　　代化、荷役機器の近代化、全天候バースの

　　整備等を推進すること

　・ソフト面の施策として、EDI等情報シス

　　テムの整備、配船・船員配乗の共同化を進　　（・

　　めるとともに、商取引慣習の見直し等によ

　　り出荷ロットの大型化等を進めること

　・運航コストと関係の深い安全関係規制につ

　　き、安全確保との調和を前提に可能なもの

　　から見直しを検討すること

　（3＞モーダルシフト等の新規需要分野への積

　　極的な対応

　・モーダルシフトの推進のため、船舶の高速

　　化、定時定路線の輸送システムを構築する

　　とともに、積極的な荷主開拓等を行う必要

　　があること
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・また、モーダルシフトを担う内航海運業者

　においては、利用者利便の向上等の観点か．

　ら、海陸一貫輸送を行う総合物流業を目指

　した営業展開を志向することが期待される

　こと

・現在、船腹調整事業の関係等から新規の運

　航が事実上認められていない長距離の自動

　車航走貨物定期航路（貨物フェリー）の位

　置づけ、取り扱いを見直す必要があること

（4）内航海運の発展に資する港湾機能の整備

　および改善

・内貿ユニットロードターミナル、複合貨物

　ターミナル等の計画的整備を推進すること

・また、港湾荷役に係る諸課題の解決に向け

　た関係者の取り組みを促すこと

⑤　テクノスーパーライナーの早期実用化等

・テクノスーパーライナーの早期実用化を目

　指した研究開発等を促進するとともに港湾

　機能、輸送サービス等の調査を深度化する

　こと

〔参考資料〕　船腹調整事業の見直しについて

5，今後の対応

　答申の「おわりに」にも述べられているとお

り今回の答申は、わが国経済社会の環境の変化

等の状況を踏まえ、国民経済と深い関係にある

内航海運の課題とその解決に向けた諸対策を示

したものであり、今後、内航海運が経済社会環

境の変化に対応しつつ、21世紀に向けてより活

力と魅力のある産業へと発展していく上で是非

とも必要なものである。今後は、運輸省はもち

ろんのこと内航業界、荷主業界等においてその

実現に向け着実な推進を図られることを強く期

待するものである。

　特に、内航業界においては、船腹調整事業へ

の依存の解消に向け、答申で指摘された船腹調

整事業の見直しと一体的に措置すべき事項を早

急に具体化し実施することが必要であり、船腹

調整事業への依存解消に向けた業界の取り組み

姿勢が今後の政府部内の調整にも大きく影響す

るものと思料する。

項　　　目 現　　　　　　状 答　　　　　　申

船腹調整制度（セーフガード）

船腹調整事業の ・中長期的に船腹調整事業への依存を

�ﾁしうるような事業体質の強化
@　　　　　（平成4年海造審答申）・機動的・弾力的運用を前提に船腹調

ｮ事業を維持・存続

@　　　　　（平成4年海造審答申）

・船腹調整事業への依存の計画的解消．・その間、船腹調整事業は荷主団体の

@意向を十分把握して弾力的に運用

船腹調整事業の

ﾎ象外船舶

。セメント専用船および特殊タンク船 ・早急にモーダルシフト船を追加

Eその他の船種は、今後計画的に推進

長期積荷保証船

ﾌ扱い（内航総

Aと荷主団体が
ｦ議）

・鉄鋼の長期積荷保証船は、原則スク

宴bプなしでの建造が可能（協議済
ﾝ〉

E現在、石油について協議中

・新たに石灰石、化成品等が対象

物流効率化の推
i

・モーダルシフト船の寄港地制限

Eフライアッシュ輸送等におけるセメ

塔g專用船使用の制限

・左記の制限は直ちに緩和
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随想

「運」というもの

㈲躰海事広醐会専務購◆塩見正幸

　　　　　　　　　　　　えん
　時として、これは何かの「縁」ではないかと

思うことがある。今回の日本海事広報協会への

転職も何か不思議な目に見えない「縁」に因っ

て起きたのではないかと思っている。

　というのも、私がかつて神戸海運局（現神戸

海運監理部）に在職していた頃、丁度、神戸海

事広報協会が設立され、時々、協会の仕事を手

伝ったことがあり、その時、大先輩で初代事務

局長だったA氏の姿を見ながら、ひょっとし

て、このまま歳をとり退職すれば、私がこの仕

事に就くのではないかと内心思ったことがあっ

た。今回、転職の話があったとき、ふと、三十

数年前のこのことを思い出したからである。海

関係の仕事をしたのは、神戸海運局での数年間

のみで、その後は、航空や陸運の仕事が永く、

海から縁遠くなっていたことも、不思議なめぐ

りあわせだと思った原因かも知れない。

　不思議なめぐりあわせといえば、人は、よく

「運」ということを意識する。私も、どちらか

といえば、このタイプの人間である。

　広辞苑によれば、「運」とは、海運などのと

きの「はこぶこと」という意味のほかに、「天

命、めぐってくる吉凶の現象、まわりあわせ」

とある。

　ならば、新しい仕事や入との出合いもまた．ま

わりあわせであり、「運」といえる。一見偶然

と思える出合いの中に必然が存在しているので

はないだろうか。

　　　　　　　　しウじゅ
　芥川龍之介は、「徐儒の言葉」の中で、こう

いつている。「運命は、偶然よりも必然で．ある。

『運命は性格の中にある』という言葉は、決し
　なおざり

で等閑に生れたものではない。」

　私ごとき凡人には、この意味するところはよ

く理解できないが、感覚的には、共鳴し得るも

のがある。

　私の意識では、「運」というものは、誰でも

等しく持っており、上昇運（運が強いとき）と

下降運（弱いとき）とがあり、これらが大きな

波をなしており、その波を軸としてさらに小さ

な波が上下しているのではないかと感じている。

　入生におけるさまざまな現象は、基本的には、

これらの波と縁とがからみあって生じていると

私は信じている。実は、これには、ほかに「命」

というものがかかわっているらしいが、私には、

このことはうまく説明できない。

　ところで、私が「運」というものにことさら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　マ　ジャン
意識をしはじめたのは、趣味の一つである麻雀

を通じてである。御存知ない方には申訳けない

が、勝っても負けても、麻雀ほどおもしろいゲ

ームはほかに無いと思っている。なぜおもしろ
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いかといえば、まずもって、完成されたルール

に感心しているが、何といっても、対戦者のそ

れぞれの性格と技量、そして「運」と「カン」

の強弱とが複雑にからみあって、勝負が決ると

ころに味わいがあるからである。

　麻雀は人生の縮図だという人がいる。同感で

ある。ゲーム中、それぞれの対戦者の「運」が

上昇運か下降運かを察知できる機会が幾度とな

くある。麻雀は確率のゲームだという人がいる

が、私は「確率」より「運」が大きく作用する

ゲームだと思っている。確率的にはとても信じ

難い場面になんども遭遇したからである。「そ

んなバカな」とっぷやいたことが何度あったこ

とかb
　　　ジャンれき
　永い雀歴を経て思い知ったことは、少々技

量が私より下でも、基本的に、「運」の強い人

や上昇運にある相手には勝てないということだ。

さらに、幾ら好調一上昇運の時でも、もうこれ

ぐらいで後はじっとしていれば勝てるかなとい

う想いが心の中に芽ばえたときは、必ずといっ

ていいほど、結果は負けているということだ。

　「運」の波に逆らわず、その波にのり、プレ

イに専念することができれば、換言すれば、上

昇運の時は強気でのぞみ、下降運の時はじっと

耐え忍び慎重にのぞむことができれば、最終的

には勝利の女神が微笑むのだ。

　よく麻雀で負ける入をみていると、自分の性

格を丸出しにして、強気の性格の人は強気一点

張りで、弱気の人は常に弱気でプレイしている

ようにみえる。
　かちまけ
　勝負は、対戦者の持っているそれぞれの「運」

の相対的な強弱とそのことに対する互いの認識

の程度の差、そして情熱の入れかた如何にかか

っているというのが、私の麻雀論である。理屈
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を会得したからといって勝てるものではないの

で念のため。

　話は変るが、かつて上司だったS氏が「若い

頃、易者からあなたは一生涯『運』の強い人だ

と言われたことがあり、自分はそれを信じてい

る。」と、また別に、Y氏が「部下には『運』

の強い人間を集めることにしている。」と言っ

ておられるのを聞いたことがある。当時、私は、

国鉄ローカル線の廃止という極めてむずかしい

仕事を担当していたのだが、数かずの困難な場

面をのり越え、この仕事を成し得たのも、思え

ば、両氏や周りの方々の強い運が相当効いてい

たお陰ではないかと思っている。

　なるほど、その後のS氏などをみていると、

超難問ともいえる仕事をいつもゆうゆうと処理

されている。勿論この方々の人となりやバラン

ス感覚の良さ、抜群の能力などには常々敬服し

ているところではあるが、やはり基本的に「運」

の波にのっている方々だと感じ入っている。

　これらの体験を通じて得た私の人生感は、常

日頃から、人との出会いはもとより、仕事など

とのめぐりあわせを大切にし、できれば、「運」

の強い方々と身近に接し、その教えを受けなが

ら、いつも感謝の気持ちを忘れず明るくベスト

を尽していれば、どのような困難な事態に直面

して転必ず運の波にのることができ道が開け

てくるはずだということである。

　さて、あしたは、どんな「運」が待っている

のだろうか。

　そういえば、明日の夜は、久し振りに、なじ

みのメンバーと麻雀卓を囲むことになっている。

是非勝ちたいものだ。
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乱 1．第3回「流出油対策に関する調査研究フォーラム」

　開催決定、来年1月から2月を目途に
　一アセアン海域石油安定輸送協議会の定期総会開催される一

E．iMO第40回防火小委員会（FP）審議概要について
3．北米／欧州および極東／欧州航路における各協定／

　同盟の内陸運賃設定を巡る欧州裁判所審理の動向

4．豪州ニューキャッスル港積み石炭船の滞船状況

5．最近における内航輸送の現状

1．第3回「流出油対策に関する調査研究フォーラム」

　　　開催決定、来年1月から2月を目途に

　　　一アセアン海域石油安定輸送協議会の定期総会開催さ：れる一

　「アセアン海域石油安定輸送協議会」は、7

月31日、経団連会館において本年度定期総会を

開催し、平成6年度事業報告を承認するととも

に、平成7年度事業計画を承認した。

　定期総会には野田進一郎当協会常任理事・タ

ンカー部会長（東京タンカー社長）、岡井政義

石油連盟常任理事・運輸委員長（ゼネラル石油

社長）、運輸省大森寿明審議官、通産省河野博

文石油部長のほか、本協議会の会員である当協

会、日本海難防止協会、マラッカ海峡協議会、

海上災害防止センター、石油連盟、石油海事協

会、およびオブザーバーである運輸省、通産省、

石油公団、石油備蓄協議会の合計10団体が出席

した。

　「アセアン海域石油安定輸送協議会」は、1992

年12月目ら1993年1月にかけて、スペイン北西

岸、英国シェトランド島南端、およびスマトラ

島北方において発生した3件の大型タンカー事

故をきっかけに、アセアン海域における石油の

安定輸送の確保に資する活動について、より効

果をあげるために、わが国の関係団体の問で情

報交換、連絡調整を図ることを目的として、

1993年12月設立されたものであり、当協会は会

員として参画するとともに、石油連盟と共同で

事務局として協議会の円滑な運営に努めている。

　定期総会の審議概要は以下のとおりである。

1．平成5年度事業報告

（1）会員相互の事業活動に関する情報交換

　　平成7年3月10日に、第2回の「流出油

　対策に関する調査研究フォーラム」を開催

　　した。同フォーラムには運輸省、海上保安

　庁、船舶技術研究所、通産省および本協議

　会参加団体・会社等から約6⑪名が参加し、

　次の各団体から研究概要・事業概要の報告

　　が行われ、その後、出席者による活発な質

　　疑応答がなされて会員相互の事業活動に関

　　する情報交換が行われた。

　　①運輸省船舶技術研究所汚染防止研究室

　　②海上保安試験研究センター化学分析課

　　③海上災害防止センター調査研究室

　　④石油連盟油濁対策部

（
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　⑤石油連盟興亜石油

　⑥働漁場油濁被害救済基金業務部

　⑦働エンジニアリング振興協会石油開発

　　環境安全センター

（2）　アセアン海域等におけるタンカー事故の

　際の情報交換

　　次の8件の事故に際して、事故の概要等

　の情報収集および各会員・オブザーバーの

　相互情報交換・情報周知を行った。

　①1994年10月17日、和歌山県下津港口で

　　原油を積載して停泊中のタンカー豊孝丸

　　（4，999％）に、潤滑油を積載して航行中

　　のタンカー第5照宝丸（1，214％）が衝

　　突、豊孝丸から原油約600k2が流出した。

　②10月21日、フィリピンのルソン島沖で、

　　燃料油約25，000K亡を積載して航行中の

　　マルタ籍タンカー「THANASSIS　A」

　　号（38，877％）が、折損の後に沈没した。

　　積載油による海洋汚染が懸念されたが、

　　汚染状況の詳細は不明である。

　③11月5日、マレーシアのPULAU

　　PERAK小島で、フィリピン籍タンカー

　　「PAMALA」号（1，982％）の船底接触

　　事故により原油約1，100k4が流出した。

　④1995年2月8日、シンガポール海峡の

　　タコン灯台南で原油を積載して東門中の

　　イラン籍VLCC「AVAJ　2」号（256，548

　　％）が坐礁した。幸い油流出は発生せず

　　本船はタグボートにより離礁した。

　⑤　2月22日、上記④とほぼ同様の地点で

　　同様の事故が同じ同社（NATIONAL

　　IRANIAN　OIL　COMPANY）の運航船
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　で発生した。坐礁事故を起こしたのは、

　原油を積載して東航中のイラン籍

　VLCC「KHARK」号（231，712％〉で、

　幸い油流出は発生せず本船はタグボート

　　により離礁した。

⑥5月25日、マラッカ海峡ポートディク

　　ソン沖で、パナマ籍ケミカルタンカー

　　「EASTERN　BLISS」号（3，022％〉

　　とインド籍ケープサィズバルカーが衝突

　　したが、ケミカルタンカーは空船であっ

　　たため油流出は発生しなかった。

　⑦7月2日、ルソン島西方の南シナ海で、

　　満船のパナマ籍VLCC「PACIFIC

　　TOWER」号（245，653％）とバラスト

　　航海中のパナマ籍VLCC「SUMIDA－

　　GAWA」号（259，988％）が衝突し、「SU－

　　MIDAGAWA」号に破孔が生じたが、

　　幸い油流出は発生しなかった。

　⑧7月23日、韓国全羅劇道の所里島北東

　　の東シナ海で、錨泊中のキプロス籍

　　VLCC「SEA　PRINCE」号（275，469％）

　　が走錨・坐礁し、爆発炎上した。これに

　　より積載していた原油約2万バレルが流

　　出した。

（3）その他

　　本協議会の目的を達成するために行う事

　項として、会員6団体により実施された事

　業・研究等のうち、本協議会の目的を達成

　するために行われた事項について報告され

　た。
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2．平成7年度事業計画

　前年度に引き続き、次の3項目の事業計画が

承認された。

　（D　会員相互の事業活動に関する情報交換

　②　アセアン海域等におけるタンカー事故の

　　際の情報交換

　（3）その他、本協議会の目的を達成するため

に行う事項

　また、定期総会に引き続き運営委員会が開催

され、平成6年度の具体的事業として、平成7

年1月から2月を目途に、「油流出対策に関す

る調査研究フォーラム」を開催することが承認

された。

2，IMO第40回防火小委員会（FP）審議概要について

　旧記小委員会は、7月17日から21日までロン

ドンのIMO本部において開催され、わが国か

らは運輸省関係者等9名からなる代表団が出席

した。

　同小委員会の審議事項は、旅客船、貨物船の

防火構造、消防設備、換気設備等の基準につい

てであるが、今次会合では防火、火災探知およ

び消火に関する構造規程の改正について審議さ

れ、結果は以下のとおりである。

1．SOLAS条約II－2章　構造（防火並びに

火災探知及び消火）の改正

（1）火災試験方法の強制化

　　火災試験方法の強制適用は大勢の支持す

　　るところとなり、現行規則では脚注により

　　参照されている各種火災試験方法の勧告を

　　火災試験方法コードとして新たに取りまと

　　め強制化されることになった。

　　　火災試験方法コード作成は今次会合では

　　枠組みのみ作成され、内容の詳細について

　　はコレスポンデン冬グループで検討し、

　　1996年9月の第41回防火（FP）小委員会で

　最終化した後、第67回海上安全委員会

　（MSC67）においてMSC決議とするこ

　ととなった。

②　旅客船の防火戸の要件

　　動力操作式防火戸の制御部に火災試験を

　要求するなど、防火戸の要件が全面的に改

　正された。ただし、操作装置の火災試験は

　非動力戸には適用されない。

〔3／旅客船の開放／閉鎖RORO貨物区域の

　保護

　　旅客船には自走用の燃料をタンクに有す

　る車両を積載する特殊分類区域および

　RORO貨物区域以外の開放／閉鎖RORO

　貨物区域の保護に対する規則がなかったた

　めに新設された。本件に関連し、特殊分類

　区域およびRORO貨物区域の通風用開口

　に関する要件が定められた。特殊分類区域

　は定義のなかで使われている「閉囲された

　場所」にもかかわらず、開口を設けてもよ

　いこととなった。

（4）危険物の運送要件

　　SOLAS条約II－2／54規則の54．2表、
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　および54．3表を引火点が23度Cから61度

　Cの毒物および液体腐食性物質を運送する

　場合に現存船に対しても遡及適用しようと

　いうオランダ提案は、グランドファーザー

　条項のガイドラインが策定されてから再度

　検討することとされ実質的に廃案となった

　が、新造船については貨物区域に機械目通

　風装置が要求されることとなった。

⑤　消火装置

　　代替ハロンの性能および試験基準に関し

　ては、その要件として人間、環境に対して

　有害でないガスとし、代替ハロン固定毒消

　火設備をA類機関区域に設備するにはエン

　ジンモックアップを使用した大規模な実大

　火災試験を行う必要性が確認され、その試

　験基準案のガイドライン案が作成された。

　　ハロン消火システムを装備しながらその

　ガス重量が減少してしまった船舶の取り扱

　いに関するMSC回章案が策定されたが、

　ポートステートコントロールに関連するた

　め旗国小委員会で検討する必要があること

　から、旗国小委員会に回章された。ハロン

バンクについては各国にその情報の提供を

求め、IMO事務局がリストを作成するこ

ととなった。

　居住区域に設置する水系消火装置のスプ

リンクラーの性能および試験基準に天井温

度が明記された。

2．改正条約の審議スケジュール等

　改正案は1996年5月の第66回海上安全委員

会（MSC66）で承認の上、1996年秋に予定

　されている第67回海上安全委員会（MSC67）

で採択され、1998年7月1日からの発効が予

定されている。また、本改正規程の適用は、

発効日以降に建造された新造船からとされて

　いる。

3　その他

　　あいまいな表現に対する統一解釈、SOLAS

条約II－2章の総合的な見直し、煙の制御等

　については、時間の制約から次回以降引き続

　き審議されることとなった。

3，北米／欧州および極東／欧州航路における各協定／

　　　同盟の内陸運賃設定を巡る欧州裁判所審理の動向

　各航路に存在する定期船同盟や協定では、複

合一貫輸送サービスを提供する際、海上部分と

内陸部分の複合運賃を設定しているが、1994年

10月、欧州委員会は、TAA（Trans　Atlrantic

Agreement：大西洋航路協定、現在のTACA）

に対し、内陸運賃設定を含む活動がEEC理事

会規則No．4056／86（EU独禁法の海運への適

用細則）上違法であると裁定し、同協定に対し

かかる違法行為の停止を求める命令を下した。

また同委員会は、同年12月にFEFC（Far　East

Freight　Conference：極東運賃同盟）にも同様

の判断を下し、メンバー船内に対し、1社にっ
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き100ECU（約13万円）の懲罰的罰金を課す命

令を下した。

　TAAおよびFEFCはこれを不服とし、まず、

TAAが1995年1月、裁定の無効／差し止めを

要求する申し立てをルクセンブルクの欧州初審

裁判所（CQurt　of　First　Instance）に行った。

この際、当協会は、本件がTAAメンバー以外

の邦船鉾にとっても共通の問題を含んでおり、

その結果が、今後のFEFCに対する審議にも

大きな影響を与えることを危惧し、ECSA（欧

州船協）とともに意見陳述を行った。その中で

当協会はTAAの申し立てを支持するとともに、

同協定の活動〈特に内陸運賃設定に関し〉が違

法となった場合の他航路への悪影響に対する重

大な懸念を表明した。

　この結果CF工は、3月10日、　TAAの主張を

認め、同協定に対する欧州委の命令を差し止め

る判決を下した。しかし、5月に至り、欧州委

はこの判決を不服とし、欧州裁判所（European

Court　of　Justlce）に控訴した。当協会は、　CFI

の場合と同様、船社を支持するために再度意見

陳述を行うこととしていたが、7月19日、ECJ

は欧州委の控訴を却下して、CFIの裁定を支持

する判決を下した。

　これによ．り、TAAはCFIによる最終判決（今

後2年ほどを要すると予想されている）までは

現行の内陸運賃設定活動を継続することが可能

となった。またこれが前例となり、今後CFI

において審議予定のFEFCケースも、船社日

に有利な展開となることが期待されている。

4．豪州ニューキャッスル港積み石炭船の滞船状況

　輸入貨物輸送協議会（以下、輸協）では、豪

州ニューキャッスル（Newcastle）港において

石炭船の滞船問題が発生していることを重視し、

滞船の実態を把握するため、1993年1月より継

続的に調査を行っている。（表1、図1参照）

　割腔では石炭の船積施設の故障や頻発する港

湾労働者のストライキ、一時期に見られた港の

能力以上の集中配船なビによる滞船に見舞われ、

問題化する場合が多い。

　こうした状況下、輸協会員で、1992～94年度

の輸入貨物輸送実績において鉄鋼原料炭および

一般炭を豪州から輸送した実績のあった配船会

社11社：旭海運、第一中央汽船、飯野海運、川

崎汽船、ナビックスライン、日本郵船、E鉄海

運、大阪商船三井船舶、新和海運、昭和海運、

昭洋海運（95年3月退会）、三光汽船（95年6

月追加）を対象に、ニューキャッスル港におけ

る石炭船の在港日数調査を毎月継続して行って

いる（ただし、1995年7月調査分から、輸入だ

けでなく三国間も対象とした）。

　本調査によると、調査対象船は1993年（1月

～12月）が361隻（月平均30隻）、1994年が352

隻（同29隻）、1995年は1月～7月目でで204隻

（同29隻）である。平均在港日数をみると1993

年の5月に最悪の12，6日を記録したが、その後

減少したものの、1994年3月目10．4日目拡大し

た。！994年4月以降は3日～8日位となってい

たが、1995年7月に再び10．4日目悪化した。こ
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【表1】　豪州ニューキャッスル港積み石炭船の滞船状況

　　　　入港（arrival）より出帆までの日数（月別） （単位；日）

平均在港日数 （日数） 参 考

配船数
i隻〉

積　高

i千MT） N／R
狽?獅р?

積開始
モ盾窒獅高?窒モ?
oading�

終了c
盾高垂撃?狽?h

pading�
　帆s
≠奄�

　長田

`日数�
　短在

`日数

993　1�
2�
，129� ．3� ．0� ．4� ．7� �

� 8�
，063� ．2� ．6� ．2� ．6� 0�

� 7�
，694� ．3� ．9� ．2� ．4�

2�

� 1�
，184� ．6� ．9� ．2� 2� 2�

� 6�
，699� ．3� 0．9� 2．4� 2．6�

8�

� 2�
，295� ．3� ．2� ．6� ．7�

3�

� 7�
，612� ．3� ．9� 2� ．3�

l�

� 8�
，227� ．2� ．6� ．1� ．3� �

� 2�
，485� ．2� ．4� β� ．0�

4�

0� 2�
，33Q� ．5� ．1� ．6� ．7�

�

1� 8�
，879� ．2� ．7� ．王� ．2� �

2� 8�
，112� ．2� ．1� ．0� ．1�

1�

～12合計� 61� 5，709� ．3� ．3� ．7� ．9�
8�

994　1�
0�
，083� ．3� ．7� ．2� ．3� �

� G�
，241� ．4� ．3� ．9� ．1�

�

� 7�
，784� ．1� ．7� G．2� 0．4� 4�

� 0�
，290� ．2� ．7� ．1� ．4�

2�
� 5�

，G98� ．2� ．3� ．5� ．8�
�

� 7�
，007� ．3� ．3� ．6� ．7� �

� 7�
，209� ．1� ．2� ．6� ．8� �

� 0�
，292� ．2� ．3� ．6� ．7� 0�

� 2�
，662� ．5� ．8� ．2� ．4� 0�

0� 8�
，788� ．3� ．7� ．0� ．G�

3�
1� 7�

β23� ．2� ．3� ．7� ．9� �

2� 9�
，189� ．2� ．5� ．9� ．1� �

～12合計�
52�
6，465� ．3� ．2� ．5� ．7�

0�

995　1�
9�
β21� ．3� ．1� ．6� ．8� 6�

� 2�
，834� ．2� ．8� ．4� ．7�

1�

� 3�
，270� 2� ．4� ．6� ．1�

4�

� 9�
，181� ．3� ．9� ．1� ．3�

2�

� 2�
，743� ．4� ．2� ．0� ．2�

1�
� 3�

，507� ．4� ．5� ．9� ．4� 7�
� 6�

，035� ．5� ．8� 0．1� 0．4� 4�

～7合計� 04� 5，891� ．3� ．1� ．5� ．8� 7�

注）積み切りベース。輸送形態は、1995年6月までは輸入、7月以降は輸入および三国間を対象。

ように同港における滞船状況は予断を許さな

状況が続いている。

同港での長期化する滞船は、不定期船オペレ

ターにとって運航採算の低下を招くものであ

、この問題に対処する意味でも、荷主側にこ

した実情を理解願い、注意を喚起すると同時

輸送条件の改定に反映させる等の努力を傾注

べく、今後とも継続的に本調査を続けていく

ととしている。

なお、本調査における在港日数については、

港から積荷役を経て出港までに要した日数を

港日数とした。
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【図1】　各日平均滞船日数の推移（月ベース）
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5．最近における内航輸送の現状

　内航海運の輸送量は国内貨物輸送量（トンキ

ロベース〉の約44％を担う基幹的輸送機関であ

るとともに、石炭、金属、非金属鉱物、セメン

ト、石油製品など産業基礎資材の分野では、大

きな役割を果たしている。

　その輸送実績については運輸省において「内

航船舶輸送統計年報」として取りまとめられて

いるが、同年報の平成6年度版が出版されたの

で、これに依拠してその現状を記す。

1．輸送量の推移

　内航海運の最近における輸送活動の状況は表

1のとおりである。

　1994年度は輸送トン数5億5，576万トン、輸

送トンキロは2，385億トンキロとなった。わが

国経済の低迷に伴って92、93年度と輸送実績が

減少していたが、94年度には、建設関連需要増、

猛暑による電力・工業用水需要増および阪神・

淡路大震災に伴う内航海運への輸送転換需要増

等によって増加に転じている。しかし、1990年　　＿

度の水準には及んでいない。

2．船種別輸送量

　船種別にみた1994年度のトンベース輸送量は、

貨物船が2億9，231万トン、油送船が2億2，147

万トン、プッシャーバージ・台船が4，199万ト

ンである。貨物船は1990年度をピークに減少し

ていたが、94年度は増加した。一方、油送船は

87年度以来増加する傾向にあり、94年度は過去

最高になっている。
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【表1】　内航海運の輸送実績推移

合　　　　計 船　　種 別　　輸　　送　　量

年　　度
対前年比
@　（％） 貨物船対又 油送船対又 プッシャー

oージ・台船

1975
452，054 228，542 181，594 41，919

1980
500，258 278，263 19L543

30，453
輸 1981

479，097　△4．2 264，160　△5．1 184，240　△3，8 3G，697
1982

437，584　△8．7 24G，477　△9．0 170，702　△7．3 26，405
送 1983

438，038　　　0．1 240，521　　　0．0 173，179　　　1．5 24β39
1984

450，278　　　2．8 250，560　　　崔，2 175，283　　　1．2 2崔，436

日工
1985

452，385　　　0．5 253，570　　　1．2 174，338　△0．5 2婆，477
1986

440，677　△2．6 243，178　△4．1 170，363　△2．3 27，136

（

1987
462，546　　　5．0 269，126　　10．7 168，496　△1．1 24，924

千
1988

493，0GO　　　6．6 289，301　　　7，5 175，346　　　4．1 28，35荏
1989

538，029　　　9．1 319．635　　10．5 184，105　　　5．0 34，288

ト
1990

575，199　　　6．9 340，586　　　6．6 2G2，342　　　9．9 32，270
1991

571，891　△0．6 332，596　△2．3 204，584　　　1．1 34，710

ン

1992
540，410　△5．5 289．358　△13．0 215，797　　　5．5 35，255

）
1993

528，841　△2．1 277，012　△4．3 215，134　△0．3 36，696

1994
555，764　　　5．エ 292，311　　　5．5 221，469　　　2．9 41，985

構成比〔％） （100．0） （52，6） （39．8） （7．6）

1975
183，579 95，33G 83，869 荏β80

1980
222，172 I19，8GO 97，141 5，231

輸 1981
211，763　△4．7 115，923　△3．2 90，．888　△6．4 4，952

一
且

1982
198，052　△6．5 109．253　△5．8 84．477　△7．1 4，322

里 1983
2GO，748　　　1．4 110，844　　　1．5 85，615　　　1，3 4，289

× 1984
210，107　　　4．7 115，724　　　4．4 90，451　　　5．6 3，932

距 1985
205，818　△2．0 115，555　△0．1 86，043　△4．9

4
2
2
0
　
，

離 1986
197，953　△3．8 112，039　△3．0 81，374　△5．4 4，540

（
百

1987
201．386　　　1．7 120，02G　　　7．1 77，029　△5．3 4β37

万
1988

212，628　　　5．6 133，362　　11．王 73，808　△4．2 5，458

ト
1989

224，693　　　5．7 139，316　　4．5 79，345　　　7．5 6，032

ン

1990
244，546　　　8．8 146，947　　　5．5 91，516　　15．3 6，083

キ

1991
248，324　　　L5 148，631　　　1．1 94，170　　　2．9 5，522

口

1992
248，002　△O．1 134，460　△9，5 107，228　　13．9 6，313

）
1993

233，526　△5．8 123，072　△8，5 104，863　△2，2 5，591

1994
238，540　　　2．1 129，540　　　5．3 1G3，390　△1，4 5，611

構成比（％） （IGO．0） （54．3＞ （43．3） （2．4）

平　　均 1985 455 456 494 172

輸送距離 1990 425
≦31 452 188

（km） 1994 429 443 467 134
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　また、94年度のトンキロベースの輸送量は貨

物船が1，295億トンキロ、油送船が1，034億トン

【表2】　内航海運の品目別輸送実績

キロ、プッシャーバージ・台船が56億トンキロ

である。（表1参照）

　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千トン、％）

年　度 合　　計 砂利・
ｻ・石材 石灰石

セメント 鉄　　鋼 石　　炭 原　　油
LPG、そ
ﾌ他のガス

石油製品 その他

1975
452，054 26，795 32，487 23，984 49，135 13，443 33β90 3，220 137，729 123，559

1980
500，258 49，015 38，229 41，452 59，398 15，840 36，408 9，144 144，439 100，133

1981
479，097 46，550 37，417 44，347 61，867 19，175 31，985 8，524 1嗅1，145 80，536

1982
437，584 37，873 32，746 垂。，991 60，021 17，104 29，695 4，821 130，370 72，396

1983
438，038 37，680 34，554 45，182 53，906 13，002 31，096 4，040 129，388 76，478

1984
450，278 40，214 36，360 44，932 55，138 13β46 33，703 7，0GO 125，447 82，589

1985
452β85 40，611 35，510 4L677 56，389 17，022 30，241 7，4G7 123，246 86，788

1986
440，677 37，879 3LO65 4｝，683 52，G65 15，378 26，310 8，039 125，215 89，017

1987
462，546 婆7，194 3i，979 43，769 55，806 14，789 24，062 8，334 125，050 96，112

1988
493，000 52，377 41，195 57，980 59，113 15，673 22，340 7，1G4 133，831 88，384

1989
538，029 85，333 37，849 52，923 63，719 15，127 25，789 5，789 133，645 95，396

1990
575，199 90，965 40，989 53，916 61，671

12≦M　　，

31，714 5，982 143，766 llO，725

1991
571，891 80，735 38，195 55，576 63，946 9，874 32，473 8，721 143，673 119，222

1992
54G，410 50，558 38β35 51，219 58，459 10，846 36，810 12，746 151，953 113，104

1993
528，841 47，006 38，691 51，519 56，947 13，063 37，328 14，729 154，522 102，811

199淫 555，764
54797　　，

44β01 54，王97 56，878 16，165 40，023 16，677 157，754 lO5，743

構成比（％〉 （10G．0） （9，9） （8．1） （9．8） （10．2） （2，9） （7．2） （3，0） （28，4） （19，0＞

【図1】　主要品目別輸送量の推移

（百万トン）
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3．主要品目別輸送量

　主要品目別輸送状況（トンベース）は表2お

よび図1のとおりである。鉄鋼、化学薬品を除

くと各品目共前年度を上回り、特に、石油製品、

原油、石灰石の3品目は過去最高となったこと

が注目される。

4，地域間輸送状況

　内航海運の地域間の輸送状況を発地、着地別

に94年度実績を見ると図2のとおりとなる。

　発地ベースでは、九州、京浜葉・関東、中国、

阪神・近畿の順位で、着地ベースでは、京浜葉

・関東、阪神・近畿、中国、九州の順にウエイ

トが高い。

】2図【

　
T

ラ傷
2
5

20

15
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0

内航海運の地域間輸送状況（着地、発地ベース）

翅■発　清畠　地

北海道　　　東北　　　京浜葉　　北陸・　　中京・　　阪神・

　　　　　　　　・関東　　　新潟　　　静岡　　　近畿
中国 四国 九州　　　沖縄

（単位＝千トン、％）

北海道 東　北
京浜葉

ﾖ　東

北　陸　中　京

V　潟静　岡

阪　神　　　中　国近　畿

四　国 九　州 沖　縄 合　計

発　　　地
¥成比（％）

26，775

i4．9＞

26，057

i4，8＞

11G，651

i20．3）

7，426

iL4）

52，157

i9．6）

61，755

i11，3）

105，356

i19．3）

38，965

i7．1＞

U3，610
i20．8＞

2，878

i0．5＞

545，630

i100．0）

着　　　地

¥成比（％〉

32，415

i5．9＞

34，696

i6．4＞

126，744

i23．2）

18，199

i3．3）

65，283

i12．0）

91，765

i16．8）

76，694

i14．1）

30，003

i5．5）

64，137

i1L8）

5，206

i1．0）

545，63G

i100．0）

（注＞　1994年度実績（営業船のみ）
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四

業界探訪

訪問団体　認可法人海上災害防止センター

設立昭和51年10月1日

沿　革　昭和49年相次いで発生したタンカーの

　　　　衝突・火災事故および水島の重油流出

　　　　事故による広範かつ重大な被害にかん

　　　　がみ、防災対策の強化が強く要望され

　　　　るようになった。

　　　　　これを受けて海洋汚染防止法の一部

　　　　が改正され、海上災害の発生および拡

　　　　大の防止に関するもろもろの施策が盛

　　　　りこまれたが、その中で、海上防災措

　　　　置の実施、防災資機材の保有、海上防

　　　　災訓練等の業務を行わせるため、海上

　　　　災害防止センターに関する規定が新た

　　　　に追加され、この規定に基づき運輸大

　　　　臣の認可を受け設立された。

会　長　近藤　鎮雄

所在地　東京都新宿区高田馬場1－31－18

　　　　高田馬場センタービル6階

組　織　役員　6名

　　　　　（会長、理事長、理事3、監事〉

　　　　職員　34名

業務概要①防災措置の実施

　　油の排出・船舶火災などの海上災

　害が発生した際、海上保安庁長官の

　指示または船舶所有者の委託を受け

　て全国の海上防災措置実施者により

　油防除・消火などを実施している。

②排出油防除資機材の保有

　　防除資機材の備え付けを義務付け

　られた船舶所有者にかわり油回収船

　およびオイルフェンスなどの防除資

　機材を全国に配備し、船舶所有者の

　利用に供している。

③海上防災訓練

　　タンカー、カーフェリー等の乗組

せんきょう　平成7年9月号
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　　員、石油・液化ガス等関連施設の従

　　業員等を対象に、防災に必要な知識

　　の習得を内容とする学科講習と油・

　　有害液体物質の防除および消防の実

　　習を実施している。

　④　調査研究

　　　油、危険物および有害液体物質等

　　が海上に排出された場合あるいはこ

　　れらの積載船舶による海上火災が発

　　生した場合の海上防災のための措置

　　に必要な機械器具および資材ならび

　　にこれらの海上防災のための措置に

　　関する技術について調査・研究を行

　　い、その成果の普及を図っている。

　⑤　その他の業務

　　　東京湾に配備している消防船2隻

　　により、タンカー等の船舶所有者そ

　　の他の者からの委託を受け、タンカ

　　一等の航行中、停泊中および荷役中

　　における火災警戒業務を実施してい

織　図

会　　　　長　　　　　理　事　長　　　　　理

　　　　　るほか、国家石油備蓄基地建設の進

　　　　　展に伴い、これらの石油備蓄株式会

　　　　　社の委託を受け、防災艀、排出油防

　　　　　蚕桑機材の保管、管理および運用に

　　　　　関する業務等を実施している。

今後の予定　当センターでは油防除分野におけ

　　　　る体制・設備の充実を図るため、民間

　　　　関係団体の協力を得て、平成7年度か

　　　　ら油汚染対応訓練コースの新設のため

　　　　の施設整備およびエキスパートシステ

　　　　ムの構築を図りっっある。

　　　　　平成8年度には新しい施設を使用し

　　　　た油防除訓練コースを開設することと

　　　　している。

　　　　　また、本年5月のOPRC条約の発

　　　　効に伴う「海洋汚染及び海上災害の防

　　　　止に関する法律」の改正の中で、当セ

　　　　ンターの業務規定等が見直され、国際

　　　　協力業務等が追加されるなどセンター

　　　　の充実が図られている。

事

監 事

総　務　部 総　務　課

経　理　課

調査研究室

防．　災　部 業　務　課

消防船課

機　材　部 管　　理　．課

運　　用　課

防災訓練所

神戸支所

函館支所
佐世保支所

鹿児島支所

せんきょう　平成7年9月号
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　本年1月17日に発生した阪神・淡路大震災は、神

戸港の港湾施設にも大きな打撃を与えましたが、そ

の後関係者の絶大なるご努力により早期復旧に向け

て精力的に工事が進められ、既に6割程度回復して

おります。陸上のアクセスは、8月23日に最後まで

残っていた六甲アイランドとJR住吉駅を結ぶ「六

甲ライナー」の全線開通により全交通機関が復旧し

た訳ですが、阪神間の高速道路網が最大の問題で、

全面的に復旧するにはあと一年以上を要する見込み

であります。詳しくは次のとおりです。

1．神戸港の岸壁修復状況（8月22日現在）

　（1）緊急・応急復旧バースは3月17日段階で1G7

　　バースであったが、その後、本格復旧工事およ

　　び再開発工事の開始により利用可能数が減少し

　　たので、現在のところ着岸可能なバースは82バ

　　ース（貨物用67、旅客用15＞で震災前の44銘と

　　なっている。

　（2）　コンテナ荷役が可能なバースはコンテナバー

　　スが8バース（震災前2エバース）、多目的バー

　　スが2バース（震災前14バース）で、合計1Gバ

　　ースとなっている。

2．定期船航路の回復状況一再開定期航路数の推移

　　8月25日現在　140航路（震災前の7G％）

　　7月31日〃　132航路（　〃　　66％｝

▲3月24日震災後第一船入港時

7月4日現在

6月6日〃
5月23日〃

4月25日〃

3月28日〃

3月14日〃

129航路（震災前の64％）

1王5　ノノ　　（　　〃

lDOノノ　（　〃

68〃　（　〃

60ノノ　（　〃

33〃　（　〃

57％）

50％）

34％）

30％＞

16％〉

3．コンテナ貨物の回復状況一対前年比

　　7月　　 63．0％　　　6月　　 52，5％

　　5月　　　43．G％

4　道路アクセスの状況

〔1＞阪神高速道路5号湾岸線

　　　9月1日に六甲アイランド北・魚崎浜間の車

　　線規制が解除され、これで5号湾岸線は完全復

　　旧となった。

　②　国道43号線

　　　通行可能である。ただし、上下4車線のとこ

　　ろ2車線に制限している。

　③　阪神高速道路3号神戸線

　　　武庫川～須磨間が通行禁止となっている。摩

　　耶、京橋間は平成8年3月末完成見込みとなつ

　　ており、全線開通は平成8年内の予定である。

　（4）摩耶大橋

　　　8月1日より通行が再開され、ハーバーハイ

　　ウエイ～摩耶間は10月末まで通行料が無料であ

　　る。

　㈲　神戸大橋取付け道路仮道路（神戸大橋取付け

　　道路下路～新港第3突堤間約400mの仮設道路）

　　　8月1日より供用が開始された。

　（ω　ハーバーハイウエイ

　　　全線開通は平成8年8月の予定である。

　　　　　　　（阪神地区事務局長　宇佐見英雄）

鉱
儀

　　

▲復旧後

r弩毒；愚賦、
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　国民の祝日「海の日」；を祝う実行委員会から

　　　来年から7月20日が国民の祝日になりました

　今年2月、法律が改正され、来年7月20日が「海の日」として国民の祝日になります。四薩を

海に囲まれた海洋国に生活する私たちは、昔からずっと海からの恩恵を受けてきました。にもか

かわらず、私たちは海について知らないことが多いような気がします。「海の日」という祝日が

制定されたのをきっかけに、私たちは海からどれだけの恩恵を受けているのかをもう一度見つめ

直してはいかがでしょうか。

　私たち、国民の祝日「海の日」を祝う実行委員会は、多くの民間団体や企業が集まってできた

団体です。新しく誕生した14番目の国民の祝日である「海の日」の意義を一入でも多くの方々に

知っていただき、海の恩恵に感謝し、こぞってお祝いをしていただくために、さまざまな活動を

行っています。

　　会　長＝稲葉　興作　（石川島播磨重工業株式会社　代表取締役会長）

　　副会長：永井　則彦　（財団法人　日本海事広報協会　会長）

　［幹事団体］

　　（財）日本海事広報協会　　　　（財）日本船舶振興会　　　　　（社）日本船主協会

　　（社）日本造船工業会　　　　　（社）大日本水産会　　　　　　（財）日本水泳連盟

　　四目本海員組合　　　　　　（社）日本海洋少年団連盟　　　（社）日本港湾協会

　　（社）日本歩運協会　　　　　　（社）日本倉庫協会　　　　　　（財）海上保安協会

　　日本内航海運組合総連合会　　（社）日本旅客船協会　　　　　（社）日本船長協会

　　全国海友婦人会

　＊その他の参加　約200団体

　実行委員会からのお願い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　…『識　興。、
みなさまの情報をお嵜せください　　　　　　畦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幅　　　　　　」や　「海の日」が国民の祝田になったのを記念して、みなさま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《

私たち実行委員会では、みなさまがお考えの祝賀行事や記念

事業の情報を集めています。ぜひ、お電話やFAXでお寄せ

ください。

　連絡先　TEL　O3－3552－5961　FAX　O3－3552－5963

　住所　〒104東京都中央区新川1－23－17　マリンビル

せんきょう　平成7年9月号
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中東・豪州問で活躍する

生きた羊を運ぶ専用船

「フェり一」の本来の意味は

渡し舟？

　国柄が異なれば、輸入される物資も異なる。

外国には、日本ではニーズがほとんどない貨物

を運ぶ珍しい（日本人からみれば）専用船もあ

る。家畜運搬船もその一つだ。

　この船種が活躍するのは、オーストラリアな

ど食用羊の輸出国とその輸入国である中東諸国

を結ぶ航路。イスラム教国では羊が食肉の中心

だが、宗教上の理由で屠殺後24時間以内の肉し

か食べられない。このため生きたまま輸入する

必要があるからだ。

　家畜運搬船の外観は、自動車専用船に似てい

る。ほとんどが、甲板上に蝦蟹ものサブデッキ

をもつ構造物をつくり、そこをさらに細かく区

分けして家畜の格納スペースとする。また甲板

から下の船倉部分は、輸送中の飼料の貯蔵スペ

ースや清水タンクなどに使われる。

　甲板上には、飼料サイロが設けられ、ここか

らペレット状の飼料がベルトコンベアなどによ

って家畜スペースに送られ、さらに飲み水を送

る配管や、汚水を処理する配管・タンク設備も

設けられている。また輸送中の酸素欠乏や温度・

湿度の上昇を防ぐため、換気には十分な配慮が

なされている。

　タンカーなど他の船種を改造した船が多いの

も、この専用船の特徴の一つ。7万重量トン程

度の比較的小型の原油タンカーを改造したもの

で約8万頭の羊を運ぶことができる。

　食肉の羊といっても生きた動物である、死亡

率が高ければ採算が低下するだけでなく、動物

虐待と非難されることになる。家畜運搬船は、

おそらく、さまざまな専用船の中でも輸送中と

くに神経を使う船唄の一つだろう。

　「フェリー」の本来の意味は、海や川などで

隔てられた陸路を中継する「橋」の役割を果た

す船全般のこと。船頭が一丁櫓で漕いだ江戸時　　一

代の渡し舟や鉄道連絡船なども、その意味では

フェリーの仲間に入る。しかし、現在の日本で

フェリーといえば、旅客と車両を同時に運ぶカ

ーフェリーを指すのが一般的だ。

　カーフェリーの本場は北欧を中心とするヨー

ロッパ。複雑な海岸線をもつバルト海での狭水

路を利用した陸路のショートカットや英仏海峡

の横断航路など、まさに橋の役割を果たす重要

な交通機関として発達したものだ。

　しかし日本では、そうした本来の意味から離

、
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無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎
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　　　れ、長距離大量輸送機関としての特徴を強くも

　　　っフェリーが発達してきた。陸上幹線道路のバ

　　　イパス的な役割を果たす「海のハイウェイ」と

　　　しての長距離フェリーだ。

　　　　わが国では、300キロメートル以上の航路を

　　　航行するフェリーを長距離フェリーと呼び、そ

　　　のほとんどが陸上の幹線道路に並行している。

　　　平成7年9月現在、こうした長距離フェリー航

㌔．@路は24航路。その総延長は陸上輸送の主力ルー

　　　トである高速自動車国道の約3倍に達する。

　　　　法律上は旅客船に分類されるものの、陸路で

　　　の交通事情がなかなか改善されないわが国では

　　　貨物輸送専門のRORO船とともに国内雑貨輸

　　　送に不可欠な存在。最近は、旅客よりも貨物の

　　　輸送の比重が大きくなる傾向にあり、ドライバ

　　　は乗船せずトレーラーシャーシだけを運ぶ「無

　　　人航送」と呼ばれる方式も増えてきた。

　　　　渋滞を伝えるラジオの声を聴かない日がない

　　　日本特有の道路事情が生み出したこの海のハイ

　　　ウェイ。トラック輸送の一部を鉄道や海上輸送

　　　に振り向ける、いわゆるモーダルシフトの主力

　　　の一つとしても、今、脚光を浴びつつある。

）
海藻と間違えて切り取られた

世界最初の国際海底ケーブル

　最近は、通信の分野で人工衛星が盛んに使わ

れるようになったが、やはり国際電気通信の主

役は海底ケーブル。電波と比べ、周波数帯域の

制限がなく、気象等による通信障害もなレ㌔距

離による信号の減衰もほとんどなく、さらには

第三者による通信の傍受が困難といった理由で、

その優位性はまだまだ高いといえる。

　現在、海底ケーブルの主役は光ファイバーだ

が、かっての銅線時代に遡るとその歴史は古い。

世界最初の国際海底ケーブルは、1842年にイギ

リスのドーバーとフランスのカレーを結んだも

の。あの「トン・ツー」の信号を用いた有線電

信の発明者サミュエル・モールスがエンジニア

として参加したプロジェクトだった。

　しかし、この時、通信が保たれたのはわずか

数時聞。なんとドーバー海峡で漁をしていたフ

ランス人漁夫がうっかりケーブルを引き揚げて

しまい、一部を切り取って持ち帰ってしまった

のである。漁夫はそれを新種の海藻と思い込み、

友人たちに見せびらかしていたという。しかし、

翌年にはもっと丈夫な海底電線が作られ、再び

敷設されて、通信は見事に成功した。

　海底ケーブルの敷設は、現在は専用のケーブ

ル敷設船によって行われる。平均的な船で約

5，000－6，000キロメートル分のケーブルを積み

込み、これを船首あるいは船尾のローラー経由

で海底に繰り出す。

　トラブルがなければ、普通1日で約300キロ

メートルの敷設が可能で、電柱や地中を利用す

る陸上の電線敷設作業と比べ驚くほど効率的。

経済性でも通信衛星を打ち上げるより、はるか

に低コストだ。海の道は、物流のみならず情報

にとっても最も経済的なルートなのである。

せんきょう　平成7年9月号



　　　　　「がんばろう’．ひょうごっ子

　　　　　　　　　　　　　　　　．大阪湾クルーズン．の口囲

　本年1月17日に発生した阪神・淡路大：震災により被災した子供たちを少しでも励まし、元気づけ、

被災された親子にとっての夏休みの楽しい思い出として心に残るよう、当協会、日本外航客船協会、

兵庫県青少年本部、兵庫県青少年を守る店連絡協議会、兵庫県青年洋上大学同窓会の5団体による共

催で、8月29日㈹、運輸省、神戸市、神戸港振興協会、大阪港振興協会後援の下、外航客船「飛鳥」

により大阪港天保山ターミナルから神戸港ポートターミナルまで大阪湾内をクルーズしながらシップ

ウオッチングを行う「がんばろう！　ひょうごっ子大阪湾クルーズ」を開催した。

　このイベントには、阪神・淡路大震災の災害救助法適用市町地域に居住する（または震災時に居住

していた）方を対象に約1，300組の応募者の中から抽選で選ばれた

小学生の親子150組・3QO名を招待し、実施した。

　開会式の後、参加者は、デッキより色とりどりのテープを投げ、

ブラスバンドの演奏、消防艇による色鮮やかな歓送放水に見送られ、

大阪港天保山ターミナルからの出港風景を見学して、大阪湾を行き

交う船の説明を受けながら関西国際空港沖まで航行した。潮風に吹

かれてのデッキでのビュッフェスタイルの夕食やマジックショーを

はじめ、ミステリニクイズなど多彩なプログラムに夏休み最後の一

日の船旅を堪能し、神戸の夜景を見ながら神戸港ポートターミナル

に到着した。 ▲あいさつする乾副会長
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海運 日誌

E日　米下院運輸・インフラ委員会は、84年米

　　海運法の改訂法案（H．R．2149＞を圧倒的

　　多数で可決し、下院本会議に上程した。

　　（P．4シッビングフラッシュ2参照）

4El運輸省は、造船会社26社に対して実施し

　　た経営状況などに関するヒアリング調査結

　　果をまとめた。それによると、95年度の船

　　舶部門の売上高は26社合わせて1兆2，580

　　億円で前年度に比べ1割減少した。

　◎　五大港（京浜・名古屋・大阪・神戸・関

　　門〉の港運料金（一般料金・改定率は加重

　　平均で5．7％）と全国の検数・検量料金の

　　値上げ（4％台）が4年ぶりに認可され、

　　12日から実施されることとなった。

7日　運輸省は、7月の新造船建造許可実績を

　　まとめた。それによると、国内・輸出船合

　　計で15隻・43万3，590％と前月に比べ隻数

　　・総トン数ともほぼ半減した。

B日　村山改造内閣が発足し、運輸大臣には自

　　民党の平沼越夫氏が就任した。

10日　運輸省港湾局は、第九次港湾整備5力年

　　計画の基本的な考え方を示した．「中期的な

　　港湾整備のあり方」を発表した。それによ

　　ると、三大湾（東京湾・伊勢湾・大阪湾）

　　および北部九州の港湾におけるハブ機能の

鉱8月

　　強化と災害に強い港づくりを中心にしたも

　　のとなっている。

24日　運輸省は、平成8年度予算概算要求と税

　　制改正要望事項を発表した。それによると、

　　「国際船舶制度」を創設し、日本人船員の

　　配乗を促進する事業に補助を行うこととし

　　6億円（平成8年度は4ケ月分）などを要

　　求するとともに、国際船舶に係る固定資産

　　税・登録免許税および日本人船員の所得税

　　・住民税の非課税などを要望している。

　　（P．2シッビングフラッシュ1参照）

　◎　日本船舶輸出組合は、7月の輸出船契約

　　実績を発表した。それによると、19隻・40

　　万7，000％と昨年同月に比べ％ベースで

　　3．5％減となった。

25日　運輸省は、「国際船舶制度」創設に関連

　　した平成8年度予算概算要求および税制改

　　正要望事項に関し、外航海運・船員問題懇

　　談会フォローアップ会合を開催した。

30日　運輸省海上技術安全局長の私的懇談会と

　　して設置された内航船員不足問題を考える

　　懇談会（座長・谷川久成腰大学教授）が、

　　2回目のフォローアップ会議を開催し、94

　　年度の活動成果や労働環境改善の現状評価

　　を協議した。
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海運関係の公布法令（8月）

㊨　船員法施行規則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第49号、平成7年8月1日公布、

　　平成7年8月1日施行）

㊨　電波法施行規則の一部を改正する省令

　　（郵政省令第58号、平成7年8月8日公布、

　　平成7年8月8日施行）

国際会議の開催予定（m月）

アジア船主フォーラム船舶局険委員会

第2回中間会合

　10月2日　台北

第8回UNCTAD／IMOアレスト条約改正作

業検討のための合同会合

　10月9日・10日　ロンドン

IMO第73回法律委員会

　10月ll日～13E｛　ロンドン

第3回日台船主協会会談

　10月16日・17日　静岡・川奈

国際油濁補償基金（10PCF＞第18回総会

　10月17日～20E｛　ロンドン

「船協海運年報　1995」の刊行

　当協会では、1956年より「船協海運年報」を作成しておりますが、今般「船引海運年報1995」

を刊行いたしました。

　内容は、総論・各論に分かれており、総論においては世界および日本の経済・海運の概況を解

説し、各論では政策関係、国際海運関係、業務関係、近海・内航関係、港湾関係、財務関係、海

務・工務関係、船員労働関係、調査広報関係、阪神・淡路大震災

関係、輸入貨物輸送協議会関係の11項目に分類して当協会の諸活

動を詳述しています。巻末には資料として、海運関係の諸統計、

海運日誌、当協会会員名簿も掲載いたしました。

　入手ご希望の方には、お送りいたします。なお、1部3，500円

の実費頒布となっておりますので、下記までお問い合わせ下さい。

〈問い合わせ先〉

日本船主協会　調査広報部

　〒102東京都千代田区平河町2－6－4　海運ビル

　　TEL　O3－3264－7181　FAX　O3－3262－4757
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麟懸購 海運統計

1．世界の主要品目別海上荷動き量

1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994　　　　年

i目
100万対前年
gン　伸び率

100万対前年
gン　伸び率

10D万対前年トン　伸び率 lOO万　対前年
gン　伸び率

工00万　対前年

gン　伸び率

100万対則年トン　伸び率 100万対前年
gン　伸び鳴

石
　
油

原　　油

ﾎ油製品
1，042　7．4

@325　　3．8
L120　7．5
@340　　4．6

1，190　6．3
@336　▲／．2

1，247　4．8

@326　▲3．0

1，313　5．3

@335　　2．8

1，356　3．3

@358　　6．9

工，380　1．8

@375　　4．7

計 1，367　6．5 1，460　6．8 1526　4．5 1，573　3．1 1，648　4．8 1，714　4．0 1，755　2．4

乾
　
貨
　
物

鉄鉱石
ﾎ　　炭
秩@　物

ｻの他

　348　　9．1

@304　　7．4

@196　　5，4

P，460　5，0

　362　　4．0

@321　　5．6

@192　▲2．O

戟C525　4．5

　347　▲4．／

@342　　6．5
@工92　　0．0

P，570　3．0

　358　　3，2

@369　　7．9

@200　　4．2

P，610　2．5

　334　▲6．7

@371　　0．5

@208　　4．O

k660　3．1

　354　　6．0

@367　▲Ll
@l94　▲6．7

P，710　3．0

　380　　7．3

@370　　0．8

@185　▲4．6

P，785　4．4

計 2，308　6．0 2，400　4．0 2，451　2．1 2，537　3．5 2，573　1．4 2，625　2．0 2，720　3．6

合　　計 3，675　6．2 3，860　5．0 3，977　3．0 4，110　3．3 4，221　2．7 4，339　2．8 4，475　3．1

（注）①Feam［eys「REV肥W　1994」による。②1994年目値は推計値である。

2．わが国の主要品目別海上荷動ぎ量

1991年 1992年 1993年 1994年　　　　年

i目
100万
g　ン
対前年
Lび率
世界に
閧ﾟる％

100万
g　ン
対前年
Lび率
世界に
閧ﾟる％

100万
g　ン

対前年
Lび率
世界に
閧ﾟる％

100万
g　ン
対前年
Lび率
世界に
閧ﾟる％

石
　
油
幽

原　　油

ﾎ油製品

204．7

R9．4

　4．6
｣工7．2

17．1

P2．2

2工4．9

R8．6

　5，0

｣2．0

16．5

P1．7

219．0

R4．0

　1．9

｣11．9

16．3

X．5

232．0

R6．9

5．9

W．5

16．8

X．8

計 244．1 0．3 16．0 253．5 3．9 15．5 253．D ▲　0．2 14．9 268．9 6．3 15．3

乾
　
貨
　
物

鉄鉱石
ﾎ　　炭
秩@　物

ｻの他

126．9

P11．6

R2．2

Q74．4

1．7

R．8

P．7

S．6

36．1

R1．0

P7．9

P7．0

1／3．6

P／1．2

R2．4

Q74．7

▲10．5

｣0．4
@0．6
@0．1

33．7

R0．1

P5．8

P6．5

114．5

P13．9

R3．1

Q8工．4

0．8

Q．4

Q．2

Q．4

32．5

R1．6

P7．2

P6．5

116．1

P17．1

R4．7

Q9工．6

／．4

Q．8

S．8

R．6

30．6

R1．6

P8．8

P6．3

計 545．2 3．6 21．8 531．9 ▲2．4 20．7 542．S 2．0 20．8 559．5 3．1 20．6

合　　計 789．3 2．5 19．6 785．5 ▲0．5 18．7 795．9 1．3 18．4 828．4 4．1 18．5

（注）①運輸省海上交通局調べによる。②各品目とも輸出入の合計である。③LPG、 LNGはその他に含まれる。

’）

日．国内輸送機一別輸送状況

輸　　送 量 （百万トン） 輸送トンキロ （億トンキロ）
年　月

内航海運 鉄　　道 自動車 国内航空 計 内航海運 鉄　　道 自動車 国内航空 計

1985年度 452 96
5，048 0．54 5，597 2，058 219

2，069 5
4，342

1986年度 441 87
4，969 0．60 5，498 1，980 204

2，161
5
4β51

1987年度 463 82
5，204 0．70 5，750 2，014 205

2，264
6
4，489

1988年度 493 82
5，578 0．76 6，155 2，126 235

2，461 7
4，829

1989年度 538 83
5，888 0．83 6，510 2，247 251

2，629
8
5，134

1990年度 575 87
6，114 0．87 6，776 2，445 272

2，742
8
5，468

1991年度 572 86
6，261 0．87 6，919 2，482 272

2，838
8
5，599

1992年度 540 82
6，102 0．85 6，725 2，480 267

2，816 8
5，571

1993年度 529 79
5β22 0．86 6，430 2，335 254

2，759
8
5，357

（注）運輸省 「運輸白書」 による。
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4．わが国貿易の主要貨物別輸送状況 （単位：千KIT％）

1993 1994
区　　　　　　分

1989 1990 1991 1992
工993

4～6 7～9 10～12 1～3
海上貿易量A 70，675 70，404 74，802 85，616 91，0工9 22β15 23，352 23，648 23，443輸
日本船輸送量B 5，958 4β49 4，883 5，289 4，246 1，123 1，041 1，018

857

外国用船輸送量C 27，140 28，114 29，714 34，402 34，632 8，476 8，707 9，245 9，168

出 積取比率　I　B／A 8．4％ 6．9％ 6．5％ 6．2％ 4．7％ 4．9％ 4．5％ 4．3％ 3．7％

判取比率　　II　（B十C）／A 46．8％ 46．8％ 46．3％ 46．4％ 42．7％ 42．1％ 41．7％ 43．4％ 42．8％

海上貿易量A 683，167 699，099 714，467 699，877 704，867 173，190 175，796 175，709 178，063
輸
日本船輸送量B 223，481 199，944 196，583 工88，379 183，557 45，572 46，759 43，251 43，478

外国用船輸送量C 236，3＄8 269，668 308，090 311，798 322，628 77，220 84，345 84，029 82，061

入 口取比率　I　B／A 32．7％ 28．6％ 27．5％ 26．9％ 26．0％ 26．3％ 26．6％ 24．6％ 24．4％

三二比率　　II　（B十C）／A 67．3％ 67．2％ 70．6％ 71．5％ 71．8％ 70．9％ 74．6％ 72．4％ 70．5％

海上貿易量A 411，468 409，485 421，801 397，312 403，15婆 102，211 101，446 10Q，598 95，949貨
物 日本船輸送量B 116，891 108，184 105，764 工Ol，976 93，753 24，276 22，712 22，575 22，551

船 外国用船輸送量C 156，423 165β37 190，128 179，088 190，256 47，651 50，860 50，308 46，212

積 積取比率　I　B／A 28．4％ 26．4％ 25．1％ 25．7％ 23．3％ 23．8％ 22．4％ 22．4％ 23．5％

積取比率　II　（B十C）／A 66．4％ 66．8％ 70．1％ 70．7％ 70．4％ 70．4％ 72．5％ 72．4％ 71．7％

う 海上貿易量A 127，6Q7 124β40 126，950 113，635 114，484 28，915 28，697 28，941 26，732

ち 日本船輸送量B 56，359 52，258 52，900 49，971 46，638 12β55 1D，667 ll，979 13，444
鉄 外国用船輸送量C 34，949 37，368 45，080 36，087 43，809 10，893 12，959 11，188 9，087
鉱 積取比率　I　B／A 44．2％ 41．9％ 4／．7％ 44．0％ 40．7％ 42．7％ 37．2％ 41．4％ 50．3％
石 積取比率　II　（B十C）／A 71．6％ 71．8％ 77．2％ 75．7％ 79．0％ 80．4％ 82．3％ 80．0％ 84．3％

， 海上貿易量A 1Q4，939 1Q7，492 U工，618 1／1，162 113，896 28，2S9 29，242 28，288 26，507
つ
ち 日本船輸送量B

44，262 43，839 4／，985 42β43 38，999 9，903 10，006 8，686 7，394

石 外国用船輸送量C 44，461 45，988 56，359 56，796 62，401 15，024 16，709 17，671 16，784

炭 積取比率　I　　B／A 42．2％ 40．8％ 37．6％ 38．1％ 34．2％ 35．D％ 34．2％ 30．7％ 27．9％

口取比率　　II　（B十C）／A 84．5％ 83．6％ 88．1％ 89．2％ 89．0％ 88．1％ 9／．4％ 93．2％ 91．2％

｝ 海上貿易量A 41，295 39，515 39，73G 38，827 38，215 1G，391
91159

9，247 8，918
つ

日本船輸送量B 6，026 5，033 4β13 3，614 2，742
715 619 613 507

ち
木 外国用船輸送量C

25，3ア8 27，SO7 30，061 30，115 29，137 8，076 7β23 7，057 6，742

材 斬取比率　I　B／A 14．6％ 12．7％ 10．9％ 9．3％ 7．2％ 6．9％ 6．8％ 6．6％ 5．7％

日取比率　II　（B十C）ノA 76．0％ 83．1％ 86．5％ 86．9％ 83．4％ 84．6％ 85．6％ 82．9％ 81．3％

海上貿易量A 271，699 289，614 292，666 302，565 301，713 70，979 74，349 75，ユ11 82，ユユ4
油
送 日本船輸送量B 106，590 91，759 90，819 86，402 89，804 21，296 24，047 20，676 20，927

船 外国用船輸送量C 79，965 104，332 117，962 132，710 工32，372 29，570 33，485 33，722 ．35，849

積 積取比率　I　　B／A
39．2％ 31．7％ 31．O％ 28．6％ 29．8％ 30．0％ 32．3％ 27．5％ 25．5％

臼取比率　II　（B十C）／A 68．7％ 67．7％ 71．3％ 72．4％ 73．6％ 71．7％ 77．4％ 72．4％ 69．1％

｝ 海上貿易量A 17S，009 195，517 204，654 214，928 2工9，042 50，498 53，558 55，943 59，876
つ

日本船輸送量B 90，576 75，547 74，734 71β06 75，352 17，732 20，164 17，288 17，20ユ
ち
原 外国用船輸送量C 64，867 89，240 100，876 l18，680 118，310 26，065 29，825 30，651 32，473

油 積取比率　I　B〆A 50．9％ 3S、6％ 36．5％ 33．4％ 34．4％ 35．1％ 37．6％ 30．9％ 28．7％

臼取比率　11　（B＋C＞／A 87．3％ 84．3％ 85．8％ 88．6％ 88．4％ 86．7％ 93．3％ 85．7％ 83．0％

（注）①運輸省資料による。②年別は暦年。③石油製品にはLPG、　LNGを含む。④積取比率1…日本籍船積取比率
　　口取比率II…日本籍船＋外国用船積取比率

（

5．日本船の輸出入別・船種別運賃収入 （単位：百万円）

1993 1994

区　　分 1988 1989 1990 1991 1992 1993

4～6 7～9 10～12 1～3
輸 定期船 51，456 45，326 38，998 38，587 53，413 39，494 10，093 8，877 9，032 7，364

不定期船 89，277 76，576 69，318 62，295 51，653 42，4D4 10，632 9，613 8，703 8，757

油送船 2，599 2，520 2，433 2，551 2，工87 1，701
457 457 449 479

出
計 143，332 124，421 1工0，749 103，433 107，255 83，599 21，182 18，946 18，184 16，599

輸 定期船 50，299 49，353 46，598 46，711 51，246 37，092 9，721 8，279 8，847 8，661

不定期船 198，69D 200，60D 183，899 170，031 155，870 129，454 33，751 32，166 28，356 29，319

油送船 171，758 164，807 162，382 162，525 148，115 145，499 34，627 39，387 33，200 34，662入 計 42G，748 414，760 392β79 379，266
355232 312，045 78，099 79，832 70，403 72，642

＝ 定期船 53，139 49，008 49，830 56，600 69，040 50，674 12，639 12，446 11，7エ7 10，187

一 不定期船 31，879 29，3D4 23，801 26，955 22，362 15，914 5，136 3，455 4，011 3，247
国
油送船 13，035 8，747 8，504 9，052 5，499 7，599 1，709 ／，772 2，525 904
間 計 98，053 87，059 82，135 92，606 96，902 74，186 19，484 17，673 18，253 14，338

ム 定期船 i5窪，894 ／43，687 135，426 141，897 ／73，70D ／27，259 32，452 29，602 29，596 26，212
口 不定期船 319，848 306，480 277，018 259，281 229，886 ／87，772 49，520 45，233 41，071 41，323

油送船 187，392 176，074 173，319 174，128 工55，803 154，799 36，793 41，616 36，174 36，044計 計 662，132 626，240 585，763 575，306 559，390 469，830 118，765 l16，451 工06，840 103，580

（注）①運輸省資料による。②年別は暦年。③外国船は含まない。
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’）

6．わが国貿易額の推移 （単位　百万ドル） フ．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

輸　出 輸　入
前年比・前年同期比（％｝ 年　月 騰平均 最高値 最安値

年　月 入㈲出超
（FOB） （CIF）

輸　出 輸　入 1985 238．54 200．50 263．40
1989

137．96 工24．10 150．35
1980 129807　　　， 140528　　　7

▲10，721 26．0 27．0 1990
144．81 124．30 160．10

1985
175，638

！29539　　　，

46，G99 3．2 ▲　　5ユ 1991
134．55 126．35 141．80

1991．
314525　　　，

236，737
77789　　，

9．6 0．8 1992
126．62 119．15 134．751992

P993

P994

339650　　　7

R60872　　　，

R95537　　　，

233021　　　，

Q40551　　　，

Q74，368

106628　　　，

P20318　　　，

P21161　　　，

8．0

U．2

X．6

▲　　1，6

@　　　3，2

@　　14．1

1993

P994
111．19

P02．24

100．50

X6．45

125．75

P09．00

1994年8月
31286　　，

25，211
6
0
7
4
　
7

12．3 23．7 1994年9月 98．81 97．82 100．15

9
36，160

24184　　， 11975　　，

8．5 162 10 98．42 96．80 100．57

10
34，638

25374　　，

9
2
6
4
　
， 10．4 24．2

11
97．96 96．45 98．92

1工
34440　　， 25888　　，

8，552 21．2 23．2
12

100．13 98．95 100．55

12
37，743

24710　　， 13032　　，

15．2 24．6 1995年1月 99．75 98．55 10LO5

1995年1月 27，190
24383　　，

2
8
0
7
　
， 4．7 22．3

2
98．24 96．60 99．68

2
35，237

23943　　， 11293　　，

19．1 28．1
3

90．79 88．25 96．55

3 42592　　1 28720　　7

13，871 16．6 26．8
4

83．67 80．30 87．20
4 40059　　7 29170　　，

10，889 2L7 33．6
5

85．10 82．25 87．35
5 35537　　， 28549　　7

6，988 26．4 32．2
6

84．53 83．80 85．40
6 40155　　7 28502　　， 11653　　，

19ユ 27．3 7
87．22 84．60 88．75

7 38070　　， 28635　　，

9，434 10．4 28．8 8
94．55 88．05 99．10

（注）通関統計による。

日．不定期船自由市場の成約状況 （単位　千M／T）

区分 航 海 用 船

定期 用船

ム　　計
シングル

（品　目 別 内　訳）

年次

口
連続航海

航　　海
穀物 石炭 鉱石 屑鉄 砂糖 肥料 その他

Trip Period

1989 119708　　　，

3，373 116335　　　， 44629　　， 21936　　， 38448　　，

1
0
1
8
　
，

3
3
2
6
　
， 6β14

164 103，815 24，161
1990 132265　　　，

3，091
129174　　　， 436工3　　， 32043　　7 43626　　， 81〕5

4
7
1
6
　
，

4
1
7
3
　
7

198
9D，980 14，326

1991 127095　　　，

2
4
6
2
　
，

124633　　　， 35022　　， 34538　　， 44554　　， 761
3
5
1
9
　
，

5
0
4
3
　
，

1
1
9
6
　
冒 102，775

25131　　P

1992 196312　　　，

工6，996
179316　　　， 54719　　， 54731　　， 61197　　， 576

3
G
6
≦
　
，

4
G
2
3
　
，

1
0
0
6
　
， 87，735

16530　　，

1993 172768　　　7

8，470 164298　　　， 56033　　， 42169　　， 59167　　7 41）8

2
3
5
3
　
，

3
3
5
7
　
，

811
108，546

26003　　，

1994 180978　　　7 1／264　　， 169714　　　， 44993　　， 44251　　冒 68299　　7

2
6
3
4
　
9

3
4
7
7
　
髄

4
4
3
0
　
，

1
6
3
0
　
「 176，407 46，876

／994　12
14565　　，

1
3
7
5
　
脚

1319D　　，

3
4
1
6
　
髄

2
7
2
8
　
，

6
4
2
7
　
，

162 160 289 8
14，775

4
4
5
8
　
，

1995　1
13643　　， 270 13373　　7

4，208

3
8
6
9
　
，

4
5
8
8
　
，

262 232 161 53 1王，880
5
3
3
6
　
P

2 12582　　， 410 12172　　，

4
0
7
1
　
，

2
7
1
8
　
，

4
7
1
7
　
，

64 283 231 88 13，773
4
5
8
6
　
，

3 14430　　， 595
13，835 3，937 3，96Q

5
5
0
0
　
7

30 57 300 51 ユ7，181 7，823
4 10973　　， 15 10958　　，

2
5
4
9
　
，

3
2
7
3
　
， 4，663

98 41 311 23
15，395 5，345

5 14687　　，

1
3
4
7
　
，

13340　　，

3，296
4
2
7
0
　
，

4
9
4
9
　
，

230 137 443 15 15，519 4，618
6
13，479

0 13479　　，

3，188 3，901
5
7
1
6
　
，

35 174 430 35 ／1552　　，

2，070
7 14880　　， 260

14，620 3，317 5，543
4
8
0
5
　
，

172 46 629 108
工4，193 3，696

8 14569　　， 440 14129　　，

4，239

4
2
1
4
　
，

4
7
6
4
　
， ユ64 236 339 173

10，8ユ0 5，047

（注）①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目別はシングルものの合計。③年別は暦年。
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9．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

9
5
1
9

低
最
高
最

9
4
1
9 低

最
高
最

9
3
1
9 低

最
高
最

9
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1
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最
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最
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最
高
最

円
月

　
　
　
　
　
　
　
　
0
1
2
1
2
3
4
5
6
　
　
　
7
8
9
　
　
　
　
　
　
　
　
工
－
1

10．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧） （単位　ドル）

ガルフ／日本 北米西岸／日本 ガルフ／西欧
月次 1994 1995 1994

／995 1994 1995

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1
2
3
4
5
6
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

23．50　20．65
Q1．50　19．50
P9，30　18．25
P9．80　19．25
Q4．25　22．50
Q3．30　20．25

Q5．00　21．50
Q6．00　21．50
Q5．00　22．20
Q8．50　25．00
R0．75　26．00
R3．80　29．75

33．00　29．00
R2．50　31．00
R7．50　32，00
R7．00　33，00
R8．00　32．00
R4．75　31．00

R2．50　3！，50

R4．50　32，50

　　　』
@　12．00
^1．75　11．70
@　　二　　　一

@　　＝　　　一

P5．50　14．75
P6．00　15．75　　　一

　　　一
@　17．65
Q0．50　18．60
P8．60　18．40
@　19．75
P8．75　18．50

P8．50　18．00
P9．50　18．60

10．25　　9．10
X．30　　8，60
W．45　　8，00

@　10．25
@　12．00
P0．50　　9，87

P1．50　10，25
P1．75　10．65
P5．68　11．00
P4．25　12，90
P7．00　13．50

P700　1650

17．25　16．00
P5．40　15．25
P9．00　15．25
@　／9，00
P8．75　17．50
P5．00　13．60

P5．50　13．50
@　／6．50

（濁　①日本郵船調査部資料による。②いずれも

@　　③グラフの値はいずれも最高値。
5万DIW以上8万DIW未満の船舶によるもの。
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11．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （単位：ドル）

ハンプトンローズ／日本（石炭） ツバロン／日本（鉄鉱石） ツバロン／西欧（鉄鉱石）

月次 ／994
1995 1994 1995 1994 1995

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

9．45 一
8．80 14．20 4．35

一2
9．25 一

7．70 13．75 4．96 8．oo
3

一
18．50 一 13．50 5．60　　4．50 11．25　　9．80

4

一 一 9．25　　7，90 13．90 6．25　　5．55 8．70
5

13．10　　12．40 一
10．30

一 6．50　　5．75 8．25　　7．75
6

一 一 9．50　　9．10 一 5．75　　5．30 7．45　　7．10

7
12．10 一

11．／0
一

5．DO 7．50
8

一
18．25 11．40　　10．85 一

6．00 8．50　　7．50
9 13．50 11．00　1Q．30 『lo

15．80 一 10．50　　8．00
ll

一
13．45 9．35　　8．40

12
一 12．75　11．75 9．25

（注）①日本郵船調査部資料による。②いずれも10万D／W以上工5万D／W未満の船舶によるもの。
　　　③グラフの値はいずれも最高値。

） 12，タンカー運賃指数

タ ン カ 一　　運 賃 指 数
月次 1993 1994 1995

VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C
1
52．2 98．3 138．6 162．6 1932 37．6 90．6 133．7 ／61．9 211．7 5L6 115．6 176．2 184．3 25052
51．4 94．9 130．1 167．4 181．6 34．2 88．8 144．2 171．0 221．3 53．4 工D5．3 154．9 169．6 226．43 44．9 98．1 126．5 ／71．7 169．2 37．1 88．1 130．S 175．2 219．2 48．0 98．7 145．6 162．9 215．74
45．2 98．2 132．2 ／87．6 167．8 37．9 88．2 125．7 171．7 203．5 50．3 101．2 141．6 159．4 214．9

5 42．5 93．／ 1412 192．8 ／53．7 36．6 93．6 124．5 169．1 199．4 44．9 94．8 139．9 175．5 187．4
6
39．7 101．3 153．8 177．3 170．1 34．2 88．6 125．9 175．6 183．1 44．9 101．0 144．5 217．4 210．9

7 45．9 101．9 140．7 184．2 161．9 37．8 91．5 129．7 185．4 188．5 562 95．工 147．2 242．4 217．68 52．1 89．4 122．9 184．1 167．2 45．7 88．7 123．9 199．1 181．99
41．5 78．4 110．8 160．9 171．9 47．8 93．1 133．8 201．7 186．410 42．3 8L4 118．9 154．0 175．7 44．6 96．6 142．2 200．2 196．411
42．5 92．0 125．8 152．7 186．3 48．2 102．1 153．4 ／88．6 199．312
41．2 93．2 120．4 159．3 210．2 47．5 1工7．6 ／73．1 209．4 214．9

平均 45．1 93．4 130．2 171．2 175．7 40．8 94．o 136．7 184．1 200．5

（注〉①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル
　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年11月に合併）②タンカー運賃はワールドスケールレート。③タンカー運賃
　　　指数の発衷様式が87年工0月より次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分④VLCCほ5万IDOOトン（15万トン）
　　　以上　◎中型．17万1000～15万トン（6万～工5万トン）◎小型＝3万6000～7万トン（3万～6万トン）㊤H・D
　　　＝ハンディ・ダーティ＝3万5000トン（3万トン）未満　㊨H・C＝ハンディ・クリーン15万トン（3万トン）未満。
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13，貨物船用船料指数

貨物船航海用船料指数 貨物船定期用船料指数月次 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1990 1991 1992 1993 1994 1995
1
204．3 215．0 208．0 194．O 189．0 234．0 349．1 306．4 343．0 323』 327．0 358．02
208．3 198．0 202．0 192．D 185．0 227．0 356．5 318．0 326．0 326．0 320．0 358．03
203．3 199．0 195．0 191．0 185．0 229．0 357．6 325．0 320．0 327．0 324．0 366．04
176．4 207．0 192．0 194．0 198．0 243．0 288．7 335．0 300．0 356．0 310．0 377．05
202．9 2D5．0 191．D 195』 ／91．0 245．0 343．3 344．0 302．O 366．0 318．0 402．06
197．9 205．0 195．0 209．0 198．0 239．0 353．5 342．0 301．0 319．0 334．0 390．0

7
191．4 208．0 190．0 206．0 198．0 230．0 343．7 349．0 295．0 335．0 320．0 426．08 190．0 206．0 191．0 194．0 202．0 325．0 342．0 288．0 346．0 360．09
197．D 206．0 191．0 196．0 208．0 328．3 318．0 293．0 328．0 349．010
195．G 205．0 191．0 188．0 212．0 329．5 325．0 301．0 351．0 333．011
197．0 206．0 193．0 196．0 212．0 322．8 335．0 289．0 372．0 363．012
199．0 208．0 196．0 200．0 219．0 311．4 349．0 300．0 349．0 367．0

平均 196．9 205．7 194．6 196．3 199．8 334．1 332．4 304．S 34L5 335．4
（注） ①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。 （シッビング・ニューズ・インターナショナル
はロイズ　オブ
Fよ1971＝1000

ロンドンプレスと1987年11月に合併）②航海用船料指数は1965．7～1966．6＝100　定期用船料指数

｛

14．係船船腹量の推移
1993 1994 1995

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー
隻数千G／T千DIW 隻数千G／T千D／W 隻数千GIT千DIW 隻数千GIT千D／W 隻数千G／T千DIW 隻数千GIT千DIW

1
3452，3283，G48 904，2828，395 3292，4763，203

9129755556　　　　，　　　　　　　　　野

2892，3993，238
6521954134　　　　，　　　　　　　　　　，

2
3482，4293，154

9440837981　　　　，　　　　　　　　　， 31023333017　　　　　，　　　　　　　　　　， 8026565021　　　　，　　　　　　　　　　，

2882，2903，017
6824724710　　　　，　　　　　　　　　　，

3
3502，4813，204 973，8727，565 3122、3043，000 842，8135，326

28422812999　　　　　，　　　　　　　　　野 6722344219　　　　，　　　　　　　　　　，

4
3312，3172，988 923，7377，285

30321982808　　　　　，　　　　　　　　　　髄

812，5344，749 2712，1512，857
6622054127　　　　，　　　　　　　　　　｝

5
3242，2522，982 963，3566，408

29工21582816　　　　　，　　　　　　　　　　，

822，6014，901 2712，2673，136
6119333459　　　　，　　　　　　　　　　，

6 3玉722322954　　　　　，　　　　　　　　　　7 9331796054　　　　，　　　　　　　　　　，

2882，1182，825 852，3GG　4，215 2722．2573093　　　　　　　　　　　野 6621883562　　　　，　　　　　　　　　　，

7 31322172997　　　　　7　　　　　　　　　，

1003，4566，589 2932，1932，999
8626445075　　　　7　　　　　　　　　野

2692，1202，916
6619813515　　　　，　　　　　　　　　　，

8
3152，1742，906 983，3276，308

28222723136　　　　　，　　　　　　　　　　髄

882，6885，171 2732，1542，954
6718933341　　　　，　　　　　　　　　　，

9
3152，2483，069

ID633166279　　　　　，　　　　　　　　　， 27822443077　　　　　，　　　　　　　　　　，

852，3334，412
10 3／322503041　　　　　，　　　　　　　　　　， 10332876218　　　　　7　　　　　　　　　　，

2932，2883，115
8425264691　　　　，　　　　　　　　　野

11
3202，2932，975 983，2196，052 2972，3493，210

7322044040　　　　，　　　　　　　　　　｝

12 33325143273　　　　　，　　　　　　　　　　，

943，0505，642 2942，4463，315 661，9703，652

（注〉　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。

せんきょう　平成7年9月号
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15．スクラップ船腹量の推移

1993　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1994 1995

月次 乾貨物船 タンカー　　　　乾貨物船 タンカー 乾貨物船　　　　タンカー

隻数千GIT千DIW 隻数千GIT千DIW隻数千GIT千D〆W 隻数千G／T千DIW 隻数千GIT千DIW隻数千G／T千DIW

1
2
3
4
5
6
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

34　　392　　710
S5　　423　　744
S7　　499　　897
R1　　504　　901
R9　　310　　529
Q7　　360　　609

P9　　227　　438
S1　　441　　774
Q0　　170　　262
P3　　107　　138
U0　　505　　854
P4　　169　　292

15　　6411，218

P2　　649　1．274
P3　　420　　832
W　　101　　169
X　　354　　673
P3　　5121、040
P0　　6DOl，259

15　　　　　699　　1，412　　　20　　　　　185　　　　342

P5　　　　　430　　　　843　　　40　　　　　813　　1．464

Q0　　　　541　　1，043　　60　　　　843　　1，562

X　　　　382　　　　747　　49　　　　7／5　　1．284

P8　　　　774　　1．602　　36　　　　530　　　　927

@　　　　　　　40　　422　　768

@　　　　　　　34　　3S3　　675
@　　　　　　　59　　75工1，245
@　　　　　　　24　　141　　210
@　　　　　　　32　　475　　795
@　　　　　　　33　　371　　617
@　　　　　　　25　　286　　464

8　　226　　439
P1　　468　　941
Q4　1、D792，122
P8　　469　　912
P4　　534　1、D57

P2　　6611，351

W　　5241，016
V　　339　　702
P0　　5951，166
P0　　413　　798
P4　　70CI　1．418

P5　工，1352β45

28　　329　　459
SD　　594　　968
T1　　426　　602
Q7　　433　　751
S2　　458　　792

1D　　390　　769
V　　382　　798
P1　　6431，313
P1　　70D　l．392
P8　工，2322，473

計 39D　4，1077、148 157　6，1031L572 452　5，91510．353 151　7，14614，267

（注）①ブレーメン海運経済研究所発表による。②300GIT　300D／W以上の船舶。③乾貨物船は兼用船、撒積船、一般用
物船、コンテナ船、客船が含まれる。④タンカーにはLNG／LPG船および化学薬品船を含む。⑤四捨五入の関係で
末尾の計が合わない場合がある。

16．内航船の船腹量

貨　物　船 自　動　請
閨@用　船

土・砂利・
ﾎ材専用船

セメント
黶@用　船

油　送　船
特　　　殊タンク船

合　　　計

隻 5，575 69
1，067 王91 1，748 571

9，2211991年

@3月末 G／T 1，598，812 176，308 429，399 387，8δ7 863，892 274，192 3，730，470

隻 5，539 73
1，049

2DD
1，742 592

9，1951992年

@3月末 G／T 1，629，366 204，576 430，978 416，493 876，768 285，553 3，843，734

隻 5，446 73 LOO4 210
1，784 584

9，1011993年

@3月末 GIT 1，651，270 221，925 415234 437，738 945，638 288，487 3，960，292

1994年

@3月末

隻 5β02
68

1，006
2D8

1，792 559
8，935

GIT
1．636285 220，517 432，274 444，298 983，654 281，545 3，998，573

隻 5，235 66
1，027 21）3 1，772 536

8，8391995年

@3月末 G／T 1，656，173 226，136 449，513 440，271 996，278 270，975 4，039，346

（注）①運輸省海上交通局資料による。

②木船も含まれる。
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　今年は戦後5Q年の節目の年とい

うことで、マスコミ等で歴史を振

り返る特集が相次いだが、そんな

中で8月15日の終戦記念日に村山

首相が発表した首相談話が中国や

韓国をはじめ多くの国々で評価を

受けたとの報道が新聞等をにぎわ

した。

　私など今までの総理大臣の戦争

に関する談話を詳しく読んだこと

もなかったので、素人考えで「今

までも同じように総理大臣の戦争

に関する謝罪の談話が出されたは

ずなのに、何故今回に限りこのよ

うな評価を受けたのだろう」とい

う疑問を持ち、過去の首相談話と

今回の村山首相の談話を並べて掲

載している新聞を読んでみた。

　自民覚単独政権時代の首相談話

は「我が国の行為を厳しく反省す

る」とか「深い反省と遺憾の意を

表す」というようにとても人に謝

っているとは思えない言葉の羅列

に思える。その後、自民党分裂後

最初の連立政権となった細川首相

の時代になって初めて「おわび」

という言葉が出てくるが、今回の

村山首相の談話はさらに「国策を

誤り」や「疑うべくもないこの歴

史の事実を謙虚に受けとめ」等の

より直接的な表現となっており諸

外国からの評価もなるほどという

思いであった。

　この首相談話に関して与党内の

一部やその他の勢力からも批判め

いた言葉も聞かれるようであるが、

過去の過ちを過ちとして認めるこ

とにより他国からの信頼を得れば、

将来とも国家としての発言に重み

を持つことができるのではないだ

ろうか。

　特に現在世界中で問題になって

いるフランスや中国の核実験に対

しては、唯一の被爆国として説得　＿

力を持って反対を声高に主張する

ことができるのではないだろうか。

ナビックスライン

総務部文書広報グループリーダー

　　　　　　　松本　満
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会社名：日下部汽船㈱〔英文名）KUSAKABE　STEAMSHIPCO．，　LTD．

代表者〔役職・氏名）：取締役社長　山名俊茂

本社所在地：神戸市中央区海岸通5商船三井ビル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ匙　’み
資本金：200百万円　　　　　　　　　　　　　　　　喩謬

創立年月日：191ア年9月15日

従業員数；海上2B名　陸上47名　計75名

当協会会員は156社。

（平成7年9月現在）

所有船状況睡・㊥㊥25隻 B5，696％ 59，411％

i．管理船状況遠洋・近海・沿海　一隻 一％ 一％

．）「

主たる配船先：国内

事業概要：当社は、大正6年の創設以来、海運を中心に数々の事

　　　　　業を展開し、昭和30年末に埋立事業にも進出し、土運

　　　　　船・土木建設業で独自の道を開いたことが、今日の発

　　　　　展の基礎となっています。

　　　　　大阪湾周辺では、ポートアイランド第2期工事など、

　　　　　多数のプロジェクトが進行しており、当社の活躍の場

　　　　　もますます広がっております。

ρ

’

）．

　■

〆

D

ワ

会社名：共榮タンカー㈱（英文名）KYOEr　TANKER　CO．，　LTD，

代表者（役職・氏名）：取締役社長　平山義昭

本社所在地：東京都千代田区神田小川町3ぞ0

　　　　　　　　　　　　　第朧名館ビル　　麿4
資本金：2，850百万円　　　　　　　　　　　　　　　　㍉叛．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　　そ創立年月日：1937年3月19日　　　　　　　　　　べ辮掛、

従業員数：海上95名　陸上28名　計123名　　　　　　“

斬有船状況 唾夢近海・沿海 4隻　　　　　450，623％　　　　　7ア9，443％

管騨状況㊨慨・舗．
5隻…　504，ア90藍．B73，535％　　　　　　　　　　　　一

主たる配船先：ペルシャ湾、東南アジア

事業概要：当社は、日本郵船の系列会社として油槽船の運航なら

　　　　　びに船舶の貸渡を主業務としています。

　　　　　長期契約船を主体に、船隊の安全運航の確保と運航効

　　　　　率の向上、船隊構成の拡大充実に努めております。



96年から、7月EO日が国民の祝日「海の日」になります。

ρ



平成7年9月20日発行　毎月1回EO日発行　No．422　昭和4ア年3月日日第3種郵便物認可川1〕．．〆／　／「隔．．．．気．．．〆＼．．つ・　　　　一r’1．‘　　　　　　8▽；：窓三1＼…臨へ対応1洪人　口7k齋凸‡惚全船協月報／1995年9月号目次．巻頭言日本外航海運は存続可能か？喝嘲響讐署環・谷川明一1．シッビングフラッシュ1、平成8年度海運関係予算概算要求一2　　一国際船舶制度の創設一2．米国19B4年海運法改訂問題一H．R．2149　　（Ocean　Shipp［ng　Reform　Act　　of　1995）米国下院委員会通過について　　4ジ．�稿海運造船合理化審議会答申「今後の内航海運対策について」の概要（後編）　一今後の内航海運対策一　　　7　　　　　　　　　　　　　・騒隅藷麓農賃・鷹俊平．．潔ｷ「運」というもの綱日本海事広翻会専務理事・塩見正幸一一一12．∴海運ニュース1．第3回「流出油対策に関する調査研究フォーラム」　　開催決定、来年1月から2月掛目途に　　14　　一アセアン海域石油安定輸送協議会の定期総会開催される一OLOO4買UlMO第40回防火小委員会（F：P）審議概要について　　16北米／欧州および極東／欧州航路における各協定／同盟の内陸運賃設定；を巡る欧州裁判所審理の動向一17豪州ニューキャッスル港積み石炭船の滞船状況一18最近における内航輸送の現状一20業界団体を訪ねて一認可法人海上災害防止センター・突035便り　　2624（・、海運雑学ゼミナール★第66回一28癌海運日誌★胴　　31率船協だより一32磁海運統計一33磁編集後記一40（石炭専用船「蒼龍丸」）建　’再　　’一　．　　　　一1、■日本外航海運は存続可能か？黒轡響誉野凝浴川　明）　海運業経営者として常時気になることは、日本外航海運がこの先存続発展可能かの命題である。　毎年相当な労力を費やして経営中期計画をた樹て、期末に激変する環境に対応して計画のローリングを行い、予測しがたい与件、即ち為替、海運マーケット、株価地価を織りこみ安定収益確保に血の滲む苦心をしていることは各社も同様であろう。　この古いつも根本的に問題を感ずるのは先進国としての日本外航海運が今後の世界経済、日本経済の構造変化の中で世界的大競争を前提に競争力を維持して行けるのか、若し可能とすれば基本的条件は何か、その条件を充足する変革のビジョンは何か、という点であり、回答への焦りを感ずるのは私だけではあるまい。　この悩みに対する回答例。1．世界海上物流量は伸びている。2000年の時点では46億トンともいわれ、わが国の輸出入量は約20％の9億トン程度となろう。荷物のあるところ日本海運は存続発展する。2．日本の荷主さんは我々を信頼し日本船社をみすてることはしない。これからも支援して戴ける。3．我々は必死にコスト合理化にとり組んでいる。組合も段々と理解を示している。為替が適正に円安となれば何とかやっていける。　いずれもその通りであろう。しかし我々は今日の構造変化のスピードを身にしみて知っている。発展途上国海運の急追をかわしコストの闘いを克服するためには先進国海運は革新的なビジョンを早急に確i立し主体的に一歩進まなければ時間がないのだ。　最近私の悩みを尊敬する或る先輩にぶつけてみた。その回答が大変参考になったのでご披露したい。1．1987年1月8日の「Fairplay」誌に掲載されたSletmo博士の考え方が解決の一つのヒントになろう。　そのエッセンスは次の通り。　EVOLVING　CONCEPTS　OF　OCEAN　TRANSPOR丁ATION　　CONVENTIO閥AL　　　　　　　　　　　　　　　　　FUTUREShips　as　core　o「shipping　　　　　　Ships　as　an　element　oRly　i［　the　　　　　　　　　　SUpPly　Of　maritime　transporta量iOnSeamanship　as　key　skil「　　　　　　Management　as　criticalσomponentFlaggin目Dut　is　running　away　from　Flagging　out　is　the　basi5　for　the陪naticnaし山ligatしOαS　　　　．　　　　　　　　Qrganしsatしon　Q奄　甑ip画ng　based　o皿　　　　　　　　　　anew　I］nctiQnal　division　oI　IabourShipPing　industry　as　obi�tt　of　na・　Free　access　to　shipPing　serv［ces　astional　government　policy　　　　　　focal　poiηt（protect　the　Ireedom　Q「〔protect　natlonal　owners　and　Ia．　foreignヒrade　to　move　eπicient「y＞bQur）2．更に博士の所論を追加すると従来の海運業務機能は分解（Slicing）され、所有（Own−ing）、運航（Operation＞、管理（Ships　Man・agement）が夫々別の企業に分担されよう。3．日本海運がこの新しい考え方を理解し、海運Globalizationの中で、国際的、国内的分業による協業で競争力を保ち、強味を集中発揮すれぼ生き残れよう。　さて、私見としてSIetmo博士の見通しが短時間に実現されるとは思わないが、合理的革新的な考え方であり現実にこの方向で動いていることは疑いない。　高コストに喘ぎ十数年間合理化に苦悩し日本経済の転換期に必死に適応せんとする日本海運にとって基幹産業としてのかっての栄光と誇りは取り戻せないのであろうか。上記ヒントを一つの糧として今こそ海運人はその知恵と実行力を結集、難局打開を迫られている。せんきょう　平成7年9月号［［1．平成8年度海運関係予算概算要求一国際船舶制度の創設一　運輸省および厚生省は、平成7年8月末に平成8年度予算概算要求事項を決定し、大蔵省に対して要求を行い、折衝を開始した。　概算要求事項のうち、海運関係事項の概要は以下のとおりである。1　外航海運対策の推進（1＞船員雇用促進対策事業費補助金（国際船　舶日本人船員配乗促進事業助成）　　わが国外航海運は大幅な円高の進展等に　伴い、フラッギング・アウトが進行してい　　る。このため、わが国貿易物資の安定輸送　　等の面で重要な意義をもつ日本船および日　　本人船員の確保等を図るため、「国際船舶　　制度」を創設し、船員雇用促進対策事業費　　補助金（国際船舶日本人船員配乗促進事業　　助成）として新たに6億円を要求している。�A歳出予算　　　海運業の経営安定に資するため、既に締結した利子補給契約について、日本開発銀行により利子補給金相当額の利子猶予措置を引き続き講じることとし、開銀への交付金として10億6，300万円（前年度比：10億7，000万円減）を要求している。内訳は、猶予対象利子本体分として9億7，900万円　（前年度比：9億6，000万円減）、猶予対象利子運用金利分として8，400万円（前年度比：1億1，000万円減）となっている。　　また、二重構造タンカーへの早期代替に　資する外航船舶等の解撤を促進するため、　外航船舶等解撤促進費補助金として2億　300万円（前年度比2億4，700万円減〉を要　求している。（3）財政投融資　　日本開発銀行融資制度を、近く発効され　るOECD（経済協力開発機構）造船協定　に適合する制度とするため、従来の一船毎　の建造を対象とした海運融資制度を廃止し、（囮せんきょう　平成7年9月号新たに海運事業者が貿易物資の安定輪送のために投資する設備を包括的に対象とした融資制度を導入することとなった。　このため融資対象を現行の外航船舶から、海運事業者が貿易物資の安定輸送のために投資する外航船舶、外航船員研修所、貿易物資用倉庫、外航用コンテナターミナル等の設備（海運事業者の子会社が整備するものを含む〉に拡大し、350億円（前年度比：同額）を要求している。　融資条件としては、超省力化船、LNG船、二重構造タンカーに対する融資比率を60％、複合一貫輸送拠点施設に対しては40％等としている。また、金利については、外航船舶が現行どおり開銀特別金利5、複合一貫輸送拠点施設は特利3等が適用されることとしている。2．船舶整備公団　船舶整備公団は、内航海運の体質改善、国内旅客船の整備等の事業を推進するため、海運事業者と共同して、船舶の建造を行っている。平成8年度においては、その事業規模を861億円（前年度比＝59億円減）とし、このうち自己資金258億円を除く6Q3億円を財政投融資として要求している。　その内容としては、内航海運の体質改善を図るため、近代的経済船の建造、内航貨物船の改造等を促進することとし、代替建造10万7，000％、総額で589億円、また改造等に対する融資枠として14億円、合計603億円を計上している。　このほか、国内旅客船の整備を目的として、258億円を要求している。せんきょう　平成7年9月号3　船員雇用対策（D　運輸省関係（一般会計）　　　国際的な漁業規制の強化による減船に伴　　う漁業離職船員対策等を講ずるとともに、　漁船員の内航船への転換の促進、離職高齢　　船員の活用等、船員雇用対策を推進するこ　　ととしている。　　　このうち、日本船員福利雇用促進センタ　　一（SECOJ＝Seamen’s　Elnployment　Cen−　　ter　of　Japan）が行う船員雇用促進対策事　　業費への補助金としては、外国船就職奨励　　助成、内航転換奨励助成、技能訓練助成、　　船員職域拡大訓練助成、離職高齢船員活用　　対策助成等に対して、合計1億7，300万円　　（前年度比＝5，400万円増）が計上された。　�A　厚生省関係（船員保険特別会計）　　　船員の雇用安定対策として、STCW条　　約適応訓練等技能訓練事業費として1億　　2，491万円、外国船船員派遣助成金等雇用　　安定事業費として6億2，960万円を中心と　　する総額8億8，495万円を要求する方針と　　している。4．開発途上国船員養成への協力　政府開発援助（QDA）の一環として、外航船社の協力を得て行う開発途上国船員研修受け入れ事業に対する補助金として9，100万円（前年度比：100万円増）を要求する。　この事業は、海事国際協力センター（MICC＝The　Maritime　International　CooperationCenter　of　Japan＞が、外航船社の協力を得て、従来どおりフィリピン、インドネシア、ベトナム等の船員85名を受け入れることとしている。囚2．米国1984年海運法改訂問題一H．R．2149　　　（Ocean　ShiPPing　Reform　Act　　　of　1995）米国下院委員会通過について　米国の1984年海運法改訂問題については、1995年3月末までの動きを本誌4月号シッビングフラッシュで報じたところであるが、その後6月下旬に至り、米国船社が米国荷主の団体であるNITL（National工ndustrlal　Transporta−tion　League）と妥協を図り、これをベースに下院運輸インフラストラクチャー委員会が1984年海運法改訂法案作りを進め、8月2日には正式な法案が同委員会を通過した。　その経緯と法案の要点等は、以下のとおりである。1　経　緯（1＞1995年6月23日、シーランドの首脳が密　かにNITLにその海運法改正提案に合意　する旨伝えた。その直後APLも上層部決　　断でこれに追随することを決め、6月26日　　には、もう1社のクロウリーマリタイムを　加えた米船3社がNITLの提案を受け入　　れると公表した。�A　この米船社とNITLの動きを受けて、　　6月28日、下院運輸・インフラストラクチ　　ャー委員会のシュースター委員長その他の　　関係議員は、外航海運の規制緩和策の骨子　　が固まったので、直ちに法案作成に取り掛　　かる旨共同発表を行った。　�G　その後、同委員会のスタッフを中心に　　NITL、米船社等の民間側代表も参加して　　法案作成の作業が進められた。この間船社、　特に日本船社と欧州船社を代表するCEN−　SA（Council　of　European　and　Japanese　National　Shipowners’Associations）は　具体的条文内容を少しでも改善すべく努力　し、若干の成果は得られたが、残念ながら　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　法案の基本線を変えるには至らなかった。（4）8月1日、コーストガード・海上輸送小　委員会が上記改訂法案Ocean　Shipping　Reform　Act　of　1995採択のための審議（マ　ークアップ）を行い全員賛成で可決した。　なお、非常に変則的なことであるが、正確　にはこの時点では本法案は正式に議会に提案されたことにはなっておらず、同日遅くシュースター委員長その他から上程され、H．R．2149（Ocean　Shipping　Refornl　Actof　1995）の法案番号が附された。翌8月2日には、運輸・インフラストラクチャー委員会のマークアップが行われ、圧倒的多　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数で可決された。このように異例ともいえ　　　『．．．．る速さで本法案は委員会を通過したが、これは夏期休会前になんとか実績を作っておきたいとのシュースター委員長の意図によるものであったといわれている。2　H．R．．2149の骨子（資料参照）（1）各運賃園田は全ての加盟船上に対しS／　　C（サービスコントラクト）に関する1／　　A（インディペンデントアクション）の行　　使権を容認しなければならない。く1997年せんきょう平成7年9月号）　1月1日発効〉�A　船社の運賃タリフに対する米国政府の規　制を廃止し、同年6月1日付発効で運賃タ　リフ届け出制自体も廃止する。＜1997年1　月1日発効〉（3）各運賃同盟は、加盟船上が独自に個々の　荷主とS／Cを締結することを容認しなけ　ればならない。またその運賃内容を非公開　とすることも認めなければならない（コン　フィデンシャルS／C制の導入）＜1998年　1月1日発効〉�求@運賃同盟および上社間共同行為に対する　独禁法適用除外を従来どおり存続させる　　（ただし上記改訂に違反するものはこの限　りでない）。�D　米船社に対する外国船社の不公正慣行に　ついての対抗措置を強化する。具体的には　現行の国営船脚（コントロールドキャリア〉　に対する規制条項に「当該国の運輸業以外　の産業に従事する企業やその他の組織（国　有、民有間わず）と構造的或いは財政的に　密接な関係にある外国船社が、米船引に不　利益となるような不公正或いは収奪的さら　には競争制限的な運賃設定や営業活動を行　つた場合、国営船社に対する規制規定を準　用して対抗措置を発動する」との条項を追　加する。　　本条項は運輸・インフラストストラクチ　ャー委員会の民主党リーダーであるトラフ　ィカント議員（オハイオ州）が支持して法　案に含めたものであるといわれているが、　運用方法によっては、外国船には運賃の公　開を強制し、問題あれば米政府に介入させ　ることも可能となる，これは、米国が既存せんきょう　平成7年9月号　の保護立法に加え、さらに自国海運の擁護　を狙ったもので、国際的に最も問題のある　条項である。（6）FMCを1997年10月1日までに廃止し、　残すべき機能はそれまでにDOT（米国運　輸省）に移管する。3．今後の見通し（1）シュースター委員長がこのように事を急　　いだ理由としては前述のとおり運輸・イン　　フラストラクチャー委員長としての実績作　　りにあるといわれているが、いずれにせよ　　H．R．2149は夏期休会明けの早い時点で下　　院本会議を通過する公算が非常に強い（9　　月20日過ぎの可能性が強いと観測されてい　　る）。�A　一方、上院について1ま、8月下旬の時点　　では今後の動きは全く不透明である。最悪　　のケースは、上院としての独自の公聴会開　　催や法案作りは一切省略して、例えば海事　　関係の予算支出法案にH．R．2149をそのま　　ま添付して本会議に上程、一括採択に持ち　　込む場合で（いわゆるChristmas　Treelng　　と呼ばれるもので特に上院では、常套手段　　の一つ）、その可能性は皆無ではなくその　　成り行きが注目されている。　（3＞なお、ペニャ運輸長官が既に本法案を支　　持していることでもあり、上下院通過後の　　大統領の署名拒否を期待するのも難しいと　　見られているが、米国の中小荷主団体と港　　湾局グループが大分反対の声を上げており、　　議会筋が耳を傾けざるを得ないような勢力　　となることが期待されている。固【資料】　1984年海運法／H．R．2149による海運法改訂案一主要点比較項　　　目1984年海運法H．R．2149による改訂法案廃止・改正1984年海運法を修正定　　　　　義く第　3条〉（D　協　定i2｝反トラスト法i3｝賦課協定i4）　バルク貨物i5）委員会k6）　コモンキャリアiの　同　盟k8）　コントロールドキャリア＊削　除k4）　バルク貨物ｭ　延べ戻し述賃αD　森林産晶qむ　一手積契約q7〕　NVQCCS　サービスコントラクト�H　延べ戻し運賃�I　競争抑圧船aD　森林産品＊修　正fB｝航洋貨物フォワーダー（α7）NVOCCを包含）U2〕　内陸年払い分ｿ3）　内陸部分α心　一手積契約＊新　設ｿ9〕航洋輸送契約（Ocean　Transportation　Contract）�梶@海貨ターミナル運宮業者�戟@海事労務協定αr）　NVOCCα8）オーシャンコモンキャリア�求@航洋貨物フォワーダー�S　者�S　サービスコントラクト�S　船積貨物�梶@荷　主Ω心　荷主団体�求@通し運賃率�S　通し運送�S　合衆国法律の管轄す驪ｦ定i反トラスト@適用除外）〈第　4　条〉　オーシャンコモンキャリア関係（D〜〔4）　変更なし（3〕寄港地を割当て、または港聞の航海の数及び性質を@制限し、またはその他の規制を行う協定〔4）質鞘齢酸諜聡親難嘘や人撚たは性�D　オーシャンコモンキャリア相互間、また1人ないし（の　サービスコントラクトの使用を規制し、または禁止　する．協定（7｝航洋輸送契約に関する事項を討議し、航洋輸送契約@およびこれら契約に関連する協定を結ぶ協定協定の届け出く第　5　条〉本法に規定される協定はすべて委員会（FMC）に届け出されなければならない変更なし運賃率衷の届ｯ出q第　8　条〉　各コモンキャリア及び同盟は、バルク貨物森林雇品等を除き、自身の経路および確立されている通し輸送経路上のすべての地点または港の間のすべての運賃、費用、品目分類、規則およ登慣行を委員会に届け出て、且つ公衆の閲覧のために公示しなければならない。　運賃率表の届け出は廃止（但し、要講があれば公開しなければならない）サービスコンgラクトiS／C）q第　8　条〉　同盟加盟船社と荷主とのS／C締結の可否は同盟の決定に拘束される。S／Cは委員会に秘密扱いで届け出られ、同時にその基本的条件に関する簡潔な説明書を委員会に届出て、一般公衆が入手し刷るようにしなければなﾁ浦ε得毅黎骸騰髄購禽罫況にあ術　コモン輸送（Common　Carrage）の概念を残す一方、t理外勘暁細動羅輪回薪翻旨う騰portation　Contract）を、当事者間の合意にもとづき、非公開ペース（Confidential）且つ同盟の規制に拘束されることなく締結することができる。インディペンfントアクシ�ン（1／A）事前通告期間を3営業日に短縮する。〈第　5　条〉コントロールhキャリアq第　9条〉　コントロールドキャリアの対象を、従来の国営船社に加え、官民間わず非運輸関連の企業、団体、組織に財政的・構造的に関係のある船社にまで拡大する。　委員会はコントロールドキャリアの運賃率等を停止すﾓ蕪離弩螺翠麺桑禽華齢誓瓢甥命令を中止できる。かかる中止期間中に大統領は実行可能な限ウ、該当する外国政府の代表との交渉によって争点の解決に努力しなければならない。差止命令、提i〈第　6　条〉　委員会は、協定が競争減殺によって過度の輸送サービス低下または過度の輸送費用増加をもたらしそうであると認定した場合は、適切な差止め命令を求めることがで変更なしきる。そ　　の　　他一Foreign　Shipplng　Practices　Act　Qf　1988の修正く第1王条a＞一1997年1月以降運輸長官は外国政府に対し、船社の所有と管理をやめさせるよう外国政府を説得する戦略を進めていかなければならない一1996年度中にFMCの機能をDOTに移管せんきょう　平成7年9月号（（山蜀F・．日ゼ欝海運造船倉理化審議会答申「今後の内航海山苅輿≒ついて：」の概要（後編）　一今後の内航海運対策喧、東京理科大学教授・海造審内航部会専門委員　加藤俊平一）11．今後の内航海運対策1．船腹調整制度の見直し　今回の答申の最大の懸案事項である船腹調整制度の見直しについては、答申では船腹調整制度を内航海運組合四丁8条に規定する調整事業の制度そのものを意味する「法律上の船腹調整制度」と現在実施されているスクラ　ップ＆ビルド方式による船舶建造方式を意味する「船腹調整事業」に区分して整理し、は　じめに船腹調整制度に対する評価を行い、そ　の上で船腹調整制度の見直し内容を整理した。（D　船腹調整制度に対する評価　　σり　法律上の船腹調整制度に対する評価　　　　法律上の船腹調整制度は、船腹需給ギ　　　ャップが生じやすい内航海運市場におけ　　　る船腹過剰時のセーフガード（緊急避難　　　措置）としての機能が期待されている。　　曾）現在の船腹調整事業に対する評価　　　　現在の船腹調整事業については、小委　　　員会においても各委員から維持存続する　　　観点からの肯定的評価、早期に廃止すべ　　　きとする観点からの否定的評価について　　　様々な意見が出されたが、同一事項につ　　　いても視点の置き方によって肯定的評価　　　にもなれば否定的評価にもなる場合もあ　　　り、意見を集約して統一的な評価を行う　　　ことはなかなか難しい問題であった。し　　　かし、委員各位の熱心な議論により、答申においては次のとおり評価している。・現在の船腹調整事業は、全般的には船腹需給の適正化、内航海運業者の経営安定、船舶の近代化等を推進していく上で効果があったと評価できる・また、一般的に設備調整カルテルがもた　らすといわれている経営合理化、運賃水　準等の面における弊害は、同事業の弾力　的運用等により比較的少なかったと評価　している　これは、通常、設備調整カルテルの下では、需要に比べ設備を抑制気味に設定することから価格水準が高くなるという弊害が想定されるが、内航海運の場合は全般的には船腹過剰気味で推移してきており、また運賃水準も他の物価に比較して安定しているという実態にあったことによる。一方、弊害として、・長期にわたる船腹調整事業の実施が内航　海運業者による同事業への過度な依存体　質を生み構造改善が進まない要因の一つ　になっていること・意欲的な者の事業規模拡大や新規参入が　阻害され業界の活性化等の支障になって　いること・一閧ﾌ船舶に係る寄港地の制限、積荷の　制限等輸送効率化の支障になっているも　のがあることせんきょう　平成7年9月号團　が指摘されている。そして、現在の船腹調　整事業の下では、内航船員の安定的確保、　輸送効率化、構造改善の推進等といった今　後の内航海運の課題に的確に対応していく　ことが期待できなくなる恐れがあると結論　しており、これが見直しを必要とする理由　となっている。�A　船腹調整制度の見直し　�@船腹調整制度見直しの考え方　　　船腹調整制度については、これまでの　　閣議決定の趣旨を踏まえて見直すことと　　し、法律上の船腹調整制度については今　　後とも維持存続し船腹過剰時にセーフガ　　ードとして活用することにしている。ま　　た、現在の船腹調整事業については次の　　点に配慮しつつ見直すものとしている。　・一定の船腹需給の適正化　・船腹調整事業見直しに伴う内航海運業の　　事業環境の変化に係る激変緩和　・中小企業者による円滑な構造改善の推進　　等　・輸送効率化およびモーダルシフト対策の　　推進　　これは、船腹調整事業は30年近くの長期　にわたり内航海運対策の中核として実施さ　れてきたことから、船主経済に深くビルト　インされており、特に現実問題として、内　航海運業者の多くが船腹調整事業に係る引　当資格を担保に船舶建造資金、運転資金等　の融資を受けているという実態にある。船　腹調整事業の見直しにより、船舶の担保評　価が下落し資金調達に支障が生じたり、引　当資格を要する船舶とそうでない船舶との　間における資金コスト差の発生等により競　争条件の公平化が損なわれる等事業環境に　大きな変化が生じた場合、経営基盤が脆弱　なままの状態では、大変な混乱を引き起こすことになりかねない。そのようなことを踏まえ、答申では、事業環境の変化に係る激変緩和、円滑な構造改善の推進等に配慮すべきことを指摘しているところである。�A現在の船腹調整事業の見直し　　答申では、現在の船腹調整事業の見直　しについて、（a＞当面措置すべき事項と（b）　モーダルシフト対象船引の取り扱いにつ　いて具体的な見直しを指摘し、（c）それ以　外のものについては船腹調整事業への依　存の計画的解消を図り市場原理の活用に　よる内航海運の活性化を図るという具体　的な方向性を示している。　（a）まず、当面措置すべき事項として次　　の事項を挙げている。　・モーダルシフト対象船種の寄港地に係　　る制限およびセメント副原料であるフ　　ライアッシュ等の輸送にセメント専用　　船を使用する場合の制限は、モーダル　　シフトや往復貨物の確保等による輸送　　効率化を推進する観点から直ちに緩和　　することにしている　・長期積荷保証船については、日本内航　　海運組合総連合会（以下、内航総連）　　と荷主団体との協議結果を踏まえ、船　　腹調整事業の弾力的運用を行うとして　　おり、鉄鋼については内航総連と鉄鋼　　連盟の協議が既にまとまっており、現　　在石油について協議中だが、今後は石　　灰石、化成品等の分野にも拡大してい　　くことが想定される　　・その他、船腹調整事業については、荷　　主ニーズが反映できるよう荷主団体の　　要望を十分把握して弾力的運用を行う　　ことにしている　　　特に、経済界の船腹調整事業の批判　　の理由の一つとして同事業の硬直的なせんぎょう　平成7年9月号．）　運用により、バブル経済期における船　腹不足時にタイムリーな船舶の提供が　受けられなかったことによる不満があ　つたことを考えると、今回の答申の指　摘により、より一層の弾力的な運用が　図られれぽ大変意義深いものがあると　考える。（b）次に、モーダルシフト対象一種につ　いては速やかに船腹調整事業の対象外　とすることにしている。この場合、モ　ーダルシフト対象船種は、モーダルシ　フトの趣旨が幹線におけるトラック輸　送の貨物を内航海運にシフトすること　にあるという観点から整理する必要が　ある。いずれにしても、この措置の速　やかな実施によりモーダルシフトが促　進されることを期待する。なお、長距　離の自動車航走貨物定期航路（貨物フ　エリー）の新規許可については、内航　RORO船に係る船腹調整事業との関　係から事実上認められていないが、今　後は内航RORO船を同事業の対象外　にする時点において貨物フェリーの位　置付けと取り扱いについても全面的に　見直す必要がある。（c）また、以上に加えて「現在の船腹調　整事業については、内航海運業者によ　る同事業への依存の計画的解消を図り、　市場原理の活用による内航海運業の活　性化を図る」こととされている。ここ　でいう船腹調整事業への依存の解消と　は、中小企業が大半を占める内航海運　業が、船腹調整事業による船腹需給適　正化措置や、それから派生している引　当資格を担保にした資金調達等に依存　することなく、市場原理と自己責任原　則の下での健全な経営が可能となるよせんきょう　平成7年9月号　　　うに構造改善の推進、コスト負担の適　　正化、内航総連による債務保証業務の　　　実施等の措置を推進するとともに、可　　能な一種、船型から船腹調整事業の対　　　象外にしていくという趣旨である。　　　　なお、審議会では船腹調整事業への　　　依存解消の時期について具体的なスケ　　　ジュールを明記すべきであるとの強い　　　意見が出されたが、既に述べたように　　　現時点での明記は適当でないと判断．さ　　　れた。　以上が船腹調整事業の見直しについてであるが、今回の答申では同事業への依存の計画的解消を図るという明確な方向性を示すとともに、モーダルシフト対象船同等の見直しに関する具体的な方針を明示したことは画期的なことであると思う。それだけに、内航海運業界においては、船腹調整事業に依存しないということを前提とした対応が待ったなしで要求されていることになる。2．船腹調整事業の見直しと一体的に措置すべ　き事項　以上に述べたように、船腹調整事業への依存解消のためには構造改善の推進等をはじめ一定の環境整備が必要不可欠であり、答申で　は船腹調整事業の見直しと一体的に措置すべ　き事項という項目を立て、次の事項を措置す　ることを強く求めている。ω　船舶のタイムリーかつ安定的な整備・提　　供　・内航二法の適切な運用により、船腹需給の　　適正化に配慮し、また、内航総連および荷　　主団体において、物資別のきめ細かい船腹　　需給見通しについて相互認識を図ること　・船舶共有建造方式等の船舶整備公団機能の　　充実を図るとともに、併せて、船舶特別償囮　却制度等の租税特別措置の活用を図ること（2）経営基盤の強化を目的とした抜本的な構　造改善の推進・内航船舶貸渡業者の事業規模の拡大、財務　体質の強化等を図るため、海運組合単位に　具体的な構造改善計画を作成すること・内航総連は、転廃業助成金および集約合併　等促進給付金の充実等のインセンティブ措　置を講ずること・行政は、構造改善促進の観点から、内航海　運業法の許可基準の弾力的運用、税制措置　の充実等について検討すること（3）運賃および用船料に係るコスト負担の適　正化・内航海運業界と荷主業界は、相互理解を深　めることにより、輸送効率化を前提に、コ　スト負担の適正化に向けた努力を行うこと・内航海運に係る取引関係の簡素化等を図り、　また、意欲的な内航船舶貸渡業者による内　航運送業者への転換を推進すること（4）内航海運業界と荷主業界との定期協議機　関の設置・内航業界と荷主業界との間に定期協議機関　を設置し、運賃および用船料に係るコスト　負担の適正化のあり方、船腹調整事業の運　用のあり方、輸送効率化の推進、構造改善　の促進等について協議すること　船腹調整事業への依存の解消に向けた環境整備のためには、以上の項目はどれも重要な事項であるが、審議会では特に内航業界と荷主業界との相互理解の重要性が改めて認識された。両者は運命共同体にあるわけで、懸案事項に関する共通認識の形成や問題解決には当事者間の努力が必要であり、そのための内航業界と荷主業界との定期協議機関の活用が大いに期待されるところである。3．その他の内航海運対策　船腹調整制度の見直しに併せて措置すべき事項は、上記のとおりであるが、それととも　に、今後の内航海運の課題を達成していく観点から次の事項を措置するよう求めている。（1）良質な内航船員等の安定的な確保　・良質な内航船員および意欲的な事業後継者　　の確保を図るため、経営基盤を強化し、事　　業としての魅力を向上させること　・良質な内航船員の確保のため、労働条件・　　労働環境等の改善、リクルート対策の強化　　＿　　にっき、内航海運業者、荷主等の関係者が　　一丸となって取り組むこと　・新人船員の安定的採用および教育訓練実施　　の体制整備、海員学校等の教育内容の整備　　・充実を図るとともに、船員経験のある高　　齢者の活用を推進すること　・また、適切な労務管理、船員確保等に資す　　る観点から、健全なマンニングの育成につ　　いて関係者で検討すること　（2）内航海運における輸送効率化の一層の推進　・ハード面の施策として、船舶の大型化・近　　代化、荷役機器の近代化、全天候バースの　　整備等を推進すること　・ソフト面の施策として、EDI等情報シス　　テムの整備、配船・船員配乗の共同化を進　　（・　　めるとともに、商取引慣習の見直し等によ　　り出荷ロットの大型化等を進めること　・運航コストと関係の深い安全関係規制につ　　き、安全確保との調和を前提に可能なもの　　から見直しを検討すること　（3＞モーダルシフト等の新規需要分野への積　　極的な対応　・モーダルシフトの推進のため、船舶の高速　　化、定時定路線の輸送システムを構築する　　とともに、積極的な荷主開拓等を行う必要　　があることせんきょう平成7年9月号）．．）・また、モーダルシフトを担う内航海運業者　においては、利用者利便の向上等の観点か．　ら、海陸一貫輸送を行う総合物流業を目指　した営業展開を志向することが期待される　こと・現在、船腹調整事業の関係等から新規の運　航が事実上認められていない長距離の自動　車航走貨物定期航路（貨物フェリー）の位　置づけ、取り扱いを見直す必要があること（4）内航海運の発展に資する港湾機能の整備　および改善・内貿ユニットロードターミナル、複合貨物　ターミナル等の計画的整備を推進すること・また、港湾荷役に係る諸課題の解決に向け　た関係者の取り組みを促すこと�D　テクノスーパーライナーの早期実用化等・テクノスーパーライナーの早期実用化を目　指した研究開発等を促進するとともに港湾　機能、輸送サービス等の調査を深度化する　こと〔参考資料〕　船腹調整事業の見直しについて5，今後の対応　答申の「おわりに」にも述べられているとおり今回の答申は、わが国経済社会の環境の変化等の状況を踏まえ、国民経済と深い関係にある内航海運の課題とその解決に向けた諸対策を示したものであり、今後、内航海運が経済社会環境の変化に対応しつつ、21世紀に向けてより活力と魅力のある産業へと発展していく上で是非とも必要なものである。今後は、運輸省はもちろんのこと内航業界、荷主業界等においてその実現に向け着実な推進を図られることを強く期待するものである。　特に、内航業界においては、船腹調整事業への依存の解消に向け、答申で指摘された船腹調整事業の見直しと一体的に措置すべき事項を早急に具体化し実施することが必要であり、船腹調整事業への依存解消に向けた業界の取り組み姿勢が今後の政府部内の調整にも大きく影響するものと思料する。項　　　目現　　　　　　状答　　　　　　申船腹調整制度（セーフガード）船腹調整事業の・中長期的に船腹調整事業への依存を�消しうるような事業体質の強化@　　　　　（平成4年海造審答申）・機動的・弾力的運用を前提に船腹調ｮ事業を維持・存続@　　　　　（平成4年海造審答申）・船腹調整事業への依存の計画的解消．・その間、船腹調整事業は荷主団体の@意向を十分把握して弾力的に運用船腹調整事業のﾎ象外船舶。セメント専用船および特殊タンク船・早急にモーダルシフト船を追加Eその他の船種は、今後計画的に推進長期積荷保証船ﾌ扱い（内航総Aと荷主団体がｦ議）・鉄鋼の長期積荷保証船は、原則スク宴bプなしでの建造が可能（協議済ﾝ〉E現在、石油について協議中・新たに石灰石、化成品等が対象物流効率化の推i・モーダルシフト船の寄港地制限Eフライアッシュ輸送等におけるセメ塔g專用船使用の制限・左記の制限は直ちに緩和せんきょう平成7年9月号「［随想「運」というもの�狗[海事広醐会専務購◆塩見正幸　　　　　　　　　　　　えん　時として、これは何かの「縁」ではないかと思うことがある。今回の日本海事広報協会への転職も何か不思議な目に見えない「縁」に因って起きたのではないかと思っている。　というのも、私がかつて神戸海運局（現神戸海運監理部）に在職していた頃、丁度、神戸海事広報協会が設立され、時々、協会の仕事を手伝ったことがあり、その時、大先輩で初代事務局長だったA氏の姿を見ながら、ひょっとして、このまま歳をとり退職すれば、私がこの仕事に就くのではないかと内心思ったことがあった。今回、転職の話があったとき、ふと、三十数年前のこのことを思い出したからである。海関係の仕事をしたのは、神戸海運局での数年間のみで、その後は、航空や陸運の仕事が永く、海から縁遠くなっていたことも、不思議なめぐりあわせだと思った原因かも知れない。　不思議なめぐりあわせといえば、人は、よく「運」ということを意識する。私も、どちらかといえば、このタイプの人間である。　広辞苑によれば、「運」とは、海運などのときの「はこぶこと」という意味のほかに、「天命、めぐってくる吉凶の現象、まわりあわせ」とある。　ならば、新しい仕事や入との出合いもまた．まわりあわせであり、「運」といえる。一見偶然と思える出合いの中に必然が存在しているのではないだろうか。　　　　　　　　しウじゅ　芥川龍之介は、「徐儒の言葉」の中で、こういつている。「運命は、偶然よりも必然で．ある。『運命は性格の中にある』という言葉は、決し　なおざりで等閑に生れたものではない。」　私ごとき凡人には、この意味するところはよく理解できないが、感覚的には、共鳴し得るものがある。　私の意識では、「運」というものは、誰でも等しく持っており、上昇運（運が強いとき）と下降運（弱いとき）とがあり、これらが大きな波をなしており、その波を軸としてさらに小さな波が上下しているのではないかと感じている。　入生におけるさまざまな現象は、基本的には、これらの波と縁とがからみあって生じていると私は信じている。実は、これには、ほかに「命」というものがかかわっているらしいが、私には、このことはうまく説明できない。　ところで、私が「運」というものにことさら　　　　　　　　　　　　　　　　　　マ　ジャン意識をしはじめたのは、趣味の一つである麻雀を通じてである。御存知ない方には申訳けないが、勝っても負けても、麻雀ほどおもしろいゲームはほかに無いと思っている。なぜおもしろせんきょう　平成7年9月号）「いかといえば、まずもって、完成されたルールに感心しているが、何といっても、対戦者のそれぞれの性格と技量、そして「運」と「カン」の強弱とが複雑にからみあって、勝負が決るところに味わいがあるからである。　麻雀は人生の縮図だという人がいる。同感である。ゲーム中、それぞれの対戦者の「運」が上昇運か下降運かを察知できる機会が幾度となくある。麻雀は確率のゲームだという人がいるが、私は「確率」より「運」が大きく作用するゲームだと思っている。確率的にはとても信じ難い場面になんども遭遇したからである。「そんなバカな」とっぷやいたことが何度あったことかb　　　ジャンれき　永い雀歴を経て思い知ったことは、少々技量が私より下でも、基本的に、「運」の強い人や上昇運にある相手には勝てないということだ。さらに、幾ら好調一上昇運の時でも、もうこれぐらいで後はじっとしていれば勝てるかなという想いが心の中に芽ばえたときは、必ずといっていいほど、結果は負けているということだ。　「運」の波に逆らわず、その波にのり、プレイに専念することができれば、換言すれば、上昇運の時は強気でのぞみ、下降運の時はじっと耐え忍び慎重にのぞむことができれば、最終的には勝利の女神が微笑むのだ。　よく麻雀で負ける入をみていると、自分の性格を丸出しにして、強気の性格の人は強気一点張りで、弱気の人は常に弱気でプレイしているようにみえる。　かちまけ　勝負は、対戦者の持っているそれぞれの「運」の相対的な強弱とそのことに対する互いの認識の程度の差、そして情熱の入れかた如何にかかっているというのが、私の麻雀論である。理屈せんきょう　平成7．年9月号を会得したからといって勝てるものではないので念のため。　話は変るが、かつて上司だったS氏が「若い頃、易者からあなたは一生涯『運』の強い人だと言われたことがあり、自分はそれを信じている。」と、また別に、Y氏が「部下には『運』の強い人間を集めることにしている。」と言っておられるのを聞いたことがある。当時、私は、国鉄ローカル線の廃止という極めてむずかしい仕事を担当していたのだが、数かずの困難な場面をのり越え、この仕事を成し得たのも、思えば、両氏や周りの方々の強い運が相当効いていたお陰ではないかと思っている。　なるほど、その後のS氏などをみていると、超難問ともいえる仕事をいつもゆうゆうと処理されている。勿論この方々の人となりやバランス感覚の良さ、抜群の能力などには常々敬服しているところではあるが、やはり基本的に「運」の波にのっている方々だと感じ入っている。　これらの体験を通じて得た私の人生感は、常日頃から、人との出会いはもとより、仕事などとのめぐりあわせを大切にし、できれば、「運」の強い方々と身近に接し、その教えを受けながら、いつも感謝の気持ちを忘れず明るくベストを尽していれば、どのような困難な事態に直面して転必ず運の波にのることができ道が開けてくるはずだということである。　さて、あしたは、どんな「運」が待っているのだろうか。　そういえば、明日の夜は、久し振りに、なじみのメンバーと麻雀卓を囲むことになっている。是非勝ちたいものだ。閥運啄海．乱1．第3回「流出油対策に関する調査研究フォーラム」　開催決定、来年1月から2月を目途に　一アセアン海域石油安定輸送協議会の定期総会開催される一E．iMO第40回防火小委員会（FP）審議概要について3．北米／欧州および極東／欧州航路における各協定／　同盟の内陸運賃設定を巡る欧州裁判所審理の動向4．豪州ニューキャッスル港積み石炭船の滞船状況5．最近における内航輸送の現状1．第3回「流出油対策に関する調査研究フォーラム」　　　開催決定、来年1月から2月を目途に　　　一アセアン海域石油安定輸送協議会の定期総会開催さ：れる一　「アセアン海域石油安定輸送協議会」は、7月31日、経団連会館において本年度定期総会を開催し、平成6年度事業報告を承認するとともに、平成7年度事業計画を承認した。　定期総会には野田進一郎当協会常任理事・タンカー部会長（東京タンカー社長）、岡井政義石油連盟常任理事・運輸委員長（ゼネラル石油社長）、運輸省大森寿明審議官、通産省河野博文石油部長のほか、本協議会の会員である当協会、日本海難防止協会、マラッカ海峡協議会、海上災害防止センター、石油連盟、石油海事協会、およびオブザーバーである運輸省、通産省、石油公団、石油備蓄協議会の合計10団体が出席した。　「アセアン海域石油安定輸送協議会」は、1992年12月目ら1993年1月にかけて、スペイン北西岸、英国シェトランド島南端、およびスマトラ島北方において発生した3件の大型タンカー事故をきっかけに、アセアン海域における石油の安定輸送の確保に資する活動について、より効果をあげるために、わが国の関係団体の問で情報交換、連絡調整を図ることを目的として、1993年12月設立されたものであり、当協会は会員として参画するとともに、石油連盟と共同で事務局として協議会の円滑な運営に努めている。　定期総会の審議概要は以下のとおりである。1．平成5年度事業報告（1）会員相互の事業活動に関する情報交換　　平成7年3月10日に、第2回の「流出油　対策に関する調査研究フォーラム」を開催　　した。同フォーラムには運輸省、海上保安　庁、船舶技術研究所、通産省および本協議　会参加団体・会社等から約6�J名が参加し、　次の各団体から研究概要・事業概要の報告　　が行われ、その後、出席者による活発な質　　疑応答がなされて会員相互の事業活動に関　　する情報交換が行われた。　　�@運輸省船舶技術研究所汚染防止研究室　　�A海上保安試験研究センター化学分析課　　�B海上災害防止センター調査研究室　　�C石油連盟油濁対策部（囮せんきょう　平成7年9月号）　�D石油連盟興亜石油　�E働漁場油濁被害救済基金業務部　�F働エンジニアリング振興協会石油開発　　環境安全センター（2）　アセアン海域等におけるタンカー事故の　際の情報交換　　次の8件の事故に際して、事故の概要等　の情報収集および各会員・オブザーバーの　相互情報交換・情報周知を行った。　�@1994年10月17日、和歌山県下津港口で　　原油を積載して停泊中のタンカー豊孝丸　　（4，999％）に、潤滑油を積載して航行中　　のタンカー第5照宝丸（1，214％）が衝　　突、豊孝丸から原油約600k2が流出した。　�A10月21日、フィリピンのルソン島沖で、　　燃料油約25，000K亡を積載して航行中の　　マルタ籍タンカー「THANASSIS　A」　　号（38，877％）が、折損の後に沈没した。　　積載油による海洋汚染が懸念されたが、　　汚染状況の詳細は不明である。　�B11月5日、マレーシアのPULAU　　PERAK小島で、フィリピン籍タンカー　　「PAMALA」号（1，982％）の船底接触　　事故により原油約1，100k4が流出した。　�C1995年2月8日、シンガポール海峡の　　タコン灯台南で原油を積載して東門中の　　イラン籍VLCC「AVAJ　2」号（256，548　　％）が坐礁した。幸い油流出は発生せず　　本船はタグボートにより離礁した。　�D　2月22日、上記�Cとほぼ同様の地点で　　同様の事故が同じ同社（NATIONAL　　IRANIAN　OIL　COMPANY）の運航船せんきょう　平成7年9月号　で発生した。坐礁事故を起こしたのは、　原油を積載して東航中のイラン籍　VLCC「KHARK」号（231，712％〉で、　幸い油流出は発生せず本船はタグボート　　により離礁した。�E5月25日、マラッカ海峡ポートディク　　ソン沖で、パナマ籍ケミカルタンカー　　「EASTERN　BLISS」号（3，022％〉　　とインド籍ケープサィズバルカーが衝突　　したが、ケミカルタンカーは空船であっ　　たため油流出は発生しなかった。　�F7月2日、ルソン島西方の南シナ海で、　　満船のパナマ籍VLCC「PACIFIC　　TOWER」号（245，653％）とバラスト　　航海中のパナマ籍VLCC「SUMIDA−　　GAWA」号（259，988％）が衝突し、「SU−　　MIDAGAWA」号に破孔が生じたが、　　幸い油流出は発生しなかった。　�G7月23日、韓国全羅劇道の所里島北東　　の東シナ海で、錨泊中のキプロス籍　　VLCC「SEA　PRINCE」号（275，469％）　　が走錨・坐礁し、爆発炎上した。これに　　より積載していた原油約2万バレルが流　　出した。（3）その他　　本協議会の目的を達成するために行う事　項として、会員6団体により実施された事　業・研究等のうち、本協議会の目的を達成　するために行われた事項について報告され　た。咽2．平成7年度事業計画　前年度に引き続き、次の3項目の事業計画が承認された。　（D　会員相互の事業活動に関する情報交換　�A　アセアン海域等におけるタンカー事故の　　際の情報交換　（3）その他、本協議会の目的を達成するために行う事項　また、定期総会に引き続き運営委員会が開催され、平成6年度の具体的事業として、平成7年1月から2月を目途に、「油流出対策に関する調査研究フォーラム」を開催することが承認された。2，IMO第40回防火小委員会（FP）審議概要について　旧記小委員会は、7月17日から21日までロンドンのIMO本部において開催され、わが国からは運輸省関係者等9名からなる代表団が出席した。　同小委員会の審議事項は、旅客船、貨物船の防火構造、消防設備、換気設備等の基準についてであるが、今次会合では防火、火災探知および消火に関する構造規程の改正について審議され、結果は以下のとおりである。1．SOLAS条約II−2章　構造（防火並びに火災探知及び消火）の改正（1）火災試験方法の強制化　　火災試験方法の強制適用は大勢の支持す　　るところとなり、現行規則では脚注により　　参照されている各種火災試験方法の勧告を　　火災試験方法コードとして新たに取りまと　　め強制化されることになった。　　　火災試験方法コード作成は今次会合では　　枠組みのみ作成され、内容の詳細について　　はコレスポンデン冬グループで検討し、　　1996年9月の第41回防火（FP）小委員会で　最終化した後、第67回海上安全委員会　（MSC67）においてMSC決議とするこ　ととなった。�A　旅客船の防火戸の要件　　動力操作式防火戸の制御部に火災試験を　要求するなど、防火戸の要件が全面的に改　正された。ただし、操作装置の火災試験は　非動力戸には適用されない。〔3／旅客船の開放／閉鎖RORO貨物区域の　保護　　旅客船には自走用の燃料をタンクに有す　る車両を積載する特殊分類区域および　RORO貨物区域以外の開放／閉鎖RORO　貨物区域の保護に対する規則がなかったた　めに新設された。本件に関連し、特殊分類　区域およびRORO貨物区域の通風用開口　に関する要件が定められた。特殊分類区域　は定義のなかで使われている「閉囲された　場所」にもかかわらず、開口を設けてもよ　いこととなった。（4）危険物の運送要件　　SOLAS条約II−2／54規則の54．2表、囮せんきょう　平成7年9月号）　および54．3表を引火点が23度Cから61度　Cの毒物および液体腐食性物質を運送する　場合に現存船に対しても遡及適用しようと　いうオランダ提案は、グランドファーザー　条項のガイドラインが策定されてから再度　検討することとされ実質的に廃案となった　が、新造船については貨物区域に機械目通　風装置が要求されることとなった。�D　消火装置　　代替ハロンの性能および試験基準に関し　ては、その要件として人間、環境に対して　有害でないガスとし、代替ハロン固定毒消　火設備をA類機関区域に設備するにはエン　ジンモックアップを使用した大規模な実大　火災試験を行う必要性が確認され、その試　験基準案のガイドライン案が作成された。　　ハロン消火システムを装備しながらその　ガス重量が減少してしまった船舶の取り扱　いに関するMSC回章案が策定されたが、　ポートステートコントロールに関連するた　め旗国小委員会で検討する必要があること　から、旗国小委員会に回章された。ハロンバンクについては各国にその情報の提供を求め、IMO事務局がリストを作成することとなった。　居住区域に設置する水系消火装置のスプリンクラーの性能および試験基準に天井温度が明記された。2．改正条約の審議スケジュール等　改正案は1996年5月の第66回海上安全委員会（MSC66）で承認の上、1996年秋に予定　されている第67回海上安全委員会（MSC67）で採択され、1998年7月1日からの発効が予定されている。また、本改正規程の適用は、発効日以降に建造された新造船からとされて　いる。3　その他　　あいまいな表現に対する統一解釈、SOLAS条約II−2章の総合的な見直し、煙の制御等　については、時間の制約から次回以降引き続　き審議されることとなった。3，北米／欧州および極東／欧州航路における各協定／　　　同盟の内陸運賃設定を巡る欧州裁判所審理の動向　各航路に存在する定期船同盟や協定では、複合一貫輸送サービスを提供する際、海上部分と内陸部分の複合運賃を設定しているが、1994年10月、欧州委員会は、TAA（Trans　AtlranticAgreement：大西洋航路協定、現在のTACA）に対し、内陸運賃設定を含む活動がEEC理事会規則No．4056／86（EU独禁法の海運への適用細則）上違法であると裁定し、同協定に対しかかる違法行為の停止を求める命令を下した。また同委員会は、同年12月にFEFC（Far　EastFreight　Conference：極東運賃同盟）にも同様の判断を下し、メンバー船内に対し、1社にっせんきょう　平成7年9月号囮き100ECU（約13万円）の懲罰的罰金を課す命令を下した。　TAAおよびFEFCはこれを不服とし、まず、TAAが1995年1月、裁定の無効／差し止めを要求する申し立てをルクセンブルクの欧州初審裁判所（CQurt　of　First　Instance）に行った。この際、当協会は、本件がTAAメンバー以外の邦船鉾にとっても共通の問題を含んでおり、その結果が、今後のFEFCに対する審議にも大きな影響を与えることを危惧し、ECSA（欧州船協）とともに意見陳述を行った。その中で当協会はTAAの申し立てを支持するとともに、同協定の活動〈特に内陸運賃設定に関し〉が違法となった場合の他航路への悪影響に対する重大な懸念を表明した。　この結果CF工は、3月10日、　TAAの主張を認め、同協定に対する欧州委の命令を差し止める判決を下した。しかし、5月に至り、欧州委はこの判決を不服とし、欧州裁判所（EuropeanCourt　of　Justlce）に控訴した。当協会は、　CFIの場合と同様、船社を支持するために再度意見陳述を行うこととしていたが、7月19日、ECJは欧州委の控訴を却下して、CFIの裁定を支持する判決を下した。　これによ．り、TAAはCFIによる最終判決（今後2年ほどを要すると予想されている）までは現行の内陸運賃設定活動を継続することが可能となった。またこれが前例となり、今後CFIにおいて審議予定のFEFCケースも、船社日に有利な展開となることが期待されている。4．豪州ニューキャッスル港積み石炭船の滞船状況　輸入貨物輸送協議会（以下、輸協）では、豪州ニューキャッスル（Newcastle）港において石炭船の滞船問題が発生していることを重視し、滞船の実態を把握するため、1993年1月より継続的に調査を行っている。（表1、図1参照）　割腔では石炭の船積施設の故障や頻発する港湾労働者のストライキ、一時期に見られた港の能力以上の集中配船なビによる滞船に見舞われ、問題化する場合が多い。　こうした状況下、輸協会員で、1992〜94年度の輸入貨物輸送実績において鉄鋼原料炭および一般炭を豪州から輸送した実績のあった配船会社11社：旭海運、第一中央汽船、飯野海運、川崎汽船、ナビックスライン、日本郵船、E鉄海運、大阪商船三井船舶、新和海運、昭和海運、昭洋海運（95年3月退会）、三光汽船（95年6月追加）を対象に、ニューキャッスル港における石炭船の在港日数調査を毎月継続して行っている（ただし、1995年7月調査分から、輸入だけでなく三国間も対象とした）。　本調査によると、調査対象船は1993年（1月〜12月）が361隻（月平均30隻）、1994年が352隻（同29隻）、1995年は1月〜7月目でで204隻（同29隻）である。平均在港日数をみると1993年の5月に最悪の12，6日を記録したが、その後減少したものの、1994年3月目10．4日目拡大した。！994年4月以降は3日〜8日位となっていたが、1995年7月に再び10．4日目悪化した。こせんきょう平成7年9月号【表1】　豪州ニューキャッスル港積み石炭船の滞船状況　　　　入港（arrival）より出帆までの日数（月別）（単位；日）平均在港日数（日数）参考配船数i隻〉積　高i千MT）N／R狽?獅р?積開始モ盾窒獅高?窒モ?oading	終了c盾高垂撃?狽?hpading	　帆s≠奄	　長田`日数	　短在`日数993　1	2	，129	．3	．0	．4	．7			8	，063	．2	．6	．2	．6	0		7	，694	．3	．9	．2	．4	2		1	，184	．6	．9	．2	2	2		6	，699	．3	0．9	2．4	2．6	8		2	，295	．3	．2	．6	．7	3		7	，612	．3	．9	2	．3	l		8	，227	．2	．6	．1	．3			2	，485	．2	．4	β	．0	4	0	2	，33Q	．5	．1	．6	．7		1	8	，879	．2	．7	．王	．2		2	8	，112	．2	．1	．0	．1	1	〜12合計	61	5，709	．3	．3	．7	．9	8	994　1	0	，083	．3	．7	．2	．3			G	，241	．4	．3	．9	．1			7	，784	．1	．7	G．2	0．4	4		0	，290	．2	．7	．1	．4	2		5	，G98	．2	．3	．5	．8			7	，007	．3	．3	．6	．7			7	，209	．1	．2	．6	．8			0	，292	．2	．3	．6	．7	0		2	，662	．5	．8	．2	．4	0	0	8	，788	．3	．7	．0	．G	3	1	7	β23	．2	．3	．7	．9		2	9	，189	．2	．5	．9	．1		〜12合計	52	6，465	．3	．2	．5	．7	0	995　1	9	β21	．3	．1	．6	．8	6		2	，834	．2	．8	．4	．7	1		3	，270	2	．4	．6	．1	4		9	，181	．3	．9	．1	．3	2		2	，743	．4	．2	．0	．2	1		3	，507	．4	．5	．9	．4	7		6	，035	．5	．8	0．1	0．4	4	〜7合計	04	5，891	．3	．1	．5	．8	7	注）積み切りベース。輸送形態は、1995年6月までは輸入、7月以降は輸入および三国間を対象。ように同港における滞船状況は予断を許さな状況が続いている。同港での長期化する滞船は、不定期船オペレターにとって運航採算の低下を招くものであ、この問題に対処する意味でも、荷主側にこした実情を理解願い、注意を喚起すると同時輸送条件の改定に反映させる等の努力を傾注べく、今後とも継続的に本調査を続けていくととしている。なお、本調査における在港日数については、港から積荷役を経て出港までに要した日数を港日数とした。んきょう　平成7年9月号【図1】　各日平均滞船日数の推移（月ベース）（滞船日数）（日）141312η1098765432　　　　　　　1994年　　　　　　1993年三lll三1∠IIヲ1：li⊂三1三三三≡llllll三三ヨ1≡一一一一＿一一＿ノー一一＼一．一一＿一一一．＿一．一一／一一曽一ゴ腕押．P一一一＿一一一一＿一一一一＿一一一一ll二：⊃1…1←1くll＝二；zぐ＝：：二1：：：ノ＼二二：：コ：二一il／1二：二：：：1∀：：二一1；一1：ノ1：：：二：：：1＼に：三1三：1一一’嚠黶Q一一一＿一一一一一一一凝一一一一一一，一一＿ンー＿一一＿＿＿一一一＿＿一＿　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　　／一…一一一…一’一一一一…一一一一…一一…一一一…_7∠一一……一一…一一一一…一一一一一一一一一…一一一一一…一一一一1234567891G　　11　　12（月）5．最近における内航輸送の現状　内航海運の輸送量は国内貨物輸送量（トンキロベース〉の約44％を担う基幹的輸送機関であるとともに、石炭、金属、非金属鉱物、セメント、石油製品など産業基礎資材の分野では、大きな役割を果たしている。　その輸送実績については運輸省において「内航船舶輸送統計年報」として取りまとめられているが、同年報の平成6年度版が出版されたので、これに依拠してその現状を記す。1．輸送量の推移　内航海運の最近における輸送活動の状況は表1のとおりである。　1994年度は輸送トン数5億5，576万トン、輸送トンキロは2，385億トンキロとなった。わが国経済の低迷に伴って92、93年度と輸送実績が減少していたが、94年度には、建設関連需要増、猛暑による電力・工業用水需要増および阪神・淡路大震災に伴う内航海運への輸送転換需要増等によって増加に転じている。しかし、1990年　　＿度の水準には及んでいない。2．船種別輸送量　船種別にみた1994年度のトンベース輸送量は、貨物船が2億9，231万トン、油送船が2億2，147万トン、プッシャーバージ・台船が4，199万トンである。貨物船は1990年度をピークに減少していたが、94年度は増加した。一方、油送船は87年度以来増加する傾向にあり、94年度は過去最高になっている。せんきょう　平成7年9月号）【表1】　内航海運の輸送実績推移合　　　　計船　　種別　　輸　　送　　量年　　度対前年比@　（％）貨物船対又油送船対又プッシャーoージ・台船1975452，054228，542181，59441，9191980500，258278，26319L54330，453輸1981479，097　△4．2264，160　△5．1184，240　△3，83G，6971982437，584　△8．724G，477　△9．0170，702　△7．326，405送1983438，038　　　0．1240，521　　　0．0173，179　　　1．524β391984450，278　　　2．8250，560　　　崔，2175，283　　　1．22崔，436日工1985452，385　　　0．5253，570　　　1．2174，338　△0．52婆，4771986440，677　△2．6243，178　△4．1170，363　△2．327，136（1987462，546　　　5．0269，126　　10．7168，496　△1．124，924千1988493，0GO　　　6．6289，301　　　7，5175，346　　　4．128，35荏1989538，029　　　9．1319．635　　10．5184，105　　　5．034，288ト1990575，199　　　6．9340，586　　　6．62G2，342　　　9．932，2701991571，891　△0．6332，596　△2．3204，584　　　1．134，710ン1992540，410　△5．5289．358　△13．0215，797　　　5．535，255）1993528，841　△2．1277，012　△4．3215，134　△0．336，6961994555，764　　　5．エ292，311　　　5．5221，469　　　2．941，985構成比〔％）（100．0）（52，6）（39．8）（7．6）1975183，57995，33G83，869荏β801980222，172I19，8GO97，1415，231輸1981211，763　△4．7115，923　△3．290，．888　△6．44，952一且1982198，052　△6．5109．253　△5．884．477　△7．14，322里19832GO，748　　　1．4110，844　　　1．585，615　　　1，34，289×1984210，107　　　4．7115，724　　　4．490，451　　　5．63，932距1985205，818　△2．0115，555　△0．186，043　△4．94220　，離1986197，953　△3．8112，039　△3．081，374　△5．44，540（百1987201．386　　　1．7120，02G　　　7．177，029　△5．34β37万1988212，628　　　5．6133，362　　11．王73，808　△4．25，458ト1989224，693　　　5．7139，316　　4．579，345　　　7．56，032ン1990244，546　　　8．8146，947　　　5．591，516　　15．36，083キ1991248，324　　　L5148，631　　　1．194，170　　　2．95，522口1992248，002　△O．1134，460　△9，5107，228　　13．96，313）1993233，526　△5．8123，072　△8，5104，863　△2，25，5911994238，540　　　2．1129，540　　　5．31G3，390　△1，45，611構成比（％）（IGO．0）（54．3＞（43．3）（2．4）平　　均1985455456494172輸送距離1990425≦31452188（km）1994429443467134せんきょう　平成7年9月号　また、94年度のトンキロベースの輸送量は貨物船が1，295億トンキロ、油送船が1，034億トン【表2】　内航海運の品目別輸送実績キロ、プッシャーバージ・台船が56億トンキロである。（表1参照）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千トン、％）年　度合　　計砂利・ｻ・石材石灰石セメント鉄　　鋼石　　炭原　　油LPG、そﾌ他のガス石油製品その他1975452，05426，79532，48723，98449，13513，44333β903，220137，729123，5591980500，25849，01538，22941，45259，39815，84036，4089，144144，439100，1331981479，09746，55037，41744，34761，86719，17531，9858，5241嗅1，14580，5361982437，58437，87332，746垂。，99160，02117，10429，6954，821130，37072，3961983438，03837，68034，55445，18253，90613，00231，0964，040129，38876，4781984450，27840，21436，36044，93255，13813β4633，7037，0GO125，44782，5891985452β8540，61135，5104L67756，38917，02230，2417，4G7123，24686，7881986440，67737，8793LO654｝，68352，G6515，37826，3108，039125，21589，0171987462，546婆7，1943i，97943，76955，80614，78924，0628，334125，05096，1121988493，00052，37741，19557，98059，11315，67322，3407，1G4133，83188，3841989538，02985，33337，84952，92363，71915，12725，7895，789133，64595，3961990575，19990，96540，98953，91661，67112≦M　　，31，7145，982143，766llO，7251991571，89180，73538，19555，57663，9469，87432，4738，721143，673119，222199254G，41050，55838β3551，21958，45910，84636，81012，746151，953113，1041993528，84147，00638，69151，51956，94713，06337，32814，729154，522102，811199淫555，76454797　　，44β0154，王9756，87816，16540，02316，677157，754lO5，743構成比（％〉（10G．0）（9，9）（8．1）（9．8）（10．2）（2，9）（7．2）（3，0）（28，4）（19，0＞【図1】　主要品目別輸送量の推移（百万トン）06100421　1OQ10＼石油製品，P孔曽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、r’　　髄曽rrr＿曽，F一一PF一一【國一F需一一舳一一，幽國一、曹凹凹噂一，一曽一＿，＿F＝」一’診　　／『　　　　　　「、隔、　　　　　　　　　　　　一ノ’’　　　　　　　　　　『　　」　『　　，　一　　r　一　　，　＿　　・　一　‘　『　　1　一　　．　一　　r　＿　　』L＿＿r＿＿一’一@　＼セメント　　　　　　一一一＼原油　　　　　　　　　／石炭　　　　　　　　’1984　　85868788899091929394（年度〉せんきょう　平成7年9月号3．主要品目別輸送量　主要品目別輸送状況（トンベース）は表2および図1のとおりである。鉄鋼、化学薬品を除くと各品目共前年度を上回り、特に、石油製品、原油、石灰石の3品目は過去最高となったことが注目される。4，地域間輸送状況　内航海運の地域間の輸送状況を発地、着地別に94年度実績を見ると図2のとおりとなる。　発地ベースでは、九州、京浜葉・関東、中国、阪神・近畿の順位で、着地ベースでは、京浜葉・関東、阪神・近畿、中国、九州の順にウエイトが高い。】2図【　Tラ傷2520151050内航海運の地域間輸送状況（着地、発地ベース）翅■発　清畠　地北海道　　　東北　　　京浜葉　　北陸・　　中京・　　阪神・　　　　　　　　・関東　　　新潟　　　静岡　　　近畿中国四国九州　　　沖縄（単位＝千トン、％）北海道東　北京浜葉ﾖ　東北　陸　中　京V　潟静　岡阪　神　　　中　国近　畿四　国九　州沖　縄合　計発　　　地\成比（％）26，775i4．9＞26，057i4，8＞11G，651i20．3）7，426iL4）52，157i9．6）61，755i11，3）105，356i19．3）38，965i7．1＞U3，610i20．8＞2，878i0．5＞545，630i100．0）着　　　地\成比（％〉32，415i5．9＞34，696i6．4＞126，744i23．2）18，199i3．3）65，283i12．0）91，765i16．8）76，694i14．1）30，003i5．5）64，137i1L8）5，206i1．0）545，63Gi100．0）（注＞　1994年度実績（営業船のみ）せんきょう　平成7年9月号圓四業界探訪訪問団体　認可法人海上災害防止センター設立昭和51年10月1日沿　革　昭和49年相次いで発生したタンカーの　　　　衝突・火災事故および水島の重油流出　　　　事故による広範かつ重大な被害にかん　　　　がみ、防災対策の強化が強く要望され　　　　るようになった。　　　　　これを受けて海洋汚染防止法の一部　　　　が改正され、海上災害の発生および拡　　　　大の防止に関するもろもろの施策が盛　　　　りこまれたが、その中で、海上防災措　　　　置の実施、防災資機材の保有、海上防　　　　災訓練等の業務を行わせるため、海上　　　　災害防止センターに関する規定が新た　　　　に追加され、この規定に基づき運輸大　　　　臣の認可を受け設立された。会　長　近藤　鎮雄所在地　東京都新宿区高田馬場1−31−18　　　　高田馬場センタービル6階組　織　役員　6名　　　　　（会長、理事長、理事3、監事〉　　　　職員　34名業務概要�@防災措置の実施　　油の排出・船舶火災などの海上災　害が発生した際、海上保安庁長官の　指示または船舶所有者の委託を受け　て全国の海上防災措置実施者により　油防除・消火などを実施している。�A排出油防除資機材の保有　　防除資機材の備え付けを義務付け　られた船舶所有者にかわり油回収船　およびオイルフェンスなどの防除資　機材を全国に配備し、船舶所有者の　利用に供している。�B海上防災訓練　　タンカー、カーフェリー等の乗組せんきょう　平成7年9月号）．）．．組　　員、石油・液化ガス等関連施設の従　　業員等を対象に、防災に必要な知識　　の習得を内容とする学科講習と油・　　有害液体物質の防除および消防の実　　習を実施している。　�C　調査研究　　　油、危険物および有害液体物質等　　が海上に排出された場合あるいはこ　　れらの積載船舶による海上火災が発　　生した場合の海上防災のための措置　　に必要な機械器具および資材ならび　　にこれらの海上防災のための措置に　　関する技術について調査・研究を行　　い、その成果の普及を図っている。　�D　その他の業務　　　東京湾に配備している消防船2隻　　により、タンカー等の船舶所有者そ　　の他の者からの委託を受け、タンカ　　一等の航行中、停泊中および荷役中　　における火災警戒業務を実施してい織　図会　　　　長　　　　　理　事　長　　　　　理　　　　　るほか、国家石油備蓄基地建設の進　　　　　展に伴い、これらの石油備蓄株式会　　　　　社の委託を受け、防災艀、排出油防　　　　　蚕桑機材の保管、管理および運用に　　　　　関する業務等を実施している。今後の予定　当センターでは油防除分野におけ　　　　る体制・設備の充実を図るため、民間　　　　関係団体の協力を得て、平成7年度か　　　　ら油汚染対応訓練コースの新設のため　　　　の施設整備およびエキスパートシステ　　　　ムの構築を図りっっある。　　　　　平成8年度には新しい施設を使用し　　　　た油防除訓練コースを開設することと　　　　している。　　　　　また、本年5月のOPRC条約の発　　　　効に伴う「海洋汚染及び海上災害の防　　　　止に関する法律」の改正の中で、当セ　　　　ンターの業務規定等が見直され、国際　　　　協力業務等が追加されるなどセンター　　　　の充実が図られている。事監事総　務　部総　務　課経　理　課調査研究室防．　災　部業　務　課消防船課機　材　部管　　理　．課運　　用　課防災訓練所神戸支所函館支所佐世保支所鹿児島支所せんきょう　平成7年9月号婁忌　00π035便り　本年1月17日に発生した阪神・淡路大震災は、神戸港の港湾施設にも大きな打撃を与えましたが、その後関係者の絶大なるご努力により早期復旧に向けて精力的に工事が進められ、既に6割程度回復しております。陸上のアクセスは、8月23日に最後まで残っていた六甲アイランドとJR住吉駅を結ぶ「六甲ライナー」の全線開通により全交通機関が復旧した訳ですが、阪神間の高速道路網が最大の問題で、全面的に復旧するにはあと一年以上を要する見込みであります。詳しくは次のとおりです。1．神戸港の岸壁修復状況（8月22日現在）　（1）緊急・応急復旧バースは3月17日段階で1G7　　バースであったが、その後、本格復旧工事およ　　び再開発工事の開始により利用可能数が減少し　　たので、現在のところ着岸可能なバースは82バ　　ース（貨物用67、旅客用15＞で震災前の44銘と　　なっている。　（2）　コンテナ荷役が可能なバースはコンテナバー　　スが8バース（震災前2エバース）、多目的バー　　スが2バース（震災前14バース）で、合計1Gバ　　ースとなっている。2．定期船航路の回復状況一再開定期航路数の推移　　8月25日現在　140航路（震災前の7G％）　　7月31日〃　132航路（　〃　　66％｝▲3月24日震災後第一船入港時7月4日現在6月6日〃5月23日〃4月25日〃3月28日〃3月14日〃129航路（震災前の64％）1王5　ノノ　　（　　〃lDOノノ　（　〃68〃　（　〃60ノノ　（　〃33〃　（　〃57％）50％）34％）30％＞16％〉3．コンテナ貨物の回復状況一対前年比　　7月　　63．0％　　　6月　　52，5％　　5月　　　43．G％4　道路アクセスの状況〔1＞阪神高速道路5号湾岸線　　　9月1日に六甲アイランド北・魚崎浜間の車　　線規制が解除され、これで5号湾岸線は完全復　　旧となった。　�A　国道43号線　　　通行可能である。ただし、上下4車線のとこ　　ろ2車線に制限している。　�B　阪神高速道路3号神戸線　　　武庫川〜須磨間が通行禁止となっている。摩　　耶、京橋間は平成8年3月末完成見込みとなつ　　ており、全線開通は平成8年内の予定である。　（4）摩耶大橋　　　8月1日より通行が再開され、ハーバーハイ　　ウエイ〜摩耶間は10月末まで通行料が無料であ　　る。　�求@神戸大橋取付け道路仮道路（神戸大橋取付け　　道路下路〜新港第3突堤間約400mの仮設道路）　　　8月1日より供用が開始された。　（ω　ハーバーハイウエイ　　　全線開通は平成8年8月の予定である。　　　　　　　（阪神地区事務局長　宇佐見英雄）鉱儀　　▲復旧後r弩毒；愚賦、せんぎょう　平成7年9月号　国民の祝日「海の日」；を祝う実行委員会から　　　来年から7月20日が国民の祝日になりました　今年2月、法律が改正され、来年7月20日が「海の日」として国民の祝日になります。四薩を海に囲まれた海洋国に生活する私たちは、昔からずっと海からの恩恵を受けてきました。にもかかわらず、私たちは海について知らないことが多いような気がします。「海の日」という祝日が制定されたのをきっかけに、私たちは海からどれだけの恩恵を受けているのかをもう一度見つめ直してはいかがでしょうか。　私たち、国民の祝日「海の日」を祝う実行委員会は、多くの民間団体や企業が集まってできた団体です。新しく誕生した14番目の国民の祝日である「海の日」の意義を一入でも多くの方々に知っていただき、海の恩恵に感謝し、こぞってお祝いをしていただくために、さまざまな活動を行っています。　　会　長＝稲葉　興作　（石川島播磨重工業株式会社　代表取締役会長）　　副会長：永井　則彦　（財団法人　日本海事広報協会　会長）　［幹事団体］　　（財）日本海事広報協会　　　　（財）日本船舶振興会　　　　　（社）日本船主協会　　（社）日本造船工業会　　　　　（社）大日本水産会　　　　　　（財）日本水泳連盟　　四目本海員組合　　　　　　（社）日本海洋少年団連盟　　　（社）日本港湾協会　　（社）日本歩運協会　　　　　　（社）日本倉庫協会　　　　　　（財）海上保安協会　　日本内航海運組合総連合会　　（社）日本旅客船協会　　　　　（社）日本船長協会　　全国海友婦人会　＊その他の参加　約200団体　実行委員会からのお願い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　…『識　興。、みなさまの情報をお嵜せください　　　　　　畦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幅　　　　　　」や　「海の日」が国民の祝田になったのを記念して、みなさま　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《私たち実行委員会では、みなさまがお考えの祝賀行事や記念事業の情報を集めています。ぜひ、お電話やFAXでお寄せください。　連絡先　TEL　O3−3552−5961　FAX　O3−3552−5963　住所　〒104東京都中央区新川1−23−17　マリンビルせんきょう　平成7年9月号海運1雑1学……ゼ……ミ1ナ1｝iル；第66回中東・豪州問で活躍する生きた羊を運ぶ専用船「フェり一」の本来の意味は渡し舟？　国柄が異なれば、輸入される物資も異なる。外国には、日本ではニーズがほとんどない貨物を運ぶ珍しい（日本人からみれば）専用船もある。家畜運搬船もその一つだ。　この船種が活躍するのは、オーストラリアなど食用羊の輸出国とその輸入国である中東諸国を結ぶ航路。イスラム教国では羊が食肉の中心だが、宗教上の理由で屠殺後24時間以内の肉しか食べられない。このため生きたまま輸入する必要があるからだ。　家畜運搬船の外観は、自動車専用船に似ている。ほとんどが、甲板上に蝦蟹ものサブデッキをもつ構造物をつくり、そこをさらに細かく区分けして家畜の格納スペースとする。また甲板から下の船倉部分は、輸送中の飼料の貯蔵スペースや清水タンクなどに使われる。　甲板上には、飼料サイロが設けられ、ここからペレット状の飼料がベルトコンベアなどによって家畜スペースに送られ、さらに飲み水を送る配管や、汚水を処理する配管・タンク設備も設けられている。また輸送中の酸素欠乏や温度・湿度の上昇を防ぐため、換気には十分な配慮がなされている。　タンカーなど他の船種を改造した船が多いのも、この専用船の特徴の一つ。7万重量トン程度の比較的小型の原油タンカーを改造したもので約8万頭の羊を運ぶことができる。　食肉の羊といっても生きた動物である、死亡率が高ければ採算が低下するだけでなく、動物虐待と非難されることになる。家畜運搬船は、おそらく、さまざまな専用船の中でも輸送中とくに神経を使う船唄の一つだろう。　「フェリー」の本来の意味は、海や川などで隔てられた陸路を中継する「橋」の役割を果たす船全般のこと。船頭が一丁櫓で漕いだ江戸時　　一代の渡し舟や鉄道連絡船なども、その意味ではフェリーの仲間に入る。しかし、現在の日本でフェリーといえば、旅客と車両を同時に運ぶカーフェリーを指すのが一般的だ。　カーフェリーの本場は北欧を中心とするヨーロッパ。複雑な海岸線をもつバルト海での狭水路を利用した陸路のショートカットや英仏海峡の横断航路など、まさに橋の役割を果たす重要な交通機関として発達したものだ。　しかし日本では、そうした本来の意味から離、吻’7鮮明即一（軸q’，�_−一〜．＿＿噂⊇r、　　　　　　　　＿．＿　　　　　　　　　　　一　●　　　　■oo4汐『無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎せんきょう　平成7年9月号　　　れ、長距離大量輸送機関としての特徴を強くも　　　っフェリーが発達してきた。陸上幹線道路のバ　　　イパス的な役割を果たす「海のハイウェイ」と　　　しての長距離フェリーだ。　　　　わが国では、300キロメートル以上の航路を　　　航行するフェリーを長距離フェリーと呼び、そ　　　のほとんどが陸上の幹線道路に並行している。　　　平成7年9月現在、こうした長距離フェリー航�`．@路は24航路。その総延長は陸上輸送の主力ルー　　　トである高速自動車国道の約3倍に達する。　　　　法律上は旅客船に分類されるものの、陸路で　　　の交通事情がなかなか改善されないわが国では　　　貨物輸送専門のRORO船とともに国内雑貨輸　　　送に不可欠な存在。最近は、旅客よりも貨物の　　　輸送の比重が大きくなる傾向にあり、ドライバ　　　は乗船せずトレーラーシャーシだけを運ぶ「無　　　人航送」と呼ばれる方式も増えてきた。　　　　渋滞を伝えるラジオの声を聴かない日がない　　　日本特有の道路事情が生み出したこの海のハイ　　　ウェイ。トラック輸送の一部を鉄道や海上輸送　　　に振り向ける、いわゆるモーダルシフトの主力　　　の一つとしても、今、脚光を浴びつつある。）海藻と間違えて切り取られた世界最初の国際海底ケーブル　最近は、通信の分野で人工衛星が盛んに使われるようになったが、やはり国際電気通信の主役は海底ケーブル。電波と比べ、周波数帯域の制限がなく、気象等による通信障害もなレ�`距離による信号の減衰もほとんどなく、さらには第三者による通信の傍受が困難といった理由で、その優位性はまだまだ高いといえる。　現在、海底ケーブルの主役は光ファイバーだが、かっての銅線時代に遡るとその歴史は古い。世界最初の国際海底ケーブルは、1842年にイギリスのドーバーとフランスのカレーを結んだもの。あの「トン・ツー」の信号を用いた有線電信の発明者サミュエル・モールスがエンジニアとして参加したプロジェクトだった。　しかし、この時、通信が保たれたのはわずか数時聞。なんとドーバー海峡で漁をしていたフランス人漁夫がうっかりケーブルを引き揚げてしまい、一部を切り取って持ち帰ってしまったのである。漁夫はそれを新種の海藻と思い込み、友人たちに見せびらかしていたという。しかし、翌年にはもっと丈夫な海底電線が作られ、再び敷設されて、通信は見事に成功した。　海底ケーブルの敷設は、現在は専用のケーブル敷設船によって行われる。平均的な船で約5，000−6，000キロメートル分のケーブルを積み込み、これを船首あるいは船尾のローラー経由で海底に繰り出す。　トラブルがなければ、普通1日で約300キロメートルの敷設が可能で、電柱や地中を利用する陸上の電線敷設作業と比べ驚くほど効率的。経済性でも通信衛星を打ち上げるより、はるかに低コストだ。海の道は、物流のみならず情報にとっても最も経済的なルートなのである。せんきょう　平成7年9月号　　　　　「がんばろう’．ひょうごっ子　　　　　　　　　　　　　　　　．大阪湾クルーズン．の口囲　本年1月17日に発生した阪神・淡路大：震災により被災した子供たちを少しでも励まし、元気づけ、被災された親子にとっての夏休みの楽しい思い出として心に残るよう、当協会、日本外航客船協会、兵庫県青少年本部、兵庫県青少年を守る店連絡協議会、兵庫県青年洋上大学同窓会の5団体による共催で、8月29日�戟A運輸省、神戸市、神戸港振興協会、大阪港振興協会後援の下、外航客船「飛鳥」により大阪港天保山ターミナルから神戸港ポートターミナルまで大阪湾内をクルーズしながらシップウオッチングを行う「がんばろう！　ひょうごっ子大阪湾クルーズ」を開催した。　このイベントには、阪神・淡路大震災の災害救助法適用市町地域に居住する（または震災時に居住していた）方を対象に約1，300組の応募者の中から抽選で選ばれた小学生の親子150組・3QO名を招待し、実施した。　開会式の後、参加者は、デッキより色とりどりのテープを投げ、ブラスバンドの演奏、消防艇による色鮮やかな歓送放水に見送られ、大阪港天保山ターミナルからの出港風景を見学して、大阪湾を行き交う船の説明を受けながら関西国際空港沖まで航行した。潮風に吹かれてのデッキでのビュッフェスタイルの夕食やマジックショーをはじめ、ミステリニクイズなど多彩なプログラムに夏休み最後の一日の船旅を堪能し、神戸の夜景を見ながら神戸港ポートターミナルに到着した。▲あいさつする乾副会長せんきょう　平成7年9月号（海運日誌E日　米下院運輸・インフラ委員会は、84年米　　海運法の改訂法案（H．R．2149＞を圧倒的　　多数で可決し、下院本会議に上程した。　　（P．4シッビングフラッシュ2参照）4El運輸省は、造船会社26社に対して実施し　　た経営状況などに関するヒアリング調査結　　果をまとめた。それによると、95年度の船　　舶部門の売上高は26社合わせて1兆2，580　　億円で前年度に比べ1割減少した。　◎　五大港（京浜・名古屋・大阪・神戸・関　　門〉の港運料金（一般料金・改定率は加重　　平均で5．7％）と全国の検数・検量料金の　　値上げ（4％台）が4年ぶりに認可され、　　12日から実施されることとなった。7日　運輸省は、7月の新造船建造許可実績を　　まとめた。それによると、国内・輸出船合　　計で15隻・43万3，590％と前月に比べ隻数　　・総トン数ともほぼ半減した。B日　村山改造内閣が発足し、運輸大臣には自　　民党の平沼越夫氏が就任した。10日　運輸省港湾局は、第九次港湾整備5力年　　計画の基本的な考え方を示した．「中期的な　　港湾整備のあり方」を発表した。それによ　　ると、三大湾（東京湾・伊勢湾・大阪湾）　　および北部九州の港湾におけるハブ機能の鉱8月　　強化と災害に強い港づくりを中心にしたも　　のとなっている。24日　運輸省は、平成8年度予算概算要求と税　　制改正要望事項を発表した。それによると、　　「国際船舶制度」を創設し、日本人船員の　　配乗を促進する事業に補助を行うこととし　　6億円（平成8年度は4ケ月分）などを要　　求するとともに、国際船舶に係る固定資産　　税・登録免許税および日本人船員の所得税　　・住民税の非課税などを要望している。　　（P．2シッビングフラッシュ1参照）　◎　日本船舶輸出組合は、7月の輸出船契約　　実績を発表した。それによると、19隻・40　　万7，000％と昨年同月に比べ％ベースで　　3．5％減となった。25日　運輸省は、「国際船舶制度」創設に関連　　した平成8年度予算概算要求および税制改　　正要望事項に関し、外航海運・船員問題懇　　談会フォローアップ会合を開催した。30日　運輸省海上技術安全局長の私的懇談会と　　して設置された内航船員不足問題を考える　　懇談会（座長・谷川久成腰大学教授）が、　　2回目のフォローアップ会議を開催し、94　　年度の活動成果や労働環境改善の現状評価　　を協議した。せんきょう　平成7年9月号藝嘗擁；蘇専解　　　り脇転賊wや訊撫海運関係の公布法令（8月）�堰@船員法施行規則の一部を改正する省令　　（運輸省令第49号、平成7年8月1日公布、　　平成7年8月1日施行）�堰@電波法施行規則の一部を改正する省令　　（郵政省令第58号、平成7年8月8日公布、　　平成7年8月8日施行）国際会議の開催予定（m月）アジア船主フォーラム船舶局険委員会第2回中間会合　10月2日　台北第8回UNCTAD／IMOアレスト条約改正作業検討のための合同会合　10月9日・10日　ロンドンIMO第73回法律委員会　10月ll日〜13E｛　ロンドン第3回日台船主協会会談　10月16日・17日　静岡・川奈国際油濁補償基金（10PCF＞第18回総会　10月17日〜20E｛　ロンドン「船協海運年報　1995」の刊行　当協会では、1956年より「船協海運年報」を作成しておりますが、今般「船引海運年報1995」を刊行いたしました。　内容は、総論・各論に分かれており、総論においては世界および日本の経済・海運の概況を解説し、各論では政策関係、国際海運関係、業務関係、近海・内航関係、港湾関係、財務関係、海務・工務関係、船員労働関係、調査広報関係、阪神・淡路大震災関係、輸入貨物輸送協議会関係の11項目に分類して当協会の諸活動を詳述しています。巻末には資料として、海運関係の諸統計、海運日誌、当協会会員名簿も掲載いたしました。　入手ご希望の方には、お送りいたします。なお、1部3，500円の実費頒布となっておりますので、下記までお問い合わせ下さい。〈問い合わせ先〉日本船主協会　調査広報部　〒102東京都千代田区平河町2−6−4　海運ビル　　TEL　O3−3264−7181　FAX　O3−3262−4757鍾湊、、喝．壮言　ぎず驚せんきょう平成7年9月号麟懸購海運統計1．世界の主要品目別海上荷動き量1988198919901991199219931994　　　　年i目100万対前年gン　伸び率100万対前年gン　伸び率10D万対前年トン　伸び率lOO万　対前年gン　伸び率工00万　対前年gン　伸び率100万対則年トン　伸び率100万対前年gン　伸び鳴石　油原　　油ﾎ油製品1，042　7．4@325　　3．8L120　7．5@340　　4．61，190　6．3@336　▲／．21，247　4．8@326　▲3．01，313　5．3@335　　2．81，356　3．3@358　　6．9工，380　1．8@375　　4．7計1，367　6．51，460　6．81526　4．51，573　3．11，648　4．81，714　4．01，755　2．4乾　貨　物鉄鉱石ﾎ　　炭秩@　物ｻの他　348　　9．1@304　　7．4@196　　5，4P，460　5，0　362　　4．0@321　　5．6@192　▲2．O戟C525　4．5　347　▲4．／@342　　6．5@工92　　0．0P，570　3．0　358　　3，2@369　　7．9@200　　4．2P，610　2．5　334　▲6．7@371　　0．5@208　　4．Ok660　3．1　354　　6．0@367　▲Ll@l94　▲6．7P，710　3．0　380　　7．3@370　　0．8@185　▲4．6P，785　4．4計2，308　6．02，400　4．02，451　2．12，537　3．52，573　1．42，625　2．02，720　3．6合　　計3，675　6．23，860　5．03，977　3．04，110　3．34，221　2．74，339　2．84，475　3．1（注）�@Feam［eys「REV肥W　1994」による。�A1994年目値は推計値である。2．わが国の主要品目別海上荷動ぎ量1991年1992年1993年1994年　　　　年i目100万g　ン対前年Lび率世界に閧ﾟる％100万g　ン対前年Lび率世界に閧ﾟる％100万g　ン対前年Lび率世界に閧ﾟる％100万g　ン対前年Lび率世界に閧ﾟる％石　油幽原　　油ﾎ油製品204．7R9．4　4．6｣工7．217．1P2．22工4．9R8．6　5，0｣2．016．5P1．7219．0R4．0　1．9｣11．916．3X．5232．0R6．95．9W．516．8X．8計244．10．316．0253．53．915．5253．D▲　0．214．9268．96．315．3乾　貨　物鉄鉱石ﾎ　　炭秩@　物ｻの他126．9P11．6R2．2Q74．41．7R．8P．7S．636．1R1．0P7．9P7．01／3．6P／1．2R2．4Q74．7▲10．5｣0．4@0．6@0．133．7R0．1P5．8P6．5114．5P13．9R3．1Q8工．40．8Q．4Q．2Q．432．5R1．6P7．2P6．5116．1P17．1R4．7Q9工．6／．4Q．8S．8R．630．6R1．6P8．8P6．3計545．23．621．8531．9▲2．420．7542．S2．020．8559．53．120．6合　　計789．32．519．6785．5▲0．518．7795．91．318．4828．44．118．5（注）�@運輸省海上交通局調べによる。�A各品目とも輸出入の合計である。�BLPG、LNGはその他に含まれる。’）日．国内輸送機一別輸送状況輸　　送量（百万トン）輸送トンキロ（億トンキロ）年　月内航海運鉄　　道自動車国内航空計内航海運鉄　　道自動車国内航空計1985年度452965，0480．545，5972，0582192，06954，3421986年度441874，9690．605，4981，9802042，16154β511987年度463825，2040．705，7502，0142052，26464，4891988年度493825，5780．766，1552，1262352，46174，8291989年度538835，8880．836，5102，2472512，62985，1341990年度575876，1140．876，7762，4452722，74285，4681991年度572866，2610．876，9192，4822722，83885，5991992年度540826，1020．856，7252，4802672，81685，5711993年度529795β220．866，4302，3352542，75985，357（注）運輸省「運輸白書」による。せんきょう　平成7年9月号岡4．わが国貿易の主要貨物別輸送状況（単位：千KIT％）19931994区　　　　　　分1989199019911992工9934〜67〜910〜121〜3海上貿易量A70，67570，40474，80285，61691，0工922β1523，35223，64823，443輸日本船輸送量B5，9584β494，8835，2894，2461，1231，0411，018857外国用船輸送量C27，14028，11429，71434，40234，6328，4768，7079，2459，168出積取比率　I　B／A8．4％6．9％6．5％6．2％4．7％4．9％4．5％4．3％3．7％判取比率　　II　（B十C）／A46．8％46．8％46．3％46．4％42．7％42．1％41．7％43．4％42．8％海上貿易量A683，167699，099714，467699，877704，867173，190175，796175，709178，063輸日本船輸送量B223，481199，944196，583工88，379183，55745，57246，75943，25143，478外国用船輸送量C236，3＄8269，668308，090311，798322，62877，22084，34584，02982，061入口取比率　I　B／A32．7％28．6％27．5％26．9％26．0％26．3％26．6％24．6％24．4％三二比率　　II　（B十C）／A67．3％67．2％70．6％71．5％71．8％70．9％74．6％72．4％70．5％海上貿易量A411，468409，485421，801397，312403，15婆102，211101，44610Q，59895，949貨物日本船輸送量B116，891108，184105，764工Ol，97693，75324，27622，71222，57522，551船外国用船輸送量C156，423165β37190，128179，088190，25647，65150，86050，30846，212積積取比率　I　B／A28．4％26．4％25．1％25．7％23．3％23．8％22．4％22．4％23．5％積取比率　II　（B十C）／A66．4％66．8％70．1％70．7％70．4％70．4％72．5％72．4％71．7％う海上貿易量A127，6Q7124β40126，950113，635114，48428，91528，69728，94126，732ち日本船輸送量B56，35952，25852，90049，97146，63812β551D，667ll，97913，444鉄外国用船輸送量C34，94937，36845，08036，08743，80910，89312，95911，1889，087鉱積取比率　I　B／A44．2％41．9％4／．7％44．0％40．7％42．7％37．2％41．4％50．3％石積取比率　II　（B十C）／A71．6％71．8％77．2％75．7％79．0％80．4％82．3％80．0％84．3％，海上貿易量A1Q4，9391Q7，492U工，6181／1，162113，89628，2S929，24228，28826，507つち日本船輸送量B44，26243，8394／，98542β4338，9999，90310，0068，6867，394石外国用船輸送量C44，46145，98856，35956，79662，40115，02416，70917，67116，784炭積取比率　I　　B／A42．2％40．8％37．6％38．1％34．2％35．D％34．2％30．7％27．9％口取比率　　II　（B十C）／A84．5％83．6％88．1％89．2％89．0％88．1％9／．4％93．2％91．2％｝海上貿易量A41，29539，51539，73G38，82738，2151G，391911599，2478，918つ日本船輸送量B6，0265，0334β133，6142，742715619613507ち木外国用船輸送量C25，3ア827，SO730，06130，11529，1378，0767β237，0576，742材斬取比率　I　B／A14．6％12．7％10．9％9．3％7．2％6．9％6．8％6．6％5．7％日取比率　II　（B十C）ノA76．0％83．1％86．5％86．9％83．4％84．6％85．6％82．9％81．3％海上貿易量A271，699289，614292，666302，565301，71370，97974，34975，ユ1182，ユユ4油送日本船輸送量B106，59091，75990，81986，40289，80421，29624，04720，67620，927船外国用船輸送量C79，965104，332117，962132，710工32，37229，57033，48533，722．35，849積積取比率　I　　B／A39．2％31．7％31．O％28．6％29．8％30．0％32．3％27．5％25．5％臼取比率　II　（B十C）／A68．7％67．7％71．3％72．4％73．6％71．7％77．4％72．4％69．1％｝海上貿易量A17S，009195，517204，654214，9282工9，04250，49853，55855，94359，876つ日本船輸送量B90，57675，54774，73471β0675，35217，73220，16417，28817，20ユち原外国用船輸送量C64，86789，240100，876l18，680118，31026，06529，82530，65132，473油積取比率　I　B〆A50．9％3S、6％36．5％33．4％34．4％35．1％37．6％30．9％28．7％臼取比率　11　（B＋C＞／A87．3％84．3％85．8％88．6％88．4％86．7％93．3％85．7％83．0％（注）�@運輸省資料による。�A年別は暦年。�B石油製品にはLPG、　LNGを含む。�C積取比率1…日本籍船積取比率　　口取比率II…日本籍船＋外国用船積取比率（5．日本船の輸出入別・船種別運賃収入（単位：百万円）19931994区　　分1988198919901991199219934〜67〜910〜121〜3輸定期船51，45645，32638，99838，58753，41339，49410，0938，8779，0327，364不定期船89，27776，57669，31862，29551，65342，4D410，6329，6138，7038，757油送船2，5992，5202，4332，5512，工871，701457457449479出計143，332124，4211工0，749103，433107，25583，59921，18218，94618，18416，599輸定期船50，29949，35346，59846，71151，24637，0929，7218，2798，8478，661不定期船198，69D200，60D183，899170，031155，870129，45433，75132，16628，35629，319油送船171，758164，807162，382162，525148，115145，49934，62739，38733，20034，662入計42G，748414，760392β79379，266355232312，04578，09979，83270，40372，642＝定期船53，13949，00849，83056，60069，04050，67412，63912，44611，7エ710，187一不定期船31，87929，3D423，80126，95522，36215，9145，1363，4554，0113，247国油送船13，0358，7478，5049，0525，4997，5991，709／，7722，525904間計98，05387，05982，13592，60696，90274，18619，48417，67318，25314，338ム定期船i5窪，894／43，687135，426141，897／73，70D／27，25932，45229，60229，59626，212口不定期船319，848306，480277，018259，281229，886／87，77249，52045，23341，07141，323油送船187，392176，074173，319174，128工55，803154，79936，79341，61636，17436，044計計662，132626，240585，763575，306559，390469，830118，765l16，451工06，840103，580（注）�@運輸省資料による。�A年別は暦年。�B外国船は含まない。図せんきょう　平成7年9月号’）6．わが国貿易額の推移（単位　百万ドル）フ．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）輸　出輸　入前年比・前年同期比（％｝年　月騰平均最高値最安値年　月入�居o超（FOB）（CIF）輸　出輸　入1985238．54200．50263．401989137．96工24．10150．351980129807　　　，140528　　　7▲10，72126．027．01990144．81124．30160．101985175，638！29539　　　，46，G993．2▲　　5ユ1991134．55126．35141．801991．314525　　　，236，73777789　　，9．60．81992126．62119．15134．751992P993P994339650　　　7R60872　　　，R95537　　　，233021　　　，Q40551　　　，Q74，368106628　　　，P20318　　　，P21161　　　，8．0U．2X．6▲　　1，6@　　　3，2@　　14．11993P994111．19P02．24100．50X6．45125．75P09．001994年8月31286　　，25，2116074　712．323．71994年9月98．8197．82100．15936，16024184　　，11975　　，8．51621098．4296．80100．571034，63825374　　，9264　，10．424．21197．9696．4598．921工34440　　，25888　　，8，55221．223．212100．1398．95100．551237，74324710　　，13032　　，15．224．61995年1月99．7598．5510LO51995年1月27，19024383　　，2807　，4．722．3298．2496．6099．68235，23723943　　，11293　　，19．128．1390．7988．2596．55342592　　128720　　713，87116．626．8483．6780．3087．20440059　　729170　　，10，8892L733．6585．1082．2587．35535537　　，28549　　76，98826．432．2684．5383．8085．40640155　　728502　　，11653　　，19ユ27．3787．2284．6088．75738070　　，28635　　，9，43410．428．8894．5588．0599．10（注）通関統計による。日．不定期船自由市場の成約状況（単位　千M／T）区分航海用船定期用船ム　　計シングル（品　目別内　訳）年次口連続航海航　　海穀物石炭鉱石屑鉄砂糖肥料その他TripPeriod1989119708　　　，3，373116335　　　，44629　　，21936　　，38448　　，1018　，3326　，6β14164103，81524，1611990132265　　　，3，091129174　　　，436工3　　，32043　　743626　　，81〕54716　，4173　71989D，98014，3261991127095　　　，2462　，124633　　　，35022　　，34538　　，44554　　，7613519　，5043　，1196　冒102，77525131　　P1992196312　　　，工6，996179316　　　，54719　　，54731　　，61197　　，5763G6≦　，4G23　，1006　，87，73516530　　，1993172768　　　78，470164298　　　，56033　　，42169　　，59167　　741）82353　，3357　，811108，54626003　　，1994180978　　　71／264　　，169714　　　，44993　　，44251　　冒68299　　72634　93477　髄4430　，1630　「176，40746，876／994　1214565　　，1375　脚1319D　　，3416　髄2728　，6427　，162160289814，7754458　，1995　113643　　，27013373　　74，2083869　，4588　，262232161531王，8805336　P212582　　，41012172　　，4071　，2718　，4717　，642832318813，7734586　，314430　　，59513，8353，9373，96Q5500　7305730051ユ7，1817，823410973　　，1510958　　，2549　，3273　，4，66398413112315，3955，345514687　　，1347　，13340　　，3，2964270　，4949　，2301374431515，5194，618613，479013479　　，3，1883，9015716　，3517443035／1552　　，2，070714880　　，26014，6203，3175，5434805　，17246629108工4，1933，696814569　　，44014129　　，4，2394214　，4764　，ユ6423633917310，8ユ05，047（注）�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの合計。�B年別は暦年。せんきょう　平成7年9月号綱　　’．己rヒ@ベ．　．匡　b内．．．　騰　　灘．灘　　．・・．葭．、　続i『．藪三．憲幅…25◎2�p150Ioo50原洩1ペルシャ湾／円本・ペルシャ溝／欧米｝2団@餐　　o　　‘日＝m15日1�p調3，252日F5105o穀物1ガルフ／口本・北米西岸／R本・ガ1レフ／酉脚　　　　　iT｛1……irI一．ｻ舜i1…§十階AA＾！旧冊〔弔）」ヨ9」E992Ig93国9941兇5「叩ヨ55025iI5m5o9．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）9519低最高最9419低最高最9319低最高最95199419低最高最低最高最9319低最高最円月　　　　　　　　012123456　　　789　　　　　　　　工−110．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単位　ドル）ガルフ／日本北米西岸／日本ガルフ／西欧月次199419951994／99519941995最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低123456　78910111223．50　20．65Q1．50　19．50P9，30　18．25P9．80　19．25Q4．25　22．50Q3．30　20．25Q5．00　21．50Q6．00　21．50Q5．00　22．20Q8．50　25．00R0．75　26．00R3．80　29．7533．00　29．00R2．50　31．00R7．50　32，00R7．00　33，00R8．00　32．00R4．75　31．00R2．50　3！，50R4．50　32，50　　　』@　12．00^1．75　11．70@　　二　　　一@　　＝　　　一P5．50　14．75P6．00　15．75　　　一　　　一@　17．65Q0．50　18．60P8．60　18．40@　19．75P8．75　18．50P8．50　18．00P9．50　18．6010．25　　9．10X．30　　8，60W．45　　8，00@　10．25@　12．00P0．50　　9，87P1．50　10，25P1．75　10．65P5．68　11．00P4．25　12，90P7．00　13．50P700　165017．25　16．00P5．40　15．25P9．00　15．25@　／9，00P8．75　17．50P5．00　13．60P5．50　13．50@　／6．50（濁　�@日本郵船調査部資料による。�Aいずれも@　　�Bグラフの値はいずれも最高値。5万DIW以上8万DIW未満の船舶によるもの。せんきょう　平成7年9月号螺無謝舗：欝　繊徽＿己．藤磁総．．．撫織羅，　．L．零悲コ。ど｝zロ511σ5口石炭いンプトンローズ／日荊・鉄鉱石1ツバロン／日本・ツパuン／西南［5E．1石炭〔ハンプトンローズ／日寧｝、一@L@　L@　圏鰍鰐1⊇ト　　　戸v@　！　〆〜A　7！’戦　＼　、　　、＿一　　　　　、一　　　　一へ@／　　　　　、@ノ^　ノ＼　F蹴鉱石｛．アバロン／西「甜@1@　　　　　　コ」11｝go〔年〕旧ヨ匡旧gzi993199q1囲5壽　4。ロ包跡　　　　　300ゐ　　　　ゐロ冊　　　　　2m15　　　　1脚冊　　　　Lu◎5350口運賃指数‘oo凸呂q「しへ1、ヨ叩l　　Lｬ　　1Il1　　　L11iE11111250ρンアず　1tリーン　「旨1「F一11」ρ「「匝r　「F　イ11’層」＼　’、ンア｛　ダ・．・テ｛一E　　　　」A　　川し　、　圏、　　　1A‘　　馳藺蕊’　　　L　　　噛、　！　　　　▼　　，　　　1@　　　7@ノへげL　l_〆　りでゆ陣P和「サ　f　小碧�dノノl　　Fk1し℃ハ’」』　〉C中�hk　VP黙イ！�`戟@V）Aゾ田VLCCoIg9，〔年〕15馴19｝〜1ヨヨヨ旧9亀旧｝511．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位：ドル）ハンプトンローズ／日本（石炭）ツバロン／日本（鉄鉱石）ツバロン／西欧（鉄鉱石）月次／99419951994199519941995最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低19．45一8．8014．204．35一29．25一7．7013．754．968．oo3一18．50一13．505．60　　4．5011．25　　9．804一一9．25　　7，9013．906．25　　5．558．70513．10　　12．40一10．30一6．50　　5．758．25　　7．756一一9．50　　9．10一5．75　　5．307．45　　7．10712．10一11．／0一5．DO7．508一18．2511．40　　10．85一6．008．50　　7．50913．5011．00　1Q．30『lo15．80一10．50　　8．00ll一13．459．35　　8．4012一12．75　11．759．25（注）�@日本郵船調査部資料による。�Aいずれも10万D／W以上工5万D／W未満の船舶によるもの。　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。）12，タンカー運賃指数タンカ一　　運賃指数月次199319941995VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・C152．298．3138．6162．6193237．690．6133．7／61．9211．75L6115．6176．2184．32505251．494．9130．1167．4181．634．288．8144．2171．0221．353．4工D5．3154．9169．6226．4344．998．1126．5／71．7169．237．188．1130．S175．2219．248．098．7145．6162．9215．7445．298．2132．2／87．6167．837．988．2125．7171．7203．550．3101．2141．6159．4214．9542．593．／1412192．8／53．736．693．6124．5169．1199．444．994．8139．9175．5187．4639．7101．3153．8177．3170．134．288．6125．9175．6183．144．9101．0144．5217．4210．9745．9101．9140．7184．2161．937．891．5129．7185．4188．556295．工147．2242．4217．6852．189．4122．9184．1167．245．788．7123．9199．1181．9941．578．4110．8160．9171．947．893．1133．8201．7186．41042．38L4118．9154．0175．744．696．6142．2200．2196．41142．592．0125．8152．7186．348．2102．1153．4／88．6199．31241．293．2120．4159．3210．247．51工7．6／73．1209．4214．9平均45．193．4130．2171．2175．740．894．o136．7184．1200．5（注〉�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年11月に合併）�Aタンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　　指数の発衷様式が87年工0月より次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分�CVLCCほ5万IDOOトン（15万トン）　　　以上　◎中型．17万1000〜15万トン（6万〜工5万トン）◎小型＝3万6000〜7万トン（3万〜6万トン）��H・D　　　＝ハンディ・ダーティ＝3万5000トン（3万トン）未満　�羽・C＝ハンディ・クリーン15万トン（3万トン）未満。せんきょう　平成7年9月号姻3脚蜘2α薗1四。用船料指数貨物畳捉期用船粋指込k｝；鵜臨需野。。｝印�j一r“一F、　’戸’r＼ノ！）！ヤ’k　　　　、ルd船航海用船科一致ｿ955．r〜1955．5二10ωーマー−〔’，ノ　」A　　L−r　，ぜ’j．11蜘側　　　　h舶1　　　　膠日92　　　　0隅i『‘　　　　　　　　1『5姻3男�o綱1�o町無5000唱ooo30◎o200olooo80α50じ鴫。αzoo係船船腹課50σo4000300020001ooo附。600400200．〔．13，貨物船用船料指数貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数月次1990199119921993199419951990199119921993199419951204．3215．0208．0194．O189．0234．0349．1306．4343．0323』327．0358．02208．3198．0202．0192．D185．0227．0356．5318．0326．0326．0320．0358．03203．3199．0195．0191．0185．0229．0357．6325．0320．0327．0324．0366．04176．4207．0192．0194．0198．0243．0288．7335．0300．0356．0310．0377．05202．92D5．0191．D195』／91．0245．0343．3344．0302．O366．0318．0402．06197．9205．0195．0209．0198．0239．0353．5342．0301．0319．0334．0390．07191．4208．0190．0206．0198．0230．0343．7349．0295．0335．0320．0426．08190．0206．0191．0194．0202．0325．0342．0288．0346．0360．09197．D206．0191．0196．0208．0328．3318．0293．0328．0349．010195．G205．0191．0188．0212．0329．5325．0301．0351．0333．011197．0206．0193．0196．0212．0322．8335．0289．0372．0363．012199．0208．0196．0200．0219．0311．4349．0300．0349．0367．0平均196．9205．7194．6196．3199．8334．1332．4304．S34L5335．4（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナルはロイズ　オブFよ1971＝1000ロンドンプレスと1987年11月に合併）�A航海用船料指数は1965．7〜1966．6＝100　定期用船料指数｛14．係船船腹量の推移199319941995月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千G／T千DIW隻数千G／T千D／W隻数千GIT千DIW隻数千GIT千D／W隻数千G／T千DIW隻数千GIT千DIW13452，3283，G48904，2828，3953292，4763，2039129755556　　　　，　　　　　　　　　野2892，3993，2386521954134　　　　，　　　　　　　　　　，23482，4293，1549440837981　　　　，　　　　　　　　　，31023333017　　　　　，　　　　　　　　　　，8026565021　　　　，　　　　　　　　　　，2882，2903，0176824724710　　　　，　　　　　　　　　　，33502，4813，204973，8727，5653122、3043，000842，8135，32628422812999　　　　　，　　　　　　　　　野6722344219　　　　，　　　　　　　　　　，43312，3172，988923，7377，28530321982808　　　　　，　　　　　　　　　　髄812，5344，7492712，1512，8576622054127　　　　，　　　　　　　　　　｝53242，2522，982963，3566，40829工21582816　　　　　，　　　　　　　　　　，822，6014，9012712，2673，1366119333459　　　　，　　　　　　　　　　，63玉722322954　　　　　，　　　　　　　　　　79331796054　　　　，　　　　　　　　　　，2882，1182，825852，3GG　4，2152722．2573093　　　　　　　　　　　野6621883562　　　　，　　　　　　　　　　，731322172997　　　　　7　　　　　　　　　，1003，4566，5892932，1932，9998626445075　　　　7　　　　　　　　　野2692，1202，9166619813515　　　　，　　　　　　　　　　，83152，1742，906983，3276，30828222723136　　　　　，　　　　　　　　　　髄882，6885，1712732，1542，9546718933341　　　　，　　　　　　　　　　，93152，2483，069ID633166279　　　　　，　　　　　　　　　，27822443077　　　　　，　　　　　　　　　　，852，3334，412103／322503041　　　　　，　　　　　　　　　　，10332876218　　　　　7　　　　　　　　　　，2932，2883，1158425264691　　　　，　　　　　　　　　野113202，2932，975983，2196，0522972，3493，2107322044040　　　　，　　　　　　　　　　｝1233325143273　　　　　，　　　　　　　　　　，943，0505，6422942，4463，315661，9703，652（注〉　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。せんきょう　平成7年9月号i）．．己�e．　脚L．D．疋．「L賠　、．万。珊�o2αo1aooスクラップ船腹………：1　…………旨＝l　l1｝1飴二一1タンカー堰_節，糖1ヘハ1♂’11へ1冒i　　　［　　亀「1」「〆「「　　昌ﾖ　　1　　　」ノへき’i，州／1　「’@　1日／l　　「踊19ヨ。し剃」9，11992旨鱒旧9‘1995甥D／w即�o130o15．スクラップ船腹量の推移1993　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19941995月次乾貨物船タンカー　　　　乾貨物船タンカー乾貨物船　　　　タンカー隻数千GIT千DIW隻数千GIT千DIW隻数千GIT千D〆W隻数千G／T千DIW隻数千GIT千DIW隻数千G／T千DIW123456　78910111234　　392　　710S5　　423　　744S7　　499　　897R1　　504　　901R9　　310　　529Q7　　360　　609P9　　227　　438S1　　441　　774Q0　　170　　262P3　　107　　138U0　　505　　854P4　　169　　29215　　6411，218P2　　649　1．274P3　　420　　832W　　101　　169X　　354　　673P3　　5121、040P0　　6DOl，25915　　　　　699　　1，412　　　20　　　　　185　　　　342P5　　　　　430　　　　843　　　40　　　　　813　　1．464Q0　　　　541　　1，043　　60　　　　843　　1，562X　　　　382　　　　747　　49　　　　7／5　　1．284P8　　　　774　　1．602　　36　　　　530　　　　927@　　　　　　　40　　422　　768@　　　　　　　34　　3S3　　675@　　　　　　　59　　75工1，245@　　　　　　　24　　141　　210@　　　　　　　32　　475　　795@　　　　　　　33　　371　　617@　　　　　　　25　　286　　4648　　226　　439P1　　468　　941Q4　1、D792，122P8　　469　　912P4　　534　1、D57P2　　6611，351W　　5241，016V　　339　　702P0　　5951，166P0　　413　　798P4　　70CI　1．418P5　工，1352β4528　　329　　459SD　　594　　968T1　　426　　602Q7　　433　　751S2　　458　　7921D　　390　　769V　　382　　798P1　　6431，313P1　　70D　l．392P8　工，2322，473計39D　4，1077、148157　6，1031L572452　5，91510．353151　7，14614，267（注）�@ブレーメン海運経済研究所発表による。�A300GIT　300D／W以上の船舶。�B乾貨物船は兼用船、撒積船、一般用物船、コンテナ船、客船が含まれる。�CタンカーにはLNG／LPG船および化学薬品船を含む。�D四捨五入の関係で末尾の計が合わない場合がある。16．内航船の船腹量貨　物　船自　動　請閨@用　船土・砂利・ﾎ材専用船セメント黶@用　船油　送　船特　　　殊タンク船合　　　計隻5，575691，067王911，7485719，2211991年@3月末G／T1，598，812176，308429，399387，8δ7863，892274，1923，730，470隻5，539731，0492DD1，7425929，1951992年@3月末G／T1，629，366204，576430，978416，493876，768285，5533，843，734隻5，44673LOO42101，7845849，1011993年@3月末GIT1，651，270221，925415234437，738945，638288，4873，960，2921994年@3月末隻5β02681，0062D81，7925598，935GIT1．636285220，517432，274444，298983，654281，5453，998，573隻5，235661，02721）31，7725368，8391995年@3月末G／T1，656，173226，136449，513440，271996，278270，9754，039，346（注）�@運輸省海上交通局資料による。�A木船も含まれる。せんきょう　平成7年9月号　今年は戦後5Q年の節目の年ということで、マスコミ等で歴史を振り返る特集が相次いだが、そんな中で8月15日の終戦記念日に村山首相が発表した首相談話が中国や韓国をはじめ多くの国々で評価を受けたとの報道が新聞等をにぎわした。　私など今までの総理大臣の戦争に関する談話を詳しく読んだこともなかったので、素人考えで「今までも同じように総理大臣の戦争に関する謝罪の談話が出されたはずなのに、何故今回に限りこのような評価を受けたのだろう」という疑問を持ち、過去の首相談話と今回の村山首相の談話を並べて掲載している新聞を読んでみた。　自民覚単独政権時代の首相談話は「我が国の行為を厳しく反省する」とか「深い反省と遺憾の意を表す」というようにとても人に謝っているとは思えない言葉の羅列に思える。その後、自民党分裂後最初の連立政権となった細川首相の時代になって初めて「おわび」という言葉が出てくるが、今回の村山首相の談話はさらに「国策を誤り」や「疑うべくもないこの歴史の事実を謙虚に受けとめ」等のより直接的な表現となっており諸外国からの評価もなるほどという思いであった。　この首相談話に関して与党内の一部やその他の勢力からも批判めいた言葉も聞かれるようであるが、過去の過ちを過ちとして認めることにより他国からの信頼を得れば、将来とも国家としての発言に重みを持つことができるのではないだろうか。　特に現在世界中で問題になっているフランスや中国の核実験に対しては、唯一の被爆国として説得　＿力を持って反対を声高に主張することができるのではないだろうか。ナビックスライン総務部文書広報グループリーダー　　　　　　　松本　満（．．せんきょう9月号No．422（Vo1．36　No．6）　　　発行◆平成7年9月20日　　　創刊◆昭和35年差月1G日　　発行所◆社団法人　日本船主協会　　　　　　〒102東京都千代田区平河町2−6−4（海運ビル）　　　　　　TEL．（03）3264−71肛（調査広報部〕編集・発行人◆植　松　英　明　　　製作◆大洋印刷産業株式会社定価◆400円（消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を徴収している〕囮せんきょう平成7年9月号会社名：日下部汽船�梶k英文名）KUSAKABE　STEAMSHIPCO．，　LTD．代表者〔役職・氏名）：取締役社長　山名俊茂本社所在地：神戸市中央区海岸通5商船三井ビル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ匙　’み資本金：200百万円　　　　　　　　　　　　　　　　喩謬創立年月日：191ア年9月15日従業員数；海上2B名　陸上47名　計75名当協会会員は156社。（平成7年9月現在）所有船状況睡・����25隻B5，696％59，411％i．管理船状況遠洋・近海・沿海　一隻一％一％．）「主たる配船先：国内事業概要：当社は、大正6年の創設以来、海運を中心に数々の事　　　　　業を展開し、昭和30年末に埋立事業にも進出し、土運　　　　　船・土木建設業で独自の道を開いたことが、今日の発　　　　　展の基礎となっています。　　　　　大阪湾周辺では、ポートアイランド第2期工事など、　　　　　多数のプロジェクトが進行しており、当社の活躍の場　　　　　もますます広がっております。ρ’）．　■〆Dワ会社名：共榮タンカー�梶i英文名）KYOEr　TANKER　CO．，　LTD，代表者（役職・氏名）：取締役社長　平山義昭本社所在地：東京都千代田区神田小川町3ぞ0　　　　　　　　　　　　　第朧名館ビル　　麿4資本金：2，850百万円　　　　　　　　　　　　　　　　�_叛．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　　そ創立年月日：1937年3月19日　　　　　　　　　　べ辮掛、従業員数：海上95名　陸上28名　計123名　　　　　　“斬有船状況唾夢近海・沿海4隻　　　　　450，623％　　　　　7ア9，443％管騨状況�炎S・舗．5隻…　504，ア90藍．B73，535％　　　　　　　　　　　　一主たる配船先：ペルシャ湾、東南アジア事業概要：当社は、日本郵船の系列会社として油槽船の運航なら　　　　　びに船舶の貸渡を主業務としています。　　　　　長期契約船を主体に、船隊の安全運航の確保と運航効　　　　　率の向上、船隊構成の拡大充実に努めております。96年から、7月EO日が国民の祝日「海の日」になります。ρ

